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z1200001
警察庁、国土交通
省

レンタカーの稼働率にあった保管場所
の確保の容認

道路運送法施行規
則第５２条第４項
自動車の保管場所
の確保等に関する
法律第３条

自動車の保有者は、道路上の場所
以外の場所に、その自動車の保管
場所を確保しなければならない。保
管場所とは、車庫、空き地その他自
動車を通常保管するための場所を
いい、自動車の保管場所の確保等
に関する法律施行令第１条各号の
要件にすべて該当しなければなら

ない。

ｃ

　自動車の保管場所の確保等に関
する法律は、自動車の保有者が道
路上の場所以外の場所に自動車
の保管場所を確保しなければなら
ないことを規定しており、この保管
場所とは、車庫、空き地その他自動
車を通常保管するための場所をい
い、自動車を使用しないときにはそ
の自動車を必ず駐車させることがで
きる場所であることを要する。
　仮に、御要望のように保管場所の
収容能力について稼働率にあった
台数を認めようとしても、曜日、季
節、需要の変動等によって稼動して
いるレンタカーの数は一定ではない
以上、保管場所として必要なスペー
スが不足し、レンタカー営業所付近
等の道路上に違法に駐車されるこ
ととなり、それに起因する交通事故
の増加や交通渋滞の悪化を招くお
それが十分考えられる。

　したがって、御要望のような方法
については、適正な保管場所を確
保していると認めることはできない

と考える。

要望は、レンタカー会社が駐車場所
を確保することにより、他の当事者
の駐車スペースの確保をさらに困
難にすることを踏まえ、自動車の保
管場所の確保について現実の稼働
率を考慮することを求めるものであ
り、要望の趣旨を踏まえ、稼働率を
考慮した保管場所の容認の方策に
ついて検討することの可否につい
て、回答されたい。

z1200002 国土交通省
建設機械を許可寸法内におさめるため
に、分けられた構成要素の一括輸送可

能化

【道路法関係】
道路法第４７条の
２第１項、車両の
通行の制限につい
て（昭和５３年１２
月１日道路局長通
達）

道路運送車両の保
安基準第５５条、
「基準緩和の認定
要領について（依
命通達）」（平成９
年９月19日自技第
193号）別添「基準
緩和自動車の認定
要領」第３（１）

【道路運送車両の
保安基準関係】
①保安基準第五十
五条、

②自動車交通局長
依命通達「基準緩
和自動車の認定要
領」第３(1)

【道路法関係】
一般的制限値を超えて車両を通行
させるためには、車両の構造が特
殊か、または積載物が分割不可能
な単体物であるなど特殊なものであ

る必要がある。

【道路運送車両の保安基準関係】
道路運送車両の保安基準に適合し
てなければ運行することができない
が、その構造により若しくはその使
用の態様が特殊であることにより保
安上及び公害防止上支障がないと
認定された自動車について基準緩
和が受けられることとなっている。

ｃ、ｄ －

【道路法関係】
　道路は一定の諸元の車両の通行を想定し、この車両が安
全かつ円滑に通行できるよう設計されており、車両制限令に
よって道路を通行する車両の寸法、重さ等の最高限度（一
般的制限値）を定め、制限している。一般的制限値を超える
車両の通行は道路構造に影響を与える可能性があるため、
車両の構造又は積載する貨物が特殊であるためやむを得な
い場合のみ道路管理者の許可を得て通行することとなって

いる。
　運搬する車両があおり型、スタンション型、船底型等、特定
の種類の車両であり、一定の要件を満たしている場合の分
割可能貨物の輸送については、平成１５年１０月に、その上
限を総重量４４ｔまで引き上げたところである。建設機械につ
いてもこの範囲内において取り外した部品を本体と一括にし

て運搬することが可能となっている。
　また、運搬する車両が上記の特定の種類以外の場合、又
は総重量４４ｔを超える場合については、道路への影響を最
小限にとどめるため、積載する貨物が分割不可能であり、や
むを得ない場合に限り認めているものであり、これに該当す
る建設機械の輸送について、一括輸送を認めることは困難

である。

【道路運送車両の保安基準関係】
基準緩和の認定は、本来適用されるべき基準の適用を除外
する制度であり、超重量物の輸送に関しては、輸送する物
品が分割不可能であり、かつ、必要最小限の重量である場
合に限り、基準緩和を認めている。無制限に超重量物輸送
を認めた場合、道路構造への悪影響を与える可能性があ
り、また、他の車両に比べ一旦事故を起こすと重大な死亡事
故に至る危険性が高いことから、必要最小限にとどめて輸
送させる必要があり、要望の超重量物の一体輸送を認める

ことは困難。
　なお、分割可能な貨物を輸送する場合であっても、平成15
年10月1日以降、車両総重量３６トンまでの認定を受けること
ができるよう、セミトレーラ等の積載条件（車両総重量）の見

直しを実施した。

0

回答では一括輸送は困難とされて
いるが、建設機械（小サイズのもの
除く）は、平成１５年１０月から緩和
が実現した「分割可能貨物の特例8
機種のトレーラ」では、寸法・構造上
の制約から輸送出来ず、通常巾３
ｍや３．２ｍのトレーラで輸送するこ
とが必要であること、及び、本来一
体として用いる製品を分けたもの
を、少数の構成要素（例えば４要素
以下）に限ることから、特例としての
緩和要望があり、この点についての
可否について改めて検討されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 1/318
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z1200001
警察庁、国土交
通省

レンタカーの稼働率にあった保管場
所の確保の容認

5015 50150002 11
オリックス・レンタカー株式会
社

2
レンタカーの稼働率にあった保管場所の
確保の容認

自家用自動車貸渡許可申請書の事項に
は、車庫の収容能力の記載が義務付け
られており。また、自動車の保有者は道
路上以外の場所での保管場所を確保す
ることとされている。しかし、レンタカーは
業務用車両に近い性質であり、ユー
ザーにレンタルしている期間は保管場所
が空くため、保管場所の収容能力につ
いては稼働率にあった台数で認めてほ
しい。

事業者からみれば、保管場所確保費用
の軽減につながる。また、都市部におい
て、駐車場スペースが社会問題化してい
る中､レンタカー事業者による広範な駐
車スペースの確保は、一般企業、個人に
駐車場確保をこんなんにさせ、土地の有
効利用の妨げになっている。

z1200002 国土交通省
建設機械を許可寸法内におさめる
ために、分けられた構成要素の一
括輸送可能化

5019 50190001 11
（社）日本建設機械
　　　工業会

1
建設機械を許可寸法内におさめるため
に、分けられた構成要素の一括輸送可
能化

特殊車両通行許可を取得したセミトレー
ラによる建設機械の輸送において、本来
一体で使用する建設機械を、許可された
寸法（高さ・巾・長さ）の範囲内におさめ
るために分けられた、複数（少数）の構
成要素を、一括輸送することを認めてい
ただきたい。

－

(1) 建設機械の複数の構成要素を同一
車両で輸送し輸送効率を向上したい。

(2) 「単なる物品を複数個積載する場合」
と「本来一体として用いる製品を、許可
範囲内に抑えることを目的に、分け、そ
の結果、複数となるものを積載する場
合」とは区別し、後者につき配慮いただ
きたい。

(3) 省エネルギー、環境負荷軽減、交通
量緩和に有効である。

一括輸送の対象とする構成要素(例…本
体、作業機類、運転室、マフラー、履帯・
タイヤ、トラックフレーム　等)の範囲の設
定や、構成要素の数を少数に制限する
ことも考えたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 2/318
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z1200003 国土交通省
特殊車両通行許可（個別審査の場合）

の審査期間の短縮

特殊車両の通行許
可に係る標準処理
期間の基準につい
て（平成６年９月１
４日道路交通管理
課長通達）

下記の要件を満たした場合、標準
処理期間は新規申請及び変更申
請は３週間以内、更新申請は２週

間とする
ア　申請経路が道路情報便覧記載
路線で完結している場合。
イ　申請車両が超寸法車両及び超
寸法車両でない場合。

ウ　申請後に、申請経路や諸元な
どの申請内容の変更がない場合

ｂ Ⅳ

　個別審査が必要となる場合の標
準処理期間の設定については、現
状の道路管理者における審査にか
かる期間の状況等を調査の上検討

する。

0

回答では現状の状況調査の上、検
討とされているが、平成17年度まで
に実施される事の可否について改
めて検討されたい。

z1200018
総務省、財務省、
国土交通省

港湾関係諸税ならびに諸料金の適正化

港湾法第４４条第
１項

港湾法第４４条の
２第１項
地方自治法第２２
５条

地方自治法第２３
８条の４第４項

入港料、港湾施設使用料について
は港湾管理者がその徴収の有無も
含め料率を条例により定めている。
さらに、それら料金に係るインセン
ティブ(減免措置）が、港湾管理者の
政策的な判断により、条例に基づ
き、かつ、利用者に対し不平等な取
扱いとならないような公正な対応に
より積極的に導入されているところ

である。

Ｄ
制度の現状にも記述している通り、
現行の制度により対応可能となって

いる。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 3/318
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z1200003 国土交通省
特殊車両通行許可（個別審査の場
合）の審査期間の短縮

5019 50190003 11
（社）日本建設機械
　　　工業会

3
特殊車両通行許可（個別審査の場合）
の審査期間の短縮

特殊車両通行許可申請における、オンラ
イン化等の業務合理化成果も取り入れ、
個別審査が必要となる場合の標準処理
期間を設定いただきたい(希望：３週間以
内)。
また、その標準処理期間を超えざるを得
ない場合は、審査結果の出る予定日を
教えていただきたい（例えば申請後、１
週間程度での通知）。

－

(1) 特殊車両通行許可（個別審査）に４
週間を超えることも少なくなく､顧客の要
望納期に応えるため、極力短縮したい。
また、審査結果が出る予定日が分から
ないと、業務の計画を立てにくく、また、
顧客や関係先に、納入予定時期を報告
できない。

(2) オンライン化による業務効率化が進
められており、その成果を基に、個別審
査においても、期間短縮を検討いただき
たい。

制限外積載許可も得る必要ある場合は､
さらに５日程度を要するため、特別困難
なものを除き、３週間程度での審査を希
望します。

z1200018
総務省、財務
省、国土交通省

港湾関係諸税ならびに諸料金の適
正化

5031 50310001 11 社団法人日本船主協会 1 港湾関係諸税ならびに諸料金の適正化

港湾関係諸税（とん税、特別とん税、船
舶固定資産税）並びに諸料金（入港料、
公共岸壁使用料等）の徴収の目的なら
びに考え方を明確にした上で、諸外国と
同等となるよう制度を適正化すること。

港湾関係諸税のうち、特に、とん税は諸
外国と同様に国税であるにもかかわらず
制度は大きく異なる。即ち、諸外国では
とん税の徴収目的が港湾の維持・改修
費用など使途が明確化されているが、わ
が国においては、一般財源に繰り入れら
れ、目的も使徒も不透明であること。ま
た、わが国において、例えば神戸港・名
古屋港・東京港の3港に外航船が入港す
る場合、それら3港全てでとん税が都度
徴収されるが、米国などにおいては、と
ん税の徴収は最初に寄港した港のみ
で、次港以降は徴収されていないなど、
わが国のとん税は国税的な性格ではな
く、手数料的な色彩が強いこと、など。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 4/318
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z1200019 国土交通省
外貿埠頭公社の埠頭等貸付料の適正

化

外貿埠頭公団の解
散及び業務の承継
に関する法律施行
規則第５条第１項

外貿埠頭公社における岸壁等の貸
付料の額は減価償却、修繕費、管
理費、災害復旧引当金、貸倒引当
金、支払利息等の費用額の合計を
基準とし、かつ、岸壁等に係る外貿
埠頭の建設に要した資金の償還を
考慮して、埠頭公社が定めている。

Ｅ

公社埠頭の貸付料は、埠頭公社と
船社等との間で結ぶ岸壁等賃貸借
契約による民間契約で決定されて
いる。しかし、公社が原価を大きく
下回る岸壁等貸付料を設定するこ
とは、公社の経営を危うくし、埠頭
整備に係る債務償還に支障を来す
おそれがある。また、原価を上回る
貸付料を設定することは、公益法人
の本来の目的を逸脱するばかり
か、船社等の経営を不当に圧迫す
るおそれがある。

このような観点から、国は岸壁等貸
付料の算定基準を定めると同時
に、国土交通大臣に届けられた貸
付料については、是正が必要な場
合には、変更命令が担保されてい
るところである。

なお、国において、国際競争力の強
化・確保を図るため、岸壁整備への
国費の投入、無利子貸付の拡充、
税制等の支援施策を実施しており、
公社埠頭の貸付料の低減に寄与し
ているところである。

貴省回答は昨年11月に実施した
「規制改革集中受付月間」に係る回
答と同様であるが、その後引き続き
要望もあることから、見直しの可否
について再検討され、示されたい。

z1200021 国土交通省
船舶の建造許可に当たっての手続きの

一層の簡素化

臨時船舶建造調整
法第２条及び第４
条

我が国海運の健全な発展に資する
ことを目的として、造船事業者が総
トン数２，５００トン以上又は長さ９０
メートル以上の船舶であって、遠洋
区域又は近海区域を航行できる構
造を有するものを建造しようとする
ときは、その建造の着手前に国土
交通大臣の許可を受けなければな
らないとされている。

ｂ Ⅰ

商業的造船業における正常な競争
条件に関する協定の発効後、可及
的速やかに臨時船舶建造調整法
の改廃を含む建造許可制度の抜本
的見直しを行う。

平成16年度中に実施することの可
否について検討され、実施時期を
示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 5/318
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z1200019 国土交通省
外貿埠頭公社の埠頭等貸付料の
適正化

5031 50310002 11 社団法人日本船主協会 2
外貿埠頭公社の埠頭等貸付料の適正
化

原価主義に基づく料金の妥当性の検証
及び、荷動きの実態や公共埠頭料金と
の格差等を勘案した、より弾力的で国際
競争力のある料金設定を可能とするこ
と。

外貿埠頭公社における岸壁等の貸付料
の額は減価償却、修繕費、管理費、災害
復旧引当金、貸倒引当金、支払利息等
の費用額の合計を基準とし、かつ、岸壁
等に係る外貿埠頭の建設に要した資金
の償還を考慮して、埠頭公社が定めて
いる。

昭和55年12月16日の港湾審議会答申で
は外貿埠頭公団の業務の移管に関し
て、『・・・・・外貿埠頭の管理運営という
公共的かつ国家的に重要な業務を行う
ものであるので前述の通りこれを適切か
つ確実に運営していくことが出来るような
財団法人を国が指定するとともに、指定
された財団法人に対しても法人の指定
に伴う通常の監督のほか、国の海運政
策及び港湾政策との整合性の取れた外
貿埠頭の整備及び管理が行われるよう
国の監督措置が必要となる。たとえば、
貸付料の適正な水準の確保、外貿埠頭
施設の処分などの制限、需給バランスと
港湾間の機能分担を考慮した外貿埠頭
の整備などの為の措置が挙げられる。』
とした。国はこの答弁を充分尊重し、原
価主義に基づく料金の妥当性の検証、
及び荷動きの実態や公共埠頭料金との
格差等も充分勘案、弾力的で国際競争
力を有する料金設定とするように各埠頭
公社を指導すべきである。

z1200021 国土交通省
船舶の建造許可に当たっての手続
きの一層の簡素化

5031 50310006 11 社団法人日本船主協会 6
船舶の建造許可に当たっての手続きの
一層の簡素化

船舶の建造許可申請手続きの簡素化に
ついては、現在検討が進められている
OECD造船協定が発効した際に、臨時船
舶建造調整法の改廃を含む建造許可制
度の抜本的見直しを行うとのことである
ので、同協定発効後速やかな見直しを
お願いしたい。

当該規制は、「我が国の国際海運の健全な発展に
資することを目的とした臨時船舶建造調整法（昭和
28年）法に基づき、造船事業者が総トン数 2,500トン
以上又は長さ90m以上で、遠洋区域又は近海区域
を航行区域とする鋼製の船舶を建造しようとすると
きは、その建造の着手前に国土交通大臣の許可を
受けなければならない。」とされているものである。
本法制定時には意義があったものと思われるが、
近年の近隣諸国の造船所の発展もあり、わが国に
おいてのみ本法に基づき需給調整を行うことの意
義は、もはやないものと思われる。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 6/318
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z1200022 国土交通省
トラック・トレーラの車検期間の延長につ

いて
道路運送車両法第
６１条

車両総重量８トン以下の貨物自動
車は、初回の車検有効期間が２年
で、以後１年ごとの車検有効期間と
なっている。一方、車両総重量８トン
を超える貨物自動車は、１年ごとの
車検有効期間となっている。

ｂ Ⅰ

車検有効期間については、安全で
環境等の調和のとれた車社会の実
現を目指すという車検・点検整備制
度本来の目的を念頭に置き、必要
なデータ等を収集の上、安全確保、
環境保全、技術進歩の面から有効
期間の延長を判断するための調査
を平成１６年度中にとりまとめ、その
結果に基づき速やかに所要の措置
を講ずることとしている。

今年度中にとりまとめるとあるが、
実施困難とされる理由があれば具
体的に示された上で、実施時期に
ついても具体的に示されたい。

z1200022 国土交通省
トラック・トレーラの車検期間の延長につ

いて
道路運送車両法第
６１条

車両総重量８トン以下の貨物自動
車は、初回の車検有効期間が２年
で、以後１年ごとの車検有効期間と
なっている。一方、車両総重量８トン
を超える貨物自動車は、１年ごとの
車検有効期間となっている。

ｂ Ⅰ

車検有効期間については、安全で
環境等の調和のとれた車社会の実
現を目指すという車検・点検整備制
度本来の目的を念頭に置き、必要
なデータ等を収集の上、安全確保、
環境保全、技術進歩の面から有効
期間の延長を判断するための調査
を平成１６年度中にとりまとめ、その
結果に基づき速やかに所要の措置
を講ずることとしている。

回答では平成16年度中にとりまと
め、速やかに措置とされているが、
平成17年度までに実施される事の
可否について改めて検討されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 7/318
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z1200022 国土交通省
トラック・トレーラの車検期間の延長
について

5031 50310009 11 社団法人日本船主協会 9
内航輸送用トレーラー・シャーシの車検
制度の緩和

内航輸送用のトレーラー・シャーシに対
する車検制度を現行の1年から3年にす
る。また、国土交通省では、平成16年度
中に安全確保、環境保全、技術進歩の
面から有効期間の延長を判断する調査
を実施することとなっているが、これを早
急に取りまとめ、その結果に基づき所要
の措置を講じられたい。

内航輸送用のトレーラー・シャーシに対
する自動車検査証の有効期限は、毎日
陸上輸送している一般のトラック同様1年
である。主に海上輸送用であるトレー
ラー・シャーシは、本船船内または港頭
地区駐車場に停車している状態が長く、
陸上走行距離が短いものとなっている。
また、シャーシ自体は動力を持たず、ト
レーラー（ヘッド）に牽引されるだけであ
る。このような使用実態に即し、内航輸
送用のトレーラー・シャーシに対する車
検制度を現行の1年から3年にすべきで
ある。

z1200022 国土交通省
トラック・トレーラの車検期間の延長
について

5076 50760003 11 （社）全日本トラック協会 3
トラック・トレーラの車検期間の延長につ
いて

トラック・トレーラの車検期間の延長
普通貨物自動車の車検→初回２年、２
回目以降１年ごと

車両総重量８トン未満のトラックについて
初回車検期間が２年に延長されたが、ト
ラック・トレーラについても同様に２年に
期間延長をされたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 8/318
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z1200023
警察庁、国土交通
省

内航輸送用トレーラー・シャーシの車庫
に関する規定の見直し

車庫法第3条、貨
物自動車運送事業
法第4条

自動車の保有者は、当該自動車の
保管場所を確保しなければならな
いこととされている。貨物自動車運
送事業者の保有する車庫の確保状
況の確認は、車庫の概要を貨物自
動車運送事業の事業計画記載事
項とすることにより行っている。

 c -

船内及び港頭地区の駐車場にある
シャーシの数は、景気変動、季節波
動、トラック事業者の内航輸送の利
用状況等により変動するものであ
り、その数をあらかじめ特定するこ
とはきわめて困難であるため、その
数を見込んで車庫１か所あたり複
数のシャーシの使用を認めることは

できない。
　仮に、船内及び港頭地区の駐車
場にあるシャーシの数を特定するこ
とができたとしても、車庫１か所あた
り複数のシャーシの使用を前提とす
る事業計画は、自動車の保管場所
の確保等に関する法律の趣旨に反
するものであり、貨物自動車運送事
業法上も認められない。

同一航路に反復継続して利用され
る海上輸送シャーシの複数登録の
場合で、地方公共団体が臨時の駐
車スペースとして港湾用地を提供す
るなど、責任を持って非常事態に対
応することで、シャーシの適正保
管・管理ができる場合は、認めても
よいのではないか。 見直しの可否
について再検討され示されたい。

z1200025 国土交通省 車高規制の緩和
車両制限令第３
条、道路交通法施
行令第２２条

車高の一般的制限値は道路管理
者が高さについて指定した道路に
ついては４．１ｍ、それ以外の道路
については３．８ｍ

ｄ －

　車両の高さについては、平成１６
年２月に車両制限令の一部を改正
し、道路管理者が指定した道路に
おける車両の高さの最高限度を４．
１ｍに引き上げた。

0

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 9/318
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z1200023
警察庁、国土交
通省

内航輸送用トレーラー・シャーシの
車庫に関する規定の見直し

5031 50310010 11 社団法人日本船主協会 10
内航輸送用トレーラー・シャーシの車庫
に関する規定の見直し

内航輸送用シャーシ運用上においては、
登録用車庫確保の負担が所有者に強い
られる一方、その車庫はほとんど利用さ
れておらず、現在の規制は利用実態に
そぐわない。ため、内航輸送用シャーシ
については、車庫一台のスペースで複数
台登録できるようにするべきである。

自動車の保有者は車庫法により保管場
所を確保しなくてはならないが、海上輸
送用トレーラー・シャーシについても一般
のトラック同様、同法が適用されている。
しかし、内航輸送用シャーシの車庫の利
用実態は、船内及び港頭地区の駐車場
に限られ、かつ運用上常時海上輸送の
ものもある。トレーラーヘッド、シャーシ
夫々1台ずつの車庫取得に加え、港頭地
区におけるヤードの確保が仕出し地／
仕向け地両方で必要となり、実質取扱い
トレーラー・シャーシの約4倍の車庫の確
保が必要となる。このため、内航輸送用
に利用されるシャーシについては、利用
実態に合せて車庫に関する規制を見直
し、車庫一台のスペースで複数台数登
録できるようにすべきである。

z1200025 国土交通省 車高規制の緩和 5032 50320018 11 （社）電子情報技術産業協会 18 車高規制の緩和

道路の構造や交通の安全に影響を与え
ない通行可能な道路については簡易の
手続きで継続的に4.1ｍ以下の車両が通
行できるようにして欲しい。

【規制の現状】
道路を走行する車両の高さ制限は、車
両制限令により3.8ｍとされており、特殊
貨物等やむを得ない場合には、特殊車
両通行許可を得ることにより制限が緩和
される。一方でISO規格国際海上背高コ
ンテナの場合、ルート・車両の申請／許
可を得て継続的に最大4.1ｍまでの通行
が認められている。

【予想効果】
荷主として運賃面でメリットが享受できる
と共に、モーダルシフト推進にもつながる
と思われる。

鉄道によるモーダルシフトを推進する上
で、現在JRおよび通運業者と鉄道用コン
テナを開発検討中であるが、積載効率を
考えコンテナ高さが従来のJRコンテナ
（高さ2500mm）より若干高め（2773mm）
のものを考えている。鉄道ルートは既に
背高コンテナ（2896mm）輸送可能ルート
になっており問題ないが、既存の高さ制
限の中でターミナルからの陸送に専用の
低床台車が必要になっている。高さ制限
が緩和されれば既存の台車が利用で
き、新たな投資が避けられる。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 10/318
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z1200026
総務省、国土交通
省

自動車保有関係手続のワンストップ
サービスの対象拡大

道路運送車両法第
22条

国土交通省自動車
交通局技術安全部
平成１３年１１月６
日付通達名称：
「登録事項等証明
書交付請求者及び
自動車検査証再交
付請求者等に対す
る本人確認の実施
について」（②）

　登録事項等証明書は、何人も、国
土交通大臣に対し、その書面での
交付を請求できることとされている。
　なお、自動車盗難防止等の観点
から、平成１３年１２月３日から、全
国の陸運支局及び自動車検査登
録事務所において、登録事項等証
明書の交付請求者及び自動車検
査証の再交付申請者等に対して、
運転免許証の提示を求める等によ
り、本人確認を実施することとした。

（②）

ｂ（②） Ⅰ（②）

　登録事項等証明書に関する手続
きの電子化については、平成１６年
度中を目途に、利便性の向上や個
人情報の保護等の観点から検討す

る。（②）

回答では平成16年度中に検討され
るとの事であるが、平成１７年度ま
でに実施される事の可否につき改
めて検討されたい。

z1200027 国土交通省

登録事項等証明書交付請求者等の本
人確認の強化（偽造書類の発見方法の
確立、本人確認書類のコピー保存およ
び窓口への監視カメラの設置）

道路運送車両法第
２２条

現在、運輸支局等の窓口におい
て、登録事項等証明書交付請求者
に対する運転免許証等による本人
確認を行っており、加えて監視カメ
ラも設置し、防犯対策をしているとこ

ろである。

ｂ（一部
実施済
み）

登録事項等証明書の交付請求者
等に対する本人確認については、
官民合同プロジェクトチームにおけ
る検討を踏まえつつ、平成１３年１２
月から強化してきているところであ
る。具体的には窓口に監視カメラを
設置するとともに、窓口において本
人確認書類を入念にチェックしてい
るところである。

回答では本人確認を入念にﾁｪｯｸす
るとの事であるが、要望は偽造書
類の発見方法の確立、本人確認書
類のｺﾋﾟｰ保存なども求めており、こ
の点についての具体的な対応策を
改めて検討され、示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 11/318
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z1200026
総務省、国土交
通省

自動車保有関係手続のワンストッ
プサービスの対象拡大

5034 50340022 11 （社）日本損害保険協会 22
自動車保有関係手続のワンストップサー
ビスの対象拡大

現在、政府の「規制改革・民間開放推進
３か年計画」に基づき平成17中のシステ
ム稼動に向けて、自動車保有関係手続
のワンストップサービスの推進に係る検
討および試験運用が進められているが、
下記についても実現をしていただきた
い。

①現在、地方自治体への届出制となっ
ている原付などの車両についてもワンス
トップサービスの対象に加える等、窓
口、システムを一本化していただきたい。
②「規制改革・民間開放推進３か年計
画」Ⅲ分野別措置事項１ＩＴ関係エ⑩ｂに
おいて、自賠責の解約時における当該
車両の状況（滅失・解体など）確認につ
いても、保険会社がネットワーク上で確
認出来ることとした上で、当該確認をもっ
て必要書類（登録事項等証明書や抹消
登録証明書）の取付に代えることを可能
とするよう要望する。

・ワンストップサービスによるユーザーの
メリットを原付車両にも拡大。
・自賠責解約時に当該車両の状況（滅
失・解体など）は陸運局の管理情報を
ネットワークで参照することで添付不要と
する。

平成17年中のシステム稼働を目指して
ワンストップサービス化が実用化される
予定だが、軽自動車の登録管理に加
え、原付車両についても接続のインター
フェースを統一化する等によりユーザー
（申請者）負担の軽減を目指すべきであ
る。
また、年間の自賠責解約手続きは各保
険会社とも膨大な件数となっているが、
本要望の実現により契約者・保険会社
双方の負担が大幅に軽減される。

z1200027 国土交通省

登録事項等証明書交付請求者等
の本人確認の強化（偽造書類の発
見方法の確立、本人確認書類のコ
ピー保存および窓口への監視カメ
ラの設置）

5034 50340023 41 （社）日本損害保険協会 23 盗難自動車対策の強化

盗難自動車対策については、政府の国
際組織犯罪等対策推進本部の下、関係
省庁と民間団体による官民合同プロジェ
クトチームが発足し、不正輸出防止対策
など様々な対策が取られつつある。こう
した対策の実効性をさらに上げるため
に、法整備、イモビライザの普及促進等
に加え、以下のような　制度の見直し等
を図ることが必要である。
④登録事項等証明書交付請求者等の
本人確認の強化（偽造書類の発見方法
の確立、本人確認書類のコピー保存お
よび窓口への監視カメラの設置）

これらの盗難防止対策を施すことによ
り、自動車盗難件数が減少すれば社会
的損失の低減に大きく寄与することにな
る。
（定量的評価は困難であるが、03年度の
自動車盗難保険金は約583億円であり、
車両保険の普及率35％で単純に計算す
ると日本全体でおよそ1,600億円の被害
と推定できる。仮に被害が1%削減された
場合でも、約16億円の効果となる。）

2003年（暦年）の自動車盗難件数は
64,000件を数え、ここ3年続けて60,000件
を超えて高止まりの傾向を示している。
また、自動車盗難に関する支払保険金
は毎年600億円弱に達し、経済的な面か
らも深刻な社会問題となっている。
④登録事項等証明書の交付請求者、自
動車検査証再交付申請者等の本人確
認のため、交付請求者に対し、ア.運転
免許証、イ.被用者保険証、国民健康保
険被保険者証、ウ.パスポート、外国人登
録証明書、エ.顔写真付き身分証明書、
いずれかの提示が求められているが、
窃盗団は巧妙な偽造証明書等で不正に
登録事項等証明書等を取得し、盗難の
ねらいを定めた自動車の保管場所割り
出しに利用している可能性がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 12/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200032 国土交通省
変更登録及び移転登録に係る特例措

置の創設について

自動車の登録及び
検査に関する申請
書等の様式を定め
る省令第６条

大量の登録申請を効率的に行える
よう、既にＦＤ（フレキシブルディス
ク）による申請が可能となっている

ｄ -

自動車の登録及び検査の申請にお
けるフレキシブルディスクによる手
続の導入について定めた、自動車
の登録及び検査に関する省令（昭
和４５年運輸省令第８号）の一部を
改正する省令（平成１３年国土交通
省令第１１１号）により、平成１３年８
月１日から施行されている。その
後、平成１５年６月の全国規模での
規制改革要望事項における今回と
全く同じ要望に基づいて平成１５年
１１月１４日付け国自管第１４２号で
も周知を図っている。

要望者から下記のとおり貴省の回答に対して
再意見が提出されており、この再意見を踏ま
え、特例措置を設けることの可否について、
その理由も含めて回答されたい。

大量の自動車を所有する自動車リース会社
が変更登録・移転登録の手続きを行う場合、
「変更登録等の申請」、「車検証の提示」など
が必要となる。国土交通省が措置しているの
は、「変更登録等の申請」に際して、紙ではな
くFDにより行うことができるということであり、
その点は評価している。しかしながら、抜本
的な問題として、リースの場合、所有者（リー
ス会社）と使用者（リースユーザー）が異なる
ため、変更登録等のために使用者から車検
証を集めることが極めて困難なことがあげら
れる。すなわち「車検証は自動車に備付けな
ければならない」（道路運送車両法第66条）と
されていることから、変更登録等のため使用
者から車検証を集めてしまうと、一時的に車
検証が無搭載状態となり、使用者は自動車
を運行できないということになる。この変更登
録等が使用者に原因がある場合は、使用者
から車検証の収集は比較的容易ではある
が、所有者に原因（社名変更、本社移転・・・）
がある場合は、台数が膨大となることも相
俟って、使用者から収集することは極めて困
難な状況にある。当協会としては、「自動車
登録制度」の存在は評価しており、法律を遵
守し、変更登録等を行いたいが、現実的には
極めて困難であり、FDによる申請手続のほ
かに何らかの特例措置（特に車検証の部分）
を講じていただきたい。

z1200032 国土交通省
変更登録及び移転登録に係る特例措

置の創設について

自動車の登録及び
検査に関する申請
書等の様式を定め
る省令第６条

大量の登録申請を効率的に行える
よう、既にＦＤ（フレキシブルディス
ク）による申請が可能となっている

ｄ -

自動車の登録及び検査の申請にお
けるフレキシブルディスクによる手
続の導入について定めた、自動車
の登録及び検査に関する省令（昭
和４５年運輸省令第８号）の一部を
改正する省令（平成１３年国土交通
省令第１１１号）により、平成１３年８
月１日から施行されている。その
後、平成１５年６月の全国規模での
規制改革要望事項における今回と
全く同じ要望に基づいて平成１５年
１１月１４日付け国自管第１４２号で
も周知を図っている。

要望者から下記のとおり貴省の回答に対して
再意見が提出されており、この再意見を踏ま
え、特例措置を設けることの可否について、
その理由も含めて回答されたい。

大量の自動車を所有する自動車リース会社
が変更登録・移転登録の手続きを行う場合、
「変更登録等の申請」、「車検証の提示」など
が必要となる。国土交通省が措置しているの
は、「変更登録等の申請」に際して、紙ではな
くFDにより行うことができるということであり、
その点は評価している。しかしながら、抜本
的な問題として、リースの場合、所有者（リー
ス会社）と使用者（リースユーザー）が異なる
ため、変更登録等のために使用者から車検
証を集めることが極めて困難なことがあげら
れる。すなわち「車検証は自動車に備付けな
ければならない」（道路運送車両法第66条）と
されていることから、変更登録等のため使用
者から車検証を集めてしまうと、一時的に車
検証が無搭載状態となり、使用者は自動車
を運行できないということになる。この変更登
録等が使用者に原因がある場合は、使用者
から車検証の収集は比較的容易ではある
が、所有者に原因（社名変更、本社移転・・・）
がある場合は、台数が膨大となることも相
俟って、使用者から収集することは極めて困
難な状況にある。当協会としては、「自動車
登録制度」の存在は評価しており、法律を遵
守し、変更登録等を行いたいが、現実的には
極めて困難であり、FDによる申請手続のほ
かに何らかの特例措置（特に車検証の部分）
を講じていただきたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 13/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号
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要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
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要望理由
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（特記事項）

z1200032 国土交通省
変更登録及び移転登録に係る特例
措置の創設について

5039 50390035 11 社団法人 リース事業協会 35
変更登録及び移転登録に係る特例措置
の創設について

・大量の車両を所有する者が変更登録・
移転登録を行う場合、電子媒体等による
一括申請等の措置を講じること。・大量
の車両を所有する者が変更登録・移転
登録を行うことを前提として、「所有者に
係る自動車検査証の記載事項に変更事
由（所有者の合併、名称・住所変更等）
が生じた場合、特段の理由がある限りに
おいては、特例として大量一括処理を効
率的に行えるための申請手続きについ
て認める。」等の措置を講じること。

・厳しい経済環境に対応等するための企
業の組織再編等が容易となる。・リース
会社の申請及び自動車検査証を収集す
るための過重な事務負担と経済的負担
等が緩和される。

・リース車両数は急速に拡大※１してい
るが、道路運送車両法における登録関
係諸手続き等はリース会社のような大量
の車両を所有する者※２を想定した手続
きが講じられていない。・厳しい経済環境
の中、リース会社においても企業の組織
再編等が増加※３、また、経費削減等の
観点から本社移転が行われている。・こ
れら経済環境の変化が著しいなか、大
量の車両を所有するリース会社に合併、
名称・住所変更等の変更登録・移転登
録の事由及び自動車検査証の記載事項
の変更事由が生じた場合、変更登録・移
転登録の申請及び自動車検査証を収集
するため過重な事務負担と経済的負担
等がかかる。・自動車の登録制度につい
て高く評価するため、電子媒体等による
一括申請等の措置を講じるとともに、
リース会社のような大量の車両を所有す
る者に変更事由が生じた場合、特段の
理由がある限りにおいては、特例として
大量一括処理を効率的に行えるための
申請手続きについて認める等の措置を
講じること。※１ リース車両数（国土交通
省調査）    1966年 1,489台  1980年 18
万台  1990年 119万台  2003年 267万台
※２  リース車両を１万台以上保有する
会社数とシェア（日本自動車リース協会
連合会調査）    1992年 37社・71.3％
2003年 41社・82.7％※２  社団法人リー
ス事業協会の会員数    1998年度末 370
社  2003年度末 294社  減少（退会）の
要因は合併・営業譲渡等

z1200032 国土交通省
変更登録及び移転登録に係る特例
措置の創設について

5040 50400033 11 オリックス 33
変更登録及び移転登録に係る特例措置
の創設について

大量の車両を所有する者が変更登録・
移転登録を行う場合、電子媒体等による
一括申請等の措置を講じること。・大量
の車両を所有する者が変更登録・移転
登録を行うことを前提として、「所有者に
係る自動車検査証の記載事項に変更事
由（所有者の合併、名称・住所変更等）
が生じた場合、特段の理由がある限りに
おいては、特例として大量一括処理を効
率的に行えるための申請手続きについ
て認める。」等の措置を講じること。

厳しい経済環境に対応等するための企
業の組織再編等が容易となる。・リース
会社の申請及び自動車検査証を収集す
るための過重な事務負担と経済的負担
等が緩和される。

リース車両数は急速に拡大しているが、
道路運送車両法における登録関係諸手
続き等はリース会社のような大量の車両
を所有する者を想定した手続きが講じら
れていない。厳しい経済環境の中、リー
ス会社においても企業の組織再編等が
増加、また、経費削減等の観点から本社
移転が行われている。これら経済環境の
変化が著しいなか、大量の車両を所有
するリース会社に合併、名称・住所変更
等の変更登録・移転登録の事由及び自
動車検査証の記載事項の変更事由が
生じた場合、変更登録・移転登録の申請
及び自動車検査証を収集するため過重
な事務負担と経済的負担等がかかる。
自動車の登録制度について高く評価す
るため、電子媒体等による一括申請等
の措置を講じるとともに、リース会社のよ
うな大量の車両を所有する者に変更事
由が生じた場合、特段の理由がある限り
においては、特例として大量一括処理を
効率的に行えるための申請手続きにつ
いて認める等の措置を講じること。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 14/318



管理コード
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所管官庁
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z1200034 国土交通省 レンタカーのナンバー登録の一元化

道路運送法施行規
則第５２条
貸渡人を自動車の
使用者として行う
自家用自動車の貸
渡し（レンタカー）
の取扱いについて
（平成７年６月１３
日自旅第１３８号）

有償貸渡しの許可の申請について
は、平成16年4月28日付通達『「貸
渡人を自動車の使用者として行う
自家用自動車の貸渡し（レンタ
カー）の取扱いについて」の一部改
正について』（国自旅第17号）にお
いて、主たる事務所の管轄運輸支
局において、事業者ごとに行うこと

としている。

e

有償貸渡しの許可の申請について
は、平成16年4月28日付通達『「貸
渡人を自動車の使用者として行う
自家用自動車の貸渡し（レンタ
カー）の取扱いについて」の一部改
正について』（国自旅第17号）にお
いて、主たる事務所の管轄運輸支
局において、事業者ごとに行うこと
としており、措置済みである。

z1200034 国土交通省 レンタカーのナンバー登録の一元化

道路運送法施行規
則第５２条
貸渡人を自動車の
使用者として行う
自家用自動車の貸
渡し（レンタカー）
の取扱いについて
（平成７年６月１３
日自旅第１３９号）

有償貸渡しの許可の申請について
は、平成16年4月28日付通達『「貸
渡人を自動車の使用者として行う
自家用自動車の貸渡し（レンタ
カー）の取扱いについて」の一部改
正について』（国自旅第17号）にお
いて、主たる事務所の管轄運輸支
局において、事業者ごとに行うこと

としている。

e

有償貸渡しの許可の申請について
は、平成16年4月28日付通達『「貸
渡人を自動車の使用者として行う
自家用自動車の貸渡し（レンタ
カー）の取扱いについて」の一部改
正について』（国自旅第17号）にお
いて、主たる事務所の管轄運輸支
局において、事業者ごとに行うこと
としており、措置済みである。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 15/318
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z1200034 国土交通省
レンタカーのナンバー登録の一元
化

5039 50390050 11 社団法人 リース事業協会 50 レンタカーのナンバー登録の一元化

貸渡人を自動車の使用者として行う自家
用自動車の貸渡し（レンタカー）の取扱い
について（平成７年６月１３日自旅第１３
８号）により、レンタカーの許可申請は貸
渡しをしようとする自家用自動車の配置
事務所の位置を管轄する運輸支局長に
提出することとされている。本規制につ
いて、リース事業者と同様に有償貸渡許
可申請は本社所在地管轄運輸支局の1
ケ所とすることを要望する。

昨年、同要望に対して国土交通省から
「レンタカー事業者が行う有償貸渡許可
申請の提出先を本社所在地管轄運輸支
局の１箇所で足りることとするために必
要な制度の見直しについて検討し、措置
する。」との回答が示された。申請手続き
の効率を向上させる観点から、早期の措
置を要望する。

z1200034 国土交通省
レンタカーのナンバー登録の一元
化

5040 50400031 11 オリックス 31 レンタカーのナンバー登録の一元化

貸渡人を自動車の使用者として行う自家
用自動車の貸渡し（レンタカー）の取扱い
について（平成７年６月１３日自旅第１３
８号）により、レンタカーの許可申請は貸
渡しをしようとする自家用自動車の配置
事務所の位置を管轄する運輸支局長に
提出することとされている。本規制につ
いて、リース事業者と同様に有償貸渡許
可申請は本社所在地管轄運輸支局の1
ケ所とすることを要望する。

昨年、同要望に対して国土交通省から
「レンタカー事業者が行う有償貸渡許可
申請の提出先を本社所在地管轄運輸支
局の１箇所で足りることとするために必
要な制度の見直しについて検討し、措置
する。」との回答が示された。申請手続き
の効率を向上させる観点から、早期の措
置を要望する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 16/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200035
総務省、国土交通
省

自動車の使用の本拠の位置の変更に
伴う登録番号（ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ）の変更に

ついて」

道路運送車両法第
１２条・同第１４条
第１項及び自動車
登録規則第１３条

ナンバープレートの地名は、車検証
上の「使用の本拠の位置」を管轄す
る運輸支局等の表示をすることと

なっている。

c -

自動車登録番号は、課税関係の
ベースになっていること、車庫法違
反の捜査の端緒にもなり得る等の
行政上の役割を果たすものである
ため、使用の本拠の位置の変更に
伴い管轄が変更する場合には、自
動車登録番号を変更する必要があ

る。

要望者は、自動車運転免許証の免
許証番号は、免許取得した県の
コードが表記されているにもかかわ
らず、他県に移転しても、免許証番
号に変更は無いことを例に挙げて、
同様のことが自動車登録番号につ
いてもシステム上可能とし得ると主
張しており、要望内容が実現できな
いか再度検討のうえ、回答いただき
たい。

z1200035
総務省、国土交通
省

自動車の使用の本拠の位置の変更に
伴う登録番号（ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ）の変更に

ついて」

道路運送車両法第
１２条・同第１４条
第１項及び自動車
登録規則第１３条

ナンバープレートの地名は、車検証
上の「使用の本拠の位置」を管轄す
る運輸支局等の表示をすることと

なっている。

c -

自動車登録番号は、課税関係の
ベースになっていること、車庫法違
反の捜査の端緒にもなり得る等の
行政上の役割を果たすものである
ため、使用の本拠の位置の変更に
伴い管轄が変更する場合には、自
動車登録番号を変更する必要があ

る。

要望者は、自動車運転免許証の免
許証番号は、免許取得した県の
コードが表記されているにもかかわ
らず、他県に移転しても、免許証番
号に変更は無いことを例に挙げて、
同様のことが自動車登録番号につ
いてもシステム上可能とし得ると主
張しており、要望内容が実現できな
いか再度検討のうえ、回答いただき
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 17/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200035
総務省、国土交
通省

自動車の使用の本拠の位置の変
更に伴う登録番号（ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ）の
変更について」

5039 50390051 11 社団法人 リース事業協会 51
自動車の使用の本拠の位置の変更に伴
う登録番号（ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ）の変更につい
て」

現状、車輌の使用者の変更が無いにも
かかわらず、使用の本拠の位置が（異な
る自動車検査登録所間の）移転変更に
なった場合、自動車登録番号が変更とな
る。かかる場合、自動車登録番号の変
更なく、車検証の「住所」、「使用の本拠
位置」の表記のみの変更で済むよう要望
する。

・ナンバープレートを変更する必要は無く
なる・使用者、リース会社の車輌管理が
省力化される。・ナンバープレートを変更
することを嫌っての移転登録をしないこと
を防止できる。・自動車保険（任意保険）
その他の変更手続きが省略される。

おそらく現行のルールは自動車税徴収
の利便に益するものと推測するが、電子
化された行政においては他県ﾅﾝﾊﾞｰで
も、税の徴収は「車台番号」と「使用の本
拠の位置」または「使用者の住所」を把
握することにより徴収は可能と思われ
る。現に、自動車運転免許証の免許証
番号は、免許取得した県のコードが表記
されているにもかかわらず、他県に移転
しても、免許証番号に変更は無い。その
場合、住所地管轄の公安委員会より、更
新の案内が来る。また、住所地管轄の
公安委員会より更新された免許証が交
付されるとの事例がある。

z1200035
総務省、国土交
通省

自動車の使用の本拠の位置の変
更に伴う登録番号（ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ）の
変更について」

5040 50400035 11 オリックス 35
自動車の使用の本拠の位置の変更に伴
う登録番号（ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ）の変更につい
て」

現状、車輌の使用者の変更が無いにも
かかわらず、使用の本拠の位置が（異な
る自動車検査登録所間の）移転変更に
なった場合、自動車登録番号が変更とな
る。かかる場合、自動車登録番号の変
更なく、車検証の「住所」、「使用の本拠
位置」の表記のみの変更で済むよう要望
する。

・ナンバープレートを変更する必要は無く
なる・使用者、リース会社の車輌管理が
省力化される。・ナンバープレートを変更
することを嫌っての移転登録をしないこと
を防止できる。・自動車保険（任意保険）
その他の変更手続きが省略される。・ナ
ンバープレートの番号割り当ての速度が
多少なりとも遅くなる。などの効果がある
と思われる。

おそらく現行のルールは自動車税徴収
の利便に益するものと推測するが、電子
化された行政においては他県ﾅﾝﾊﾞｰで
も、税の徴収は「車台番号」と「使用の本
拠の位置」または「使用者の住所」を把
握することにより徴収は可能と思われ
る。現に、自動車運転免許証の免許証
番号は、免許取得した県のコードが表記
されているにもかかわらず、他県に移転
しても、免許証番号に変更は無い。その
場合、住所地管轄の公安委員会より、更
新の案内が来る。また、住所地管轄の
公安委員会より更新された免許証が交
付されるとの事例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 18/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200042 国土交通省 高速道路料金の軽減化

道路整備特別措置
法第２条の４、第７
条の４、第７条の１
５、第１１条
道路整備特別措置
法施行令第１条の
５、第１条の６

高速道路の料金については、道路
整備特別措置法第１１条に基づき、
「新設、改築その他管理に要する費
用で政令（施行令第１条の５）で定
めるものを償うものであり、かつ、公
正妥当なものでなければならな
い。」とされている。

ｂ -

高速道路の料金については、償還
に与える影響や利用者の負担の公
平性を確保することが必要であり、
また、商業車両、自家用車両等の
利用目的に応じた料金設定は、料
金徴収実務上においても困難であ
るが、別納割引制度の廃止に伴
い、大口・多頻度利用者の利便を
図る新たな割引制度を検討中であ

る。

0

回答では大口・多頻度利用者の利
便を図る新たな割引制度を検討中
とあるが、平成17年度までに実施さ
れる事の可否について改めて検討
されたい。

z1200043 国土交通省 二輪独自の高速道路通行料金設定

道路整備特別措置
法第２条の４、１１
条

道路整備特別措置
法施行令第１の
５、第１の６

高速道路料金の車種区分について
は、より負担の公平を図る観点か
ら、昭和６３年の道路審議会答申を
受けて、平成元年の料金改定にお
いて、それまで二輪車からマイクロ
バスや８トン未満の貨物自動車まで
が含まれていた普通車の区分を
「中型車」、「普通車」、「軽自動車
等」の３車種に分け、自動二輪車に
ついては、「軽自動車等」に区分し

ている。

ｃ -

自動二輪車については、走行時に
他の車両と同様に１車線を占有し、
交通安全上必要な車間距離を確保
する必要があること（占有者負担）、
また法定の最高速度は他の車種と
同様に１００㎞であること（受益者負
担）、さらに照明、標識等に要する
費用や道路巡回費用等に関して、
他の車種と同様の負担を行うべき
ものと考えられること（原因者負担）
から総合的に勘案すると軽自動車
との差異はほとんどなく、同一の車
種区分とすることは適正であると認

識している。

0

回答では軽自動車との差異はほと
んどないとの事であるが、四輪車と
比較して占有面積及び道路損傷度
が小さいとの指摘もある事から、見
直しの可否について示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 19/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200042 国土交通省 高速道路料金の軽減化 5048 50480008 11
社団法人　日本自動車工業
会

8 高速道路料金の軽減化
商業車輌に対する高速道路料金の軽減
を図ってもらいたい。

現状、商業車輌に対する特別料金の設
定はない。

貨物自動車運送事業法及び貨物運送取
扱い事業法の改正により、運賃は自由
化となったものの、実質的には以前から
自由化状態にあり、運賃のデフレ化は進
行の一途を辿っている。
高速道路料金が車輌の高率稼働を著し
く阻害している。
又、現行料金は諸外国と比較し、驚異的
に高い。

・重点要望項目

z1200043 国土交通省
二輪独自の高速道路通行料金設
定

5048 50480009 11
社団法人　日本自動車工業
会

9 二輪独自の高速道路通行料金設定

二輪車と四輪車とを車両占有面積や道
路損傷度の面から比較し、その結果を
反映した二輪独自の通行料金を設定さ
れることを要望。

二輪車の高速道路通行料金は軽自動
車と同額になっている。

四輪車と比較して、占有面積・道路損傷
度の小さい二輪車が、高速道路通行料
金の根拠である「車種区分」ならびに「車
種間料金比較」に二輪車区分がないた
め、二輪車専用料金の設定がない。
これは二輪車ユーザーに必要以上の経
済的負担を強いている。

・重点要望項目

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 20/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200044 国土交通省 自動二輪車の駐車場整備
駐車場法第２条第
４号

駐車場法第２条第４号は、同法にお
ける用語の意義を規定したものに
過ぎず、自動二輪車の受け入れが
可能な駐車施設の整備を規制する
ために設けられたものではない。

d －

　駐車場法には、自動二輪車の駐
車場への受け入れを妨げるような
規制はないため、現行駐車場法で
十分対応可能であると認識してい

る。
　なお、駐車場の附置義務制度に
ついては、具体的内容は条例によ
り定められている。

要望は自動二輪車の駐車場への
受け入れの促進を求めているもの
であり、この点についての具体的な
対応策を改めて検討され、示された
い。

z1200045 国土交通省
特殊車両の通行許可申請手数料の見
直し及び通行許可期間の延長について

道路法第４７条の
２、車両制限令第
１６条、車両の通
行の制限について
（昭和53年12月１
日道路局長通
達）、特殊な車両
の通行の許可に関
する具体的処理に
ついて（昭和53年
12月１日道路交通
管理課長通達）

許可に係る協議手数料は、許可１
件につき１，５００円。
許可の期間は最長１年間。

ｂ Ⅱ，Ⅳ

　手数料は、道路管理者間協議に
必要な経費として徴収しているもの
であるが、これまで道路管理者間
協議に要した時間・費用の実態と、
現在の手数料計算方法と道路管理
者間協議の実態について調査を
行ってきたところであり、調査の結
果を踏まえ見直しについて検討。

　許可の期間については、工事の
実施等により道路の状況等が常に
変化することを考慮し、制度創設当
初は当該車両の通行の都度許可を
行っていたが、特殊車両を通行させ
る者の負担軽減を図る観点から期
間延長に努めた結果、現在は１年
を上限としている。

　一方、特殊車両の５割以上は無
許可で走行しており、更なる許可期
間の延長については慎重な対応が

必要。
　３月より電子申請システムを導入
し、全国の申請状況を一元的に把
握することが可能となることから、そ
の後の申請状況、走行実態等を踏
まえ、許可期間の更なる延長につ

いて検討。
　なお、許可申請率が向上する等、
制度の適切な運用が図られれば、
許可期間の更なる延長を行うことも

可能。

0
見直しの検討状況及び平成17年度
までに実施される事の可否につい
て改めて検討されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 21/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200044 国土交通省 自動二輪車の駐車場整備 5048 50480010 11
社団法人　日本自動車工業
会

10 自動二輪車の駐車場整備
駐車場法の対象に大型自動二輪車、普
通自動二輪車を含ませていただきたい。

自動二輪車（５０ｃｃを超えるもの）を受け
入れる駐車場が僅少である。

原動機付自転車（５０ｃｃ以下）は、平成５
年の自転車法の改正で自転車に原付自
転車が含まれることになったため、自転
車駐輪場への受け入れが可能になり、
駐車スペースは徐々に増えつつある。し
かし、自動二輪車（５０ｃｃを超えるもの）
は、「自転車法」の対象外であるだけで
はなく、「駐車場法」からも除外されてい
るため、自動二輪車の駐車可能な駐車
場の設置及び改善が進まず、自動二輪
車のユーザーの多くは、心ならずも路上
駐車を余儀なくされるなど、その行動を
阻害する要因となっている。

・重点要望項目

z1200045 国土交通省
特殊車両の通行許可申請手数料
の見直し及び通行許可期間の延長
について

5048 50480011 11
社団法人　日本自動車工業
会

11
特殊車両通行許可申請における手数料
設定の見直し

◇下記項目についての見直しを要望
①許可期間の延長： 現行の最長1年か
らの期間延長
②個別申請化：現行の5経路1パックを、
1経路単位での申請に変更
③更新時の手数料低減：現行は新規申
請時と更新時の手数料が同額
⇒ 通行経路数に関係なく、更新時は手
数料を一律として頂きたい。

現行手数料は５経路を１パックとして、１
～５経路＝１，５００円、６～１０経路＝
３，０００円と定められている。

更新（継続）申請も、新規と変わらない手
数料である･････手数(工数)に応じた手
数料になっていない。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 22/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200045 国土交通省
特殊車両の通行許可申請手数料の見
直し及び通行許可期間の延長について

道路法第４７条の
２、車両制限令第
１６条、車両の通
行の制限について
（昭和53年12月１
日道路局長通
達）、特殊な車両
の通行の許可に関
する具体的処理に
ついて（昭和53年
12月１日道路交通
管理課長通達）

許可に係る協議手数料は、許可１
件につき１，５００円。
許可の期間は最長１年間。

ｂ Ⅱ，Ⅳ

　手数料は、道路管理者間協議に
必要な経費として徴収しているもの
であるが、これまで道路管理者間
協議に要した時間・費用の実態と、
現在の手数料計算方法と道路管理
者間協議の実態について調査を
行ってきたところであり、調査の結
果を踏まえ見直しについて検討。

　許可の期間については、工事の
実施等により道路の状況等が常に
変化することを考慮し、制度創設当
初は当該車両の通行の都度許可を
行っていたが、特殊車両を通行させ
る者の負担軽減を図る観点から期
間延長に努めた結果、現在は１年
を上限としている。

　一方、特殊車両の５割以上は無
許可で走行しており、更なる許可期
間の延長については慎重な対応が

必要。
　３月より電子申請システムを導入
し、全国の申請状況を一元的に把
握することが可能となることから、そ
の後の申請状況、走行実態等を踏
まえ、許可期間の更なる延長につ

いて検討。
　なお、許可申請率が向上する等、
制度の適切な運用が図られれば、
許可期間の更なる延長を行うことも

可能。

0
見直しの検討状況及び平成17年度
までに実施される事の可否につい
て改めて検討されたい。

z1200046 国土交通省
特殊車両通行許可制度における長さの

緩和
車両制限令第３条

セミトレーラ連結車の車長の一般的
制限値は、高速自動車国道では１
６．５メートル、その他の道路では１

２メートル。
分割可能貨物を積載するセミトレー
ラ連結車の車長の許可限度は、積
載物が車両投影面からはみ出さな
い範囲内で１７メートル。

ｃ －

　道路は一定の諸元の車両の通行
を想定し、この車両が安全かつ円
滑に通行できるよう設計されてお
り、車両制限令によって道路を通行
する車両の寸法、重さ等の最高限
度（一般的制限値）を定め（長さの
場合１２ｍ）、制限している。
　長さの一般的制限値（１２ｍ）を超
える車両（長さ１７ｍの場合にも）の
通行にあっては、交差点などにおい
て対向車線等を侵さずに通行でき
る場合は徐行することにより、対向
車線等を侵す場合は、徐行及び前
後に誘導車を配置することにより安
全で円滑な通行を確保している。こ
のため、個別に通行する車両の諸
元と経路ごとに審査を行い、必要に
応じて徐行などの通行条件を附し
て通行を許可しているのが現状。
　その中で、直ちにすべての道路に
おいて長さの一般的制限値を引き
上げ、１７ｍまでの長さの車両が徐
行などの通行条件なしに通行する
ことを可能とすることは、安全等の
観点から困難である。

0

回答では直ちにすべての道路にお
いて長さの一般的制限値を引き上
げ、１７ｍまでの長さの車両が徐行
などの通行条件なしに通行すること
を可能とすることは、安全等の観点
から困難とあるが、要望には、セミト
レーラ連結車については、車長１
６．５メートルであって、幅、高さ、重
量が車両制限令の最高限度内であ
れば原則として、Ｂ条件以下での通
行許可条件での包括的な許可とい
う点もあるので、この点についての
具体策を検討され、改めて示された
い。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 23/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200045 国土交通省
特殊車両の通行許可申請手数料
の見直し及び通行許可期間の延長
について

5076 50760005 11 （社）全日本トラック協会 5
特殊車両の通行許可申請手数料の軽
減並びに許可期間の延長について

特殊車両の通行許可申請手数料の軽
減並びに許可期間の延長について

申請手数料→１,５００円/台、許可期間
→１年

平成１６年３月末より特殊車両通行許可
の「オンライン申請システム」が導入され
たことにより、申請手続きの簡素化が図
られたが、申請手数料については道路
管理者間協議の時間・費用等の実態並
びに手数料計算方法について調査を実
施し検討するとされている。この検討を
できるだけ速やかに実施し手数料を軽
減されたい。
また、一旦許可を得ても許可期間の更
新が生じた場合は、変更申請が必要と
なり申請費用も別途必要となり、申請事
業者の申請に係る事務負担とコストを軽
減するため許可期間の延長を図られた
い。

z1200046 国土交通省
特殊車両通行許可制度における長
さの緩和

5048 50480012 11
社団法人　日本自動車工業
会

12
特殊車両通行許可制度における長さの
緩和

車両制限令第3条で定められている長さ
の制限値を「セミトレーラー」については
連結長１２ｍから１７ｍに数値の見直し
をお願いしたい。

セミトレーラーのうち、連結長が１２ｍを
超えるものについては、１７ｍを限度とし
て車両の長さに対する特殊車両通行許
可の申請が必要である。

・車両の長さに関する制限値は、昭和36
年にさだめられて以来改定されていない
現状がある。
・昨今の物流・道路事情に鑑みれば、１
２ｍ超１７ｍ未満のセミトレーラーでの運
行は、申請手続きを要するほどの「特
殊」とはいえないと考える。

・重点要望項目

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 24/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２４１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２４２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 25/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
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事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5049 50490002 11
特定非営利活動法人ふれあ
い福祉北九州

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳児や保護者が同行しない児童は単独
では移動が困難であり、子育ての支援
や子供の安全の確保のために、通園、
通学を含めて認められるべきである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5049 50490003 11
特定非営利活動法人ふれあ
い福祉北九州

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を申
請して拒絶された例がある。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。ＮＰＯ等
が地方公共団体に運営協議会の設置を
申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 26/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２４３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２４４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 27/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5049 50490004 11
特定非営利活動法人ふれあ
い福祉北九州

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。ＮＰＯ等
の申請受付の窓口として企画課(内閣府
への申請の担当窓口)、交通対策課
（○○運輸局○○運輸支局の担当窓
口)、福祉課(高齢福祉課、障害対策課、
児童福祉課)などを明確に指示願いた
い。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5049 50490006 11
特定非営利活動法人ふれあ
い福祉北九州

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第２４１号と国自旅第２４０号との
間には「許可の取り扱いに係る様式例
等」に著しい差があるが、両者共に道路
運送法第８０条第一項の許可の取扱い
手続きであるので、後者を差別して取扱
うことは不当かつ不公平な取扱いであ
る。前者の様式例等に揃えて出来るだ
け後者の許可申請書を簡略にして頂き
たい。利用者の安全性の確保のために
は、国自旅第２４０号の道路運送法第８
０条第一項の許可の取扱い第4項運送
の条件（４）運転者及び（５）損害賠償措
置に記載事項を守る事で充分である。ま
た、運輸支局への申請書類を煩雑にす
る事は行政手続の簡略化を目的とした
事務合理化の方向に逆行する事にな
る。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 28/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２４５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２４６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 29/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5049 50490007 11
特定非営利活動法人ふれあ
い福祉北九州

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係によると考えるの
は著しい事実誤認である。したがって地
域に密着した福祉輸送を充実したいとい
う期待に反して運営協議会の議論は相
互に噛み合わない空転したものとなる懸
念される。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5065 50650002 11
移動サービス市民活動全国
ネットワーク

2
道路運送法80条第1項による福祉有償
運送の必要性の周知と運営協議会の設
置の徹底

道路運送法の許可申請を希望するNPO
法人等がある場合、必ず、且つ速やか
に地方自治体が「運営協議会」を設置す
るよう、通達に明記してほしい。

道路運送法の許可事業としての、福祉
有償運送事業の実施

NPO等のサービスを利用する移動困難
者が現実に存在している地域において、
運営協議会を設置する必要がないと断
定している市町村があるが、必要性がな
いと断定することはできないはずであ
る。

特にナシ

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 30/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２４７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２４８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では営利に至らない範囲につ
いては、各地域における同種の一
般乗用旅客自動車運送事業の上
限運賃額のおおむね２分の１を目
安とし、これを満たしているか否か
は地域の特性等を勘案しつつ、運
営協議会において判断されるものと
して明確化を図っているとあるが、
基準をガイドライン等で示すなど周
知徹底について再検討され、示され
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 31/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5065 50650003 11
移動サービス市民活動全国
ネットワーク

3
国旅自第240号通達の４（２）、「運送の
対象」における福祉有償運送の対象者
拡大

国旅自第240号通達の４（２）、「運送の
対象」の福祉有償運送において、乳幼
児、児童、短期間のけが人や妊産婦を
含めるべきである。

乳幼児、児童の下校後の移動のサポー
トによる子育て支援や通学支援、妊産
婦、短期間のけが人を含む通院支援とし
ての福祉有償運送事業の実施

利用対象者に乳幼児、児童が含まれて
いないこと。乳幼児や保護者のいない児
童は単独では移動が困難であり、通園・
通学はもちろん、子育てやこどもの安全
を確保する点からも、利用対象者として
認められるべきである。また、短期間の
怪我や妊産婦などからは、次のような要
望が寄せられている。「まだ頭のやわら
かい新生児はゆっくり走っていただきた
い、タクシ－はいくらゆっくり走ってといっ
ても無理。また、妊産婦は足元が見えな
い上にふらついて転倒 しやすい。荷物を
持って、転ばないように手を貸して欲しい
のです。介助者つきの移動サ－ビスは
妊婦にこそ必要です。」

特にナシ

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5065 50650004 11
移動サービス市民活動全国
ネットワーク

4
道路運送法80条第1項による福祉有償
運送の許可が不要な団体の明確化

道路運送法80条1項の福祉有償運送の
許可対象として、無償に近い任意団体に
よるボランティア活動や、補助金事業等
の資金投入が明らかである事業につい
て、取り扱いを明確化してほしい。

任意のボランティア団体による小規模の
外出支援活動の実施

好意の謝礼程度しか受け取らない活動
については、許可申請をする必要はない
とされているが、不明確である。全国に
小規模の任意のボランティア団体が数
多くあり、ガソリン代の実費弁償は運送
の対価に当たらないのではないか。

特にナシ

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 32/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２４９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２５０
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 33/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5065 50650005 11
移動サービス市民活動全国
ネットワーク

5
道路運送法80条第1項による福祉有償
運送の「運営協議会」設置の担当部署
の明確化

自治体庁内に福祉と交通の担当課が分
かれているため、移動制約者の問題を
担当する部局が明確にならない。福祉輸
送にかかる担当部署を新しく配置、また
は特定すべきである。

事務所所在地を含む活動圏内で道路運
送法の許可事業として、福祉有償運送
事業を行う。

運営協議会の設置主体は240号通達に
よって、地方自治体の中で福祉・交通施
策担当課が双方で担当を譲り合う状態
が生じており、運営協議会設置がなかな
か進まないため。

特にナシ

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5068 50680002 11
特定非営利活動法人　福祉
交通支援センター

2
道路運送法80条第1項による福祉有償
運送の許可の条件整備としての「運営協
議会」設置

厚生労働省と国土交通省は、全都道府
県に運営協議会が設置されるよう指導
すべきである。ガイドラインによる許可申
請の猶予期間を概ね2年程度としている
ことから、平成16年度中に実現すべきも
のとして設置の義務化をお願いしたい。

道路運送法の許可を受けて行う福祉有
償運送事業の実施

運営協議会の設置主体は240号通達に、地
方公共団体が主宰することが明記されている
ものの、実際には都道府県・市町村ともに協
議会設置に消極的で、運営協議会が殆ど設
置されていないから。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 34/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２５１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２５２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 35/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5088 50880002 11
特定非営利活動法人北九州
あいの会

2 ボランティアによる福祉有償車両 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に｢乳幼児、児あい童」を
追加する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助やほ子供の安全の確保の為、通園、
通学を含めて認められるべきである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5088 50880003 11
特定非営利活動法人北九州
あいの会

3 ボランティアによる福祉有償車両
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はNPO等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランテイアによる福祉有償運送
が行なわれている地域においては、、
NPO等からの申請があつた場合には、
地方公共団体は運営協議会の設置を拒
むことは出来ないと明記願いたい。NPO
等が地方公共団体に運営協議会の設置
を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 36/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２５３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２５４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 37/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5088 50880004 11
特定非営利活動法人北九州
あいの会

4 ボランテアによる福祉有償車両
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はNPOからの申請があっ
た場合には市区町村長の責任で受付、
担当部署は市区町村長の責任でお願い
したい。

NPO等が地方公共団体に運営協議会の
設置を申請しても窓口をたらい回しにさ
れて、受付の部局が定まらずNPO等が
困惑している事例があると聞く。NPO等
の申請窓口としての企画課(内閣府への
申請の窓口）交通対策課（○○運輸局
○○運輸愚痴担当窓口）福祉課（高齢
福祉課、障害対策課、児童福祉課）など
を明確に指示願いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5088 50880006 11
特定非営利活動法人北九州
あいの会

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条または第４３条による
事業許可を得た営利法人の事業所が第
８０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別をなくし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第２４１号と国自旅第２４０号との
間には「許可の取扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第８０条一項の許可の取扱い手続
であるので、後者を差別して取り扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えてできるだけ後者
の許可申請書を簡略して頂きたい。利用
者の安全性の担保のためには、国自旅
第２４０号の道路運送法第８０条一項許
可の取扱い第４項運送の条件（４）運転
者及び（５）損害賠償措置に記載事項を
守ることで十分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続の簡略化を目的とした事務合理化の
方向に逆行する事になる。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 38/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２５５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２５６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 39/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5088 50880007 11
特定非営利活動法人北九州
あいの会

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直していただ
きたい。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは整合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の政策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、時間数等はバス、
タクシー等関係交通機関とは比較になら
ない小規模であり、整合或いは補完の
関係にあると考えるのは著しい事実誤認
である。したがって自息に密着した福祉
輸送を充実させたいという期待に反して
運営協議会の議論は、相互に噛み合わ
ない空転したものとなると懸念される。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5089 50890002 11
特定非営利活動法人久留米
たすけあいの会

2 ボランテアによる福祉有償車両 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に｢乳幼児、児あい童」を
追加する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助やほ子供の安全の確保の為、通園、
通学を含めて認められるべきである。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 40/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２５７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２５８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 41/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5089 50890003 11
特定非営利活動法人久留米
たすけあいの会

3 ボランテアによる福祉有償車両
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はNPO等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランテイアによる福祉有償運送
が行なわれている地域においては、、
NPO等からの申請があつた場合には、
地方公共団体は運営協議会の設置を拒
むことは出来ないと明記願いたい。NPO
等が地方公共団体に運営協議会の設置
を申請して拒絶された例がある。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5089 50890004 11
特定非営利活動法人久留米
たすけあいの会

4 ボランテアによる福祉有償車両
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はNPOからの申請があっ
た場合には市区町村長の責任で受付、
担当部署は市区町村長の責任でお願い
したい。

NPO等が地方公共団体に運営協議会の
設置を申請しても窓口をたらい回しにさ
れて、受付の部局が定まらずNPO等が
困惑している事例があると聞く。NPO等
の申請窓口としての企画課(内閣府への
申請の窓口）交通対策課（○○運輸局
○○運輸愚痴担当窓口）福祉課（高齢
福祉課、障害対策課、児童福祉課）など
を明確に指示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 42/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２５９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２６０
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 43/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5089 50890006 11
特定非営利活動法人久留米
たすけあいの会

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条または第４３条による
事業許可を得た営利法人の事業所が第
８０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別をなくし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第２４１号と国自旅第２４０号との
間には「許可の取扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第８０条一項の許可の取扱い手続
であるので、後者を差別して取り扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えてできるだけ後者
の許可申請書を簡略して頂きたい。利用
者の安全性の担保のためには、国自旅
第２４０号の道路運送法第８０条一項許
可の取扱い第４項運送の条件（４）運転
者及び（５）損害賠償措置に記載事項を
守ることで十分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続の簡略化を目的とした事務合理化の
方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5089 50890007 11
特定非営利活動法人久留米
たすけあいの会

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直していただ
きたい。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは整合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の政策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、時間数等はバス、
タクシー等関係交通機関とは比較になら
ない小規模であり、整合或いは補完の
関係にあると考えるのは著しい事実誤認
である。したがって自息に密着した福祉
輸送を充実させたいという期待に反して
運営協議会の議論は、相互に噛み合わ
ない空転したものとなると懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 44/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２６１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２６２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 45/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5097 50970002 11
特定非営利活動法人くらじた
すけあいの会

2 ボランテアによる福祉有償車両 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に｢乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保の為、通園、通
学を含めて認められるべきである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5097 50970003 11
特定非営利活動法人くらじた
すけあいの会

3 ボランテアによる福祉有償車両
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はNPO等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランテイアによる福祉有償運送
が行なわれている地域においては、、
NPO等からの申請があつた場合には、
地方公共団体は運営協議会の設置を拒
むことは出来ないと明記願いたい。NPO
等が地方公共団体に運営協議会の設置
を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 46/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２６３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２６４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 47/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5097 50970004 11
特定非営利活動法人くらじた
すけあいの会

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はNPOからの申請があっ
た場合には市区町村長の責任で受付、
担当部署は市区町村長の責任でお願い
したい。

NPO等が地方公共団体に運営協議会の
設置を申請しても窓口をたらい回しにさ
れて、受付の部局が定まらずNPO等が
困惑している事例があると聞く。NPO等
の申請窓口としての企画課(内閣府への
申請の窓口）交通対策課（○○運輸局
○○運輸愚痴担当窓口）福祉課（高齢
福祉課、障害対策課、児童福祉課）など
を明確に指示願いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5097 50970006 11
特定非営利活動法人くらじた
すけあいの会

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条または第４３条による
事業許可を得た営利法人の事業所が第
８０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別をなくし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第２４１号と国自旅第２４０号との
間には「許可の取扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第８０条一項の許可の取扱い手続
であるので、後者を差別して取り扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えてできるだけ後者
の許可申請書を簡略して頂きたい。利用
者の安全性の担保のためには、国自旅
第２４０号の道路運送法第８０条一項許
可の取扱い第４項運送の条件（４）運転
者及び（５）損害賠償措置に記載事項を
守ることで十分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続の簡略化を目的とした事務合理化の
方向に逆行する事になる。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 48/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２６５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２６６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 49/318
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要望事項
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z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5097 50970007 11
特定非営利活動法人くらじた
すけあいの会

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直していただ
きたい。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは整合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の政策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、時間数等はバス、
タクシー等関係交通機関とは比較になら
ない小規模であり、整合或いは補完の
関係にあると考えるのは著しい事実誤認
である。したがって自息に密着した福祉
輸送を充実させたいという期待に反して
運営協議会の議論は、相互に噛み合わ
ない空転したものとなると懸念される。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5099 50990002 11
特定非営利活動法人福岡た
すけあいの会

2 ボランテアによる福祉有償車両 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に｢乳幼児、児あい童」を
追加する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助やほ子供の安全の確保の為、通園、
通学を含めて認められるべきである。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 50/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２６７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２６８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 51/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5099 50990003 11
特定非営利活動法人福岡た
すけあいの会

3 ボランテアによる福祉有償車両
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はNPO等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランテイアによる福祉有償運送
が行なわれている地域においては、、
NPO等からの申請があつた場合には、
地方公共団体は運営協議会の設置を拒
むことは出来ないと明記願いたい。NPO
等が地方公共団体に運営協議会の設置
を申請して拒絶された例がある。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5099 50990004 11
特定非営利活動法人福岡た
すけあいの会

4 ボランテアによる福祉有償車両
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はNPOからの申請があっ
た場合には市区町村長の責任で受付、
担当部署は市区町村長の責任でお願い
したい。

NPO等が地方公共団体に運営協議会の
設置を申請しても窓口をたらい回しにさ
れて、受付の部局が定まらずNPO等が
困惑している事例があると聞く。NPO等
の申請窓口としての企画課(内閣府への
申請の窓口）交通対策課（○○運輸局
○○運輸愚痴担当窓口）福祉課（高齢
福祉課、障害対策課、児童福祉課）など
を明確に指示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 52/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２６９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２７０
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 53/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5099 50990006 11
特定非営利活動法人福岡た
すけあいの会

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条または第４３条による
事業許可を得た営利法人の事業所が第
８０条の有償運送許可を得る場合の申
請書の差別をなくしてレベルを揃えて頂
きたい。

国自旅第２４１号と国自旅第２４０号との
間には「許可の取扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送方第８０条１項の許可の取扱い手続で
あるので、降車を差別して取り扱うことは
不当かつ不公平な取扱いである。前者
の様式例等に揃えてできるだけ降車の
許可申請書を簡略して頂きたい。利用者
の安全性の担保のためには、国自旅第
２４０号の道路運送法第８０条一項許可
の取扱い第４校運送の条件（４）運転者
及び（５）損害賠償措置に記載事項を守
ることで十分である。また、運輸支局へ
の申請書類を煩雑にする事は行政手続
の簡略化を目的とした事務合理化の方
向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5099 50990007 11
特定非営利活動法人福岡た
すけあいの会

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直していただ
きたい。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは整合或いは保管の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の政策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動ダル。ボランティ
アによる福祉有償運送は、参加するボラ
ンティアの人数、時間数、報酬金額等は
バス、タクシー等関係交通機関とは比較
にならない小規模であり、整合或いは保
管の関係にあると考えるのは著しい事実
誤認である。したがって自息に密着した
福祉輸送を充実させたいという期待に反
して運営協議会の議論は、相互に噛み
合わない空転したものとなると懸念され
る。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 54/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２７１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２７２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 55/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5100 51000002 11 特定非営利活動法人くるくる 2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5100 51000003 11 特定非営利活動法人くるくる 3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 56/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２７３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２７４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 57/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5100 51000004 11 特定非営利活動法人くるくる 4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5100 51000006 11 特定非営利活動法人くるくる 6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 58/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２７５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２７６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 59/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
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番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5100 51000007 11 特定非営利活動法人くるくる 7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5100 51000008 11 特定非営利活動法人くるくる 8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係にあると考えるの
は著しい事実誤認である。したがって地
域に密着した福祉輸送を充実したいとい
う期待に反して運営協議会の議論は相
互に噛み合わない空転したものとなると
懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 60/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
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措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２７７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２７８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 61/318
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（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5101 51010002 11
特定非営利活動法人さわや
かファミリーサポートセンター

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5101 51010003 11
特定非営利活動法人さわや
かファミリーサポートセンター

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 62/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２７９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２８０
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 63/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5101 51010004 11
特定非営利活動法人さわや
かファミリーサポートセンター

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5101 51010006 11
特定非営利活動法人さわや
かファミリーサポートセンター

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 64/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２８１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２８２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 65/318



管理コード
制度の
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要望
管理番号

要望事項
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z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5101 51010007 11
特定非営利活動法人さわや
かファミリーサポートセンター

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5101 51010008 11
特定非営利活動法人さわや
かファミリーサポートセンター

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係あると考えるのは
著しい事実誤認である。したがって地域
に密着した福祉輸送を充実したいという
期待に反して運営協議会の議論は相互
に噛み合わない空転したものとなると懸
念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 66/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２８３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２８４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 67/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
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要望主体名
要望
事項番号

要望事項
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具体的
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具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5102 51020002 11 稲沢福祉ネットワークなおい 2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5102 51020003 11 稲沢福祉ネットワークなおい 3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 68/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２８５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２８６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 69/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5102 51020004 11 稲沢福祉ネットワークなおい 4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5102 51020006 11 稲沢福祉ネットワークなおい 6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 70/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２８７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２８８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 71/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5102 51020007 11 稲沢福祉ネットワークなおい 7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5102 51020008 11 稲沢福祉ネットワークなおい 8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係にあると考えるの
は著しい事実誤認である。したがって地
域に密着した福祉輸送を充実したいとい
う期待に反して運営協議会の議論は相
互に噛み合わない空転したものとなると
懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 72/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２８９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２９０
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 73/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5103 51030002 11
特定非営利活動法人尾張地
域福祉を考える会まごころ

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5103 51030003 11
特定非営利活動法人尾張地
域福祉を考える会まごころ

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 74/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２９１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２９２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 75/318



管理コード
制度の
所管官庁
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管理番号

要望事項
管理番号

要望
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具体的
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実施内容

要望理由
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（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5103 51030004 11
特定非営利活動法人尾張地
域福祉を考える会まごころ

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5103 51030006 11
特定非営利活動法人尾張地
域福祉を考える会まごころ

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 76/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２９３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２９４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 77/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5103 51030007 11
特定非営利活動法人尾張地
域福祉を考える会まごころ

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5103 51030008 11
特定非営利活動法人尾張地
域福祉を考える会まごころ

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係あると考えるのは
著しい事実誤認である。したがって地域
に密着した福祉輸送を充実したいという
期待に反して運営協議会の議論は相互
に噛み合わない空転したものとなると懸
念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 78/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２９５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２９６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 79/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5104 51040002 11
特定非営利活動法人瀬戸地
域福祉を考える会まごころ

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5104 51040003 11
特定非営利活動法人瀬戸地
域福祉を考える会まごころ

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 80/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２９７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２９８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 81/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
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補助
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要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
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具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5104 51040004 11
特定非営利活動法人瀬戸地
域福祉を考える会まごころ

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5104 51040006 11
特定非営利活動法人瀬戸地
域福祉を考える会まごころ

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 82/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第２９９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３００
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 83/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5104 51040007 11
特定非営利活動法人瀬戸地
域福祉を考える会まごころ

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5104 51040008 11
特定非営利活動法人瀬戸地
域福祉を考える会まごころ

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係あると考えるのは
著しい事実誤認である。したがって地域
に密着した福祉輸送を充実したいという
期待に反して運営協議会の議論は相互
に噛み合わない空転したものとなると懸
念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 84/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３０１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３０２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 85/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5105 51050002 11
特定非営利活動法人ワー
カーズかすがい

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5105 51050003 11
特定非営利活動法人ワー
カーズかすがい

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 86/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３０３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３０４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 87/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5105 51050004 11
特定非営利活動法人ワー
カーズかすがい

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5105 51050006 11
特定非営利活動法人ワー
カーズかすがい

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 88/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３０５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３０６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 89/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5105 51050007 11
特定非営利活動法人ワー
カーズかすがい

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5105 51050008 11
特定非営利活動法人ワー
カーズかすがい

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係あると考えるのは
著しい事実誤認である。したがって地域
に密着した福祉輸送を充実したいという
期待に反して運営協議会の議論は相互
に噛み合わない空転したものとなると懸
念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 90/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３０７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３０８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 91/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5106 51060002 11
特定非営利活動法人在宅福
祉の会じゃがいも

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5106 51060003 11
特定非営利活動法人在宅福
祉の会じゃがいも

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 92/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３０９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３１０
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 93/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5106 51060004 11
特定非営利活動法人在宅福
祉の会じゃがいも

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5106 51060006 11
特定非営利活動法人在宅福
祉の会じゃがいも

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 94/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３１１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３１２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 95/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5106 51060007 11
特定非営利活動法人在宅福
祉の会じゃがいも

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5106 51060008 11
特定非営利活動法人在宅福
祉の会じゃがいも

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係あると考えるのは
著しい事実誤認である。したがって地域
に密着した福祉輸送を充実したいという
期待に反して運営協議会の議論は相互
に噛み合わない空転したものとなると懸
念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 96/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３１３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３１４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 97/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5107 51070002 11 地域たすけあいあゆみ 2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5107 51070003 11 地域たすけあいあゆみ 3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 98/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３１５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３１６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 99/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5107 51070004 11 地域たすけあいあゆみ 4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5107 51070006 11 地域たすけあいあゆみ 6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 100/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３１７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３１８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 101/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5107 51070007 11 地域たすけあいあゆみ 7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5107 51070008 11 地域たすけあいあゆみ 8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係あると考えるのは
著しい事実誤認である。したがって地域
に密着した福祉輸送を充実したいという
期待に反して運営協議会の議論は相互
に噛み合わない空転したものとなると懸
念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 102/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３１９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３２０
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 103/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5108 51080002 11
東海市在宅介護家事援助の
会　ふれ愛

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5108 51080003 11
東海市在宅介護家事援助の
会　ふれ愛

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 104/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３２１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３２２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 105/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5108 51080004 11
東海市在宅介護家事援助の
会　ふれ愛

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5108 51080006 11
東海市在宅介護家事援助の
会　ふれ愛

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 106/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３２３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３２４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 107/318
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z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5108 51080007 11
東海市在宅介護家事援助の
会　ふれ愛

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5108 51080008 11
東海市在宅介護家事援助の
会　ふれ愛

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係あると考えるのは
著しい事実誤認である。したがって地域
に密着した福祉輸送を充実したいという
期待に反して運営協議会の議論は相互
に噛み合わない空転したものとなると懸
念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 108/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３２５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３２６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 109/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5109 51090002 11
特定非営利活動法人ベタニ
アホーム

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5109 51090003 11
特定非営利活動法人ベタニ
アホーム

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 110/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３２７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３２８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 111/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5109 51090004 11
特定非営利活動法人ベタニ
アホーム

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5109 51090006 11
特定非営利活動法人ベタニ
アホーム

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 112/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３２９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３３０
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 113/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5109 51090007 11
特定非営利活動法人ベタニ
アホーム

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5109 51090008 11
特定非営利活動法人ベタニ
アホーム

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係あると考えるのは
著しい事実誤認である。したがって地域
に密着した福祉輸送を充実したいという
期待に反して運営協議会の議論は相互
に噛み合わない空転したものとなると懸
念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 114/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３３１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３３２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 115/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5110 51100002 11
特定非営利活動法人ひだま
り

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5110 51100003 11
特定非営利活動法人ひだま
り

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 116/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３３３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３３４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 117/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
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要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
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具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5110 51100004 11
特定非営利活動法人ひだま
り

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5110 51100006 11
特定非営利活動法人ひだま
り

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 118/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３３５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３３６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 119/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
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要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
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具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5110 51100007 11
特定非営利活動法人ひだま
り

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5110 51100008 11
特定非営利活動法人ひだま
り

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係あると考えるのは
著しい事実誤認である。したがって地域
に密着した福祉輸送を充実したいという
期待に反して運営協議会の議論は相互
に噛み合わない空転したものとなると懸
念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 120/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３３７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３３８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 121/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
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z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5111 51110002 11
特定非営利活動法人福祉サ
ポートセンターさわやか愛知

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5111 51110003 11
特定非営利活動法人福祉サ
ポートセンターさわやか愛知

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 122/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３３９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３４０
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 123/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5111 51110004 11
特定非営利活動法人福祉サ
ポートセンターさわやか愛知

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5111 51110006 11
特定非営利活動法人福祉サ
ポートセンターさわやか愛知

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 124/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３４１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３４２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 125/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5111 51110007 11
特定非営利活動法人福祉サ
ポートセンターさわやか愛知

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5111 51110008 11
特定非営利活動法人福祉サ
ポートセンターさわやか愛知

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係にあると考えるの
は著しい事実誤認である。したがって地
域に密着した福祉輸送を充実したいとい
う期待に反して運営協議会の議論は相
互に噛み合わない空転したものとなると
懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 126/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３４３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３４４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 127/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5112 51120002 11 ＮＰＯ法人ラルあゆみ 2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5112 51120003 11 ＮＰＯ法人ラルあゆみ 3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 128/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３４５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３４６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 129/318
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制度の
所管官庁
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要望事項
管理番号
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要望主体名
要望
事項番号

要望事項
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具体的
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具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5112 51120004 11 ＮＰＯ法人ラルあゆみ 4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5112 51120006 11 ＮＰＯ法人ラルあゆみ 6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 130/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３４７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３４８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 131/318
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z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5112 51120007 11 ＮＰＯ法人ラルあゆみ 7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5112 51120008 11 ＮＰＯ法人ラルあゆみ 8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係にあると考えるの
は著しい事実誤認である。したがって地
域に密着した福祉輸送を充実したいとい
う期待に反して運営協議会の議論は相
互に噛み合わない空転したものとなると
懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 132/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３４９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３５０
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 133/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
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要望理由
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（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5113 51130002 11 ほっと愛 2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5113 51130003 11 ほっと愛 3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 134/318



管理コード
制度の
所管官庁
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措置の
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措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３５１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３５２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 135/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
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番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
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具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5113 51130004 11 ほっと愛 4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5113 51130006 11 ほっと愛 6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 136/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３５３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３５４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 137/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
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要望事項
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具体的
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具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5113 51130007 11 ほっと愛 7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5113 51130008 11 ほっと愛 8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係にあると考えるの
は著しい事実誤認である。したがって地
域に密着した福祉輸送を充実したいとい
う期待に反して運営協議会の議論は相
互に噛み合わない空転したものとなると
懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 138/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３５５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３５６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 139/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5114 51140002 11
ＮＰＯ法人自立支援センター
四岳館

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5114 51140003 11
ＮＰＯ法人自立支援センター
四岳館

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 140/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３５７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３５８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 141/318
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z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5114 51140004 11
ＮＰＯ法人自立支援センター
四岳館

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5114 51140006 11
ＮＰＯ法人自立支援センター
四岳館

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 142/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３５９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３６０
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 143/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5114 51140007 11
ＮＰＯ法人自立支援センター
四岳館

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5114 51140008 11
ＮＰＯ法人自立支援センター
四岳館

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係にあると考えるの
は著しい事実誤認である。したがって地
域に密着した福祉輸送を充実したいとい
う期待に反して運営協議会の議論は相
互に噛み合わない空転したものとなると
懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 144/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３６１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３６２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 145/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5115 51150002 11
特定非営利活動法人移動
ネットあいち

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5115 51150003 11
特定非営利活動法人移動
ネットあいち

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 146/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３６３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３６４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。
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管理番号
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z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5115 51150004 11
特定非営利活動法人移動
ネットあいち

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5115 51150006 11
特定非営利活動法人移動
ネットあいち

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 148/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３６５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３６６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 149/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5115 51150007 11
特定非営利活動法人移動
ネットあいち

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5115 51150008 11
特定非営利活動法人移動
ネットあいち

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係にあると考えるの
は著しい事実誤認である。したがって地
域に密着した福祉輸送を充実したいとい
う期待に反して運営協議会の議論は相
互に噛み合わない空転したものとなると
懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 150/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３６７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３６８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 151/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5116 51160002 11
特定非営利活動法人西三河
在宅介護支援センター

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5116 51160003 11
特定非営利活動法人西三河
在宅介護支援センター

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 152/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３６９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３７０
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 153/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5116 51160004 11
特定非営利活動法人西三河
在宅介護支援センター

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5116 51160006 11
特定非営利活動法人法人西
三河在宅介護支援センター

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 154/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３７１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３７２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 155/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5116 51160007 11
特定非営利活動法人西三河
在宅介護支援センター

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5116 51160008 11
特定非営利活動法人西三河
在宅介護支援センター

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係にあると考えるの
は著しい事実誤認である。したがって地
域に密着した福祉輸送を充実したいとい
う期待に反して運営協議会の議論は相
互に噛み合わない空転したものとなると
懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 156/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３７３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３７４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 157/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5117 51170002 11
特定非営利活動法人
ノッポの会

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5117 51170003 11
特定非営利活動法人
ノッポの会

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 158/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３７５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３７６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 159/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5117 51170004 11
特定非営利活動法人
ノッポの会

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5117 51170006 11
特定非営利活動法人
ノッポの会

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 160/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３７７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３７８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 161/318
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z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5117 51170007 11
特定非営利活動法人
ノッポの会

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5117 51170008 11
特定非営利活動法人
ノッポの会

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係にあると考えるの
は著しい事実誤認である。したがって地
域に密着した福祉輸送を充実したいとい
う期待に反して運営協議会の議論は相
互に噛み合わない空転したものとなると
懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 162/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３７９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３８０
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 163/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5118 51180002 11
特定非営利活動法人たすけ
あい名古屋

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5118 51180003 11
特定非営利活動法人たすけ
あい名古屋

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 164/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３８１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３８２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 165/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5118 51180004 11
特定非営利活動法人たすけ
あい名古屋

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5118 51180006 11
特定非営利活動法人たすけ
あい名古屋

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 166/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３８３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３８４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 167/318
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z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5118 51180007 11
特定非営利活動法人たすけ
あい名古屋

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5118 51180008 11
特定非営利活動法人たすけ
あい名古屋

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係にあると考えるの
は著しい事実誤認である。したがって地
域に密着した福祉輸送を充実したいとい
う期待に反して運営協議会の議論は相
互に噛み合わない空転したものとなると
懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 168/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３８５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３８６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 169/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5119 51190002 11
福祉サポートセンターさわや
か名城

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5119 51190003 11
福祉サポートセンターさわや
か名城

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 170/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３８７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３８８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 171/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5119 51190004 11
福祉サポートセンターさわや
か名城

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5119 51190006 11
福祉サポートセンターさわや
か名城

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 172/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３８９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３９０
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 173/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5119 51190007 11
福祉サポートセンターさわや
か名城

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5119 51190008 11
福祉サポートセンターさわや
か名城

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係にあると考えるの
は著しい事実誤認である。したがって地
域に密着した福祉輸送を充実したいとい
う期待に反して運営協議会の議論は相
互に噛み合わない空転したものとなると
懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 174/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３９１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３９２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 175/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5120 51200002 11
特定非営利活動法人
かくれんぼ

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5120 51200003 11
特定非営利活動法人
かくれんぼ

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 176/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３９３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３９４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 177/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5120 51200004 11
特定非営利活動法人
かくれんぼ

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5120 51200006 11
特定非営利活動法人
かくれんぼ

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 178/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３９５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３９６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 179/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5120 51200007 11
特定非営利活動法人
かくれんぼ

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5120 51200008 11
特定非営利活動法人
かくれんぼ

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係にあると考えるの
は著しい事実誤認である。したがって地
域に密着した福祉輸送を充実したいとい
う期待に反して運営協議会の議論は相
互に噛み合わない空転したものとなると
懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 180/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３９７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３９８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 181/318
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制度の
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項目
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管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
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要望主体名
要望
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具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5121 51210002 11
特定非営利活動法人ゆめじ
ろう

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5121 51210003 11
特定非営利活動法人ゆめじ
ろう

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 182/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第３９９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４００
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 183/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5121 51210004 11
特定非営利活動法人ゆめじ
ろう

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5121 51210006 11
特定非営利活動法人ゆめじ
ろう

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 184/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４０１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４０２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 185/318
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制度の
所管官庁
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要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
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要望
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要望事項
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具体的
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具体的事業の
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要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5121 51210007 11
特定非営利活動法人ゆめじ
ろう

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5121 51210008 11
特定非営利活動法人ゆめじ
ろう

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係にあると考えるの
は著しい事実誤認である。したがって地
域に密着した福祉輸送を充実したいとい
う期待に反して運営協議会の議論は相
互に噛み合わない空転したものとなると
懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 186/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４０３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４０４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 187/318
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要望理由
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z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5122 51220002 11
特定非営利活動法人ふれあ
いネットワーク美浜

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5122 51220003 11
特定非営利活動法人ふれあ
いネットワーク美浜

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 188/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４０５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４０６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 189/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5122 51220004 11
特定非営利活動法人ふれあ
いネットワーク美浜

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5122 51220006 11
特定非営利活動法人ふれあ
いネットワーク美浜

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 190/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４０７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４０８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 191/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5122 51220007 11
特定非営利活動法人ふれあ
いネットワーク美浜

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5122 51220008 11
特定非営利活動法人ふれあ
いネットワーク美浜

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係にあると考えるの
は著しい事実誤認である。したがって地
域に密着した福祉輸送を充実したいとい
う期待に反して運営協議会の議論は相
互に噛み合わない空転したものとなると
懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 192/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４０９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４１０
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 193/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5123 51230002 11
特定非営利活動法人介護
サービスさくら

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5123 51230003 11
特定非営利活動法人介護
サービスさくら

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 194/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４１１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４１２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 195/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5123 51230004 11
特定非営利活動法人介護
サービスさくら

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5123 51230006 11
特定非営利活動法人介護
サービスさくら

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 196/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４１３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４１４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 197/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5123 51230007 11
特定非営利活動法人介護
サービスさくら

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5123 51230008 11
特定非営利活動法人介護
サービスさくら

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係にあると考えるの
は著しい事実誤認である。したがって地
域に密着した福祉輸送を充実したいとい
う期待に反して運営協議会の議論は相
互に噛み合わない空転したものとなると
懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 198/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４１５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４１６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 199/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
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要望
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要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5124 51240002 11
知多地域障害者生活支援セ
ンターらいふ

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5124 51240003 11
知多地域障害者生活支援セ
ンターらいふ

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 200/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４１７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４１８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 201/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5124 51240004 11
知多地域障害者生活支援セ
ンターらいふ

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5124 51240006 11
知多地域障害者生活支援セ
ンターらいふ

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 202/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４１９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４２０
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 203/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5124 51240007 11
知多地域障害者生活支援セ
ンターらいふ

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5124 51240008 11
知多地域障害者生活支援セ
ンターらいふ

8 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係にあると考えるの
は著しい事実誤認である。したがって地
域に密着した福祉輸送を充実したいとい
う期待に反して運営協議会の議論は相
互に噛み合わない空転したものとなると
懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 204/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４２１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４２２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 205/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5125 51250001 11
特定非営利活動法人りんり
ん

1 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5126 51260002 11
特定非営利活動法人ネット
ワーク大府

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 206/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４２３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４２４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 207/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5126 51260003 11
特定非営利活動法人ネット
ワーク大府

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5126 51260004 11
特定非営利活動法人ネット
ワーク大府

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 208/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４２５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４２６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 209/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5126 51260006 11
特定非営利活動法人ネット
ワーク大府

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5126 51260007 11
特定非営利活動法人ネット
ワーク大府

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係にあると考えるの
は著しい事実誤認である。したがって地
域に密着した福祉輸送を充実したいとい
う期待に反して運営協議会の議論は相
互に噛み合わない空転したものとなると
懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 210/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４２７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４２８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 211/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5127 51270002 11
特定非営利活動法人ゆいの
会

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5127 51270003 11
特定非営利活動法人ゆいの
会

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 212/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４２９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４３０
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 213/318



管理コード
制度の
所管官庁
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要望事項
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補助
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要望理由
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（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5127 51270005 11
特定非営利活動法人ゆいの
会

5 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5128 51280001 11 ＮＰＯさわやか豊田 1 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 214/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４３１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４３２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 215/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5128 51280002 11 ＮＰＯさわやか豊田 2 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5128 51280004 11 ＮＰＯさわやか豊田 4 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 216/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４３３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４３４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 217/318



管理コード
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要望
管理番号

要望事項
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要望
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z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5128 51280005 11 ＮＰＯさわやか豊田 5 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5128 51280006 11 ＮＰＯさわやか豊田 6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係にあると考えるの
は著しい事実誤認である。したがって地
域に密着した福祉輸送を充実したいとい
う期待に反して運営協議会の議論は相
互に噛み合わない空転したものとなると
懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 218/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４３５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４３６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 219/318
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所管官庁
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z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5129 51290002 11
特定非営利活動法人あいの
会春日井まごころ

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5129 51290003 11
特定非営利活動法人あいの
会春日井まごころ

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 220/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４３７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４３８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 221/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5129 51290004 11
特定非営利活動法人あいの
会春日井まごころ

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5129 51290006 11
特定非営利活動法人あいの
会春日井まごころ

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 222/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４３９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４４０
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 223/318
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z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5129 51290007 11
特定非営利活動法人あいの
会春日井まごころ

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直して頂きた
い。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは競合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の施策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、規模、時間数、報
酬金額等はバス、タクシー等関係交通機
関とは比較にならない小規模であり、競
合或いは補完の関係あると考えるのは
著しい事実誤認である。したがって地域
に密着した福祉輸送を充実したいという
期待に反して運営協議会の議論は相互
に噛み合わない空転したものとなると懸
念される。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5130 51300002 11
特定非営利活動法人やさし
い手

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 224/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
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措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４４１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４４２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 225/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5130 51300003 11
特定非営利活動法人やさし
い手

3 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランティアによる福祉有償運送
が行われている地域においては、ＮＰＯ
等からの申請があった場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。
ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請して拒絶された例がある。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5130 51300004 11
特定非営利活動法人やさし
い手

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体での申請受付の窓口の明
示

地方公共団体はＮＰＯ等からの申請が
あった場合には市区町村長の責任で受
け付け、担当部署は市区町村長の責任
で調整をお願いしたい。

ＮＰＯ等が地方公共団体に運営協議会
の設置を申請しても窓口をたらい回しに
されて受付の部局が定まらずＮＰＯ等が
困惑している事例があると聞く。
ＮＰＯ等の申請受付の窓口として企画課
（内閣府への申請の担当窓口）、交通対
策課（○○運輸局○○運輸支局の担当
窓口）、福祉課（高齢福祉課、障害対策
課、児童福祉課、）などを明確に指示願
いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 226/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４４３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４４４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 227/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
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z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5130 51300006 11
特定非営利活動法人やさし
い手

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5130 51300007 11
特定非営利活動法人やさし
い手

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 228/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４４５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４４６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 229/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5131 51310002 11 ＮＰＯ法人絆 2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5132 51320002 11
ケアサポーターズさわやかと
よあけ

2 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に「乳幼児、児童」を追加
する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助や子供の安全の確保のために、通
園、通学を含めて認められるべきであ
る。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 230/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４４７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では任意団体及び個人の場
合、運送主体となる自治体又は非
営利法人等に所属する形で、当該
団体の責任において行う運行管理
体制等のもと、運送に携わることが
可能であるとあるが、要望元からの
下記意見について再検討いただき
たい。①愛知県下の「ボランティア
による福祉有償運送」を行う46団体
が特定非営利活動法人移動ネット
あいちを作りました。この団体の設
立の目的は、法治国家の一員とし
てガイドラインを守ること、利用者の
安全性と利便性を保証するために
参加団体の事務局体制の整備ある
いは運転ボランティアの安全教育を
担当すること、のほかに、法人格を
もたないNPO９団体のかわりに愛知
運輸支局への申請の窓口となるこ
とを予定しています。②そのための
必要条件があれば国土交通省が
出しているQ&A改定版で明示願い
たい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４４８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 231/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5132 51320004 11
ケアサポーターズさわやかと
よあけ

4 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

法人格を持たないＮＰＯ（任意団体、個
人）のためにＮＰＯ法人の中間支援団体
が運輸支局へ申請することを認めて頂き
たい。

ＮＰＯ法人の中間支援団体たとえば「特
定非営利活動法人移動ネットあいち」は
福祉有償運送を実施するＮＰＯあるいは
ＮＰＯ法人を支援する目的で設立され、
事務局体制の整備あるいは運転ボラン
ティアの安全教育を担当する。.愛知県下
の法人格をもたないＮＰＯ（任意団体、個
人）が中間支援団体（ＮＰＯ法人）に所属
する形で運送に携わり「特定非営利活動
法人移動ネットあいち」が愛知運輸支局
へ申請することは適切な行為であると判
断する。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5132 51320005 11
ケアサポーターズさわやかと
よあけ

5 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条又は第４３条による事
業許可を得た営利法人の事業所が第８
０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別を無くし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第241号と国自旅第240号との間
には「許可の取り扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第80条第一項の許可の取扱い手続
きであるので、後者を差別して取扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えて出来るだけ後者
の許可申請書を簡略にして頂きたい。利
用者の安全性の確保のためには、国自
旅第240号の道路運送法第80条第一項
の許可の取扱い第4項運送の条件（4）運
転者及び（5）損害賠償措置に記載事項
を守る事で充分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続きの簡略化を目的とした事務合理化
の方向に逆行する事になる。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 232/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４４９
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では当該地域の実情を熟知し
た地方公共団体が運営協議会を主
宰することで、地域の輸送ニーズ等
をより適切に反映した輸送サービス
が実現されるものと考えるとされて
いるが、要望元よりの下記意見を
踏まえて再検討いただきたい。①現
行では、ＮＰＯ法人等が福祉有償運
送を実施しようとした場合、地方公
共団体主催の運営協議会を設置
し、福祉有償運送の必要性並びに
これらを行うにおける安全の確保及
び旅客の利便の確保に係る方策等
を協議することとされている。このう
ち、「福祉有償運送の必要性」につ
いては、現在、福祉有償運送が行
われている地域においては、通常
の交通機関を利用することが制約
された移動困難者が存在し、移動
補助の必要があるから行われてい
るという実情を考慮すると、運営協
議会において協議する必要はない
と考えられる。②また、「福祉有償
運送を実施する際の安全の確保及
び旅客の利便の確保に係る方策
等」については、道路運送法の許可
権者が判断すべきことであり、地方
公共団体にはその権限がないこと
から地方運輸局において必要に応
じて運営協議会を主催し協議する
べきであると考える。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４５０
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 233/318
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z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5133 51330005 11 愛知県 5
福祉有償運送における運営協議会を地
方運輸局が必要に応じて設置する。

「福祉有償運送及び過疎地有償運送に
係る道路交通法第８０条第１項による許
可の取扱いについて」（平成１６年３月１
６日付け国自旅第２４０号）に基づく福祉
有償運送制度において、地方公共団体
が主宰する運営協議会を設置することと
されているが、これを運送に関する許可
権限を有する地方運輸局がその必要性
に応じて設置し、主宰することとする。

「福祉有償運送及び過疎地有償運送に
係る道路交通法第８０条第１項による許
可の取扱いについて」（平成１６年３月１
６日付け国自旅第２４０号）に基づく福祉
有償運送制度において、地方公共団体
が主宰する運営協議会を設置することと
されているが、これを運送に関する許可
権限を有する地方運輸局がその必要性
に応じて設置し、主宰することとする。

福祉有償運送において同法に基づき運
送に関する許可権限を有するのは地方
運輸局である。この許可権限のない地
方公共団体が運営協議会を設置し主宰
したととしても、関係者の意見調整の場
を設けるだけであり、道路運送法との整
合性の観点からの調整を困難である。
仮に、運営協議会における意見や調整
結果が地方運輸局の許可に当たっての
参考意見を聞く場であるとすれば、地方
運輸局が直接主宰すべきものである。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5134 51340003 11
移動サービス･ネットワーク
みやぎ

3 ボランティアによる福祉有償運送 法令による規制の撤廃
運送の対象者に乳幼児・児童を追加す
る。

乳幼児や保護者が同行できない児童は
単独での移動が困難であり、子育ての
援助や安全確保のために、通園、通学
を含めて利用対象者として認められるべ
きである。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 234/318
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措置の
分類
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措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
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措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４５１
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４５２
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では市町村については基本的
に福祉又は交通担当部署と考えら
れるとあるが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①回答は、「市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考え
られる」とあるが、そのいずれにも
窓口を担当するという意識は低い。
市区町村長の責任を明確にする必
要がある。②「ボランティアによる福
祉有償運送」がなくなると、その影
響を受けるのが、移動サービスを必
要とする交通弱者である。通達や
国土交通省が出しているQ&A改定
版等で明確に示すことを一考願い
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 235/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5134 51340004 11
移動サービス･ネットワーク
みやぎ

4 ボランティアによる福祉有償運送
地方公共団体の運営協議会設置義務
の明示

地方公共団体はＮＰＯ等から申請があっ
た場合運営協議会の設置を拒むことは
できない。

運営協議会は必要ないとする市町村団
体担当者の発言がある。運営協議会の
設置を拒否することはできない旨明記願
いたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5134 51340005 11
移動サービス･ネットワーク
みやぎ

5 ボランティアによる福祉有償運送 地方公共団体での申請受付窓口の明示

地方公共団体はＮＰＯ等から申請があっ
た場合は都道府県或いは市区町村の責
任で受付け、責任ある調整をお願いした
い

運営協議会の設置主体が市町村を基本
単位としつつも広域や都道府県でも可能
とされていることによって都道府県と地
区町村が双方担当を譲り合う状態が生
じている。　　　　また、市区町村において
担当部署の譲り合いも生じている。　申
請窓口を明確に指示、受け付けるよう明
記願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 236/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４５３
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４５４
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では乳幼児、児童の輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな
いとあるが、要望は子育てについて
の社会情勢を勘案してのものであ
り、要望元よりの下記意見を踏まえ
再検討いただきたい。 ①少子高齢
化の時代の子育て支援するのは国
をあげての重要な課題であり、それ
をサポートするのが市民団体のボ
ランティア活動である。②児童を対
象とした犯罪等が多発している社会
情勢下において、通園、通学、通院
等の児童、生徒の安全を守る対策
は必要なことである。一方で核家族
化が進行し夫婦共稼ぎが一般化し
た時代に、家族が常時、児童、生徒
の通園、通学、通院等に付き添うこ
とは不可能であり、ボランティアによ
る福祉有償運送の対象から除外す
る事は適当ではない。③.ボランティ
アによる福祉有償運送は会員同士
の助け合い活動が原則であり、タク
シーなど旅客運送事業とは異なる
ものである。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 237/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5134 51340006 11
移動サービス･ネットワーク
みやぎ

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令による規制の撤廃

道路運送法第4条又は４３条による事業
許可を得た営利法人の事業所が第80条
の有償運送許可を得る場合と非営利法
人（ＮＰＯ等）が第80条の有償運送許可
を得る場合の差別を撤廃していただきた
い。

道路運送法第4条又は４３条による事業
許可を得た営利法人の事業所が訪問介
護員の持ち込み車両を一括登録という
容易な方法で使用でき非営利法人（ＮＰ
Ｏ等）が持ち込み車両を全て許可申請し
なければならないのは不公平である。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5138 51380002 11
特定非営利活動法人　地域
福祉を支える会　そよかぜ

2 ボランティアによる福祉有償車両 法令等による規制の撤廃
運送の対象者に｢乳幼児、児あい童」を
追加する。

乳幼児や保護者が同行しない児童は単
独では移動が困難であり、子育ての援
助やほ子供の安全の確保の為、通園、
通学を含めて認められるべきである。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 238/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４５５
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４５６
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では運営協議会の設置につい
ては、地方自治体が地域の実情を
総合的に勘案して判断すべきであ
り、また、行政効率の観点からも一
律に義務化することは困難であると
されているが、要望元よりの下記意
見を踏まえ、再検討いただきたい。
①地方自治体が運営協議会の設
置を拒んだ場合には、その地域の
ボランティアによる福祉有償運送は
法律違反となる為、ニーズがあって
も対応できない。②ボランティアによ
る福祉有償運送は、国および地方
自治体の手の及ばない市井の片隅
の市民活動である点で、公共交通
機関とは次元の違う話である。これ
までに、国、地方自治体および公共
交通機関が関心を持たなかった分
野である為、普段の付き合いのな
いボランティア団体から突然に運営
協議会設置の話を持ち込まれても
拒むことはあり得ることである。③
対策としては運営協議会の役割を
もっと軽微なものとして地方自治体
の負担を軽減することを通達や国
土交通省が出しているQ&Aの改定
版等で示すことではないか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 239/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5138 51380003 11
特定非営利活動法人　地域
福祉を支える会　そよかぜ

3 ボランティアによる福祉有償車両
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はNPO等からの申請が
あった場合には運営協議会の設置を拒
むことは出来ない。

すでにボランテイアによる福祉有償運送
が行なわれている地域においては、NPO
等からの申請があつた場合には、地方
公共団体は運営協議会の設置を拒むこ
とは出来ないと明記願いたい。NPO等が
地方公共団体に運営協議会の設置を申
請して拒絶された例がある。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5138 51380004 11
特定非営利活動法人　地域
福祉を支える会　そよかぜ

4 ボランティアによる福祉有償車両
地方公共団体の運営協議会の設置義
務の明示

地方公共団体はNPOからの申請があっ
た場合には市区町村長の責任で受付、
担当部署は市区町村長の責任でお願い
したい。

NPO等が地方公共団体に運営協議会の
設置を申請しても窓口をたらい回しにさ
れて、受付の部局が定まらずNPO等が
困惑している事例があると聞く。NPO等
の申請窓口としての企画課(内閣府への
申請の窓口）交通対策課（○○運輸局
○○運輸愚痴担当窓口）福祉課（高齢
福祉課、障害対策課、児童福祉課）など
を明確に指示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 240/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４５７
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では、国自旅第２４１号は、既
に道路運送法に基づく旅客自動車
運送事業者に雇用等されている訪
問介護員等が同法第８０条第１項
の許可を取るための手続きである
のに対し、国自旅第２４０号は、
NPO等によるボランティア輸送を対
象とした手続きである。このため、
前者については既に厳しい審査を
経ている事業者の管理のもとにあ
る個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素
化しているものであり、後者に対し
て不当に差別的取扱いをしている
訳ではないとあるが、更新手続きに
ついては同等にすべきとの意見も
あるので、この点について改めて検
討され、示されたい。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の要

件緩和

道路運送法第８０
条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）
「患者等の輸送
サービスを行うこと
を条件とした一般
乗用旅客自動車運
送事業の許可等の
取扱いについて」
（平成１６年３月１６
日　国自旅第４５８
号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c,d,e

＜対象者範囲の拡大＞
 有償で自動車を利用して旅客を運送する場合には、輸送の安全及び利
用者利便の確保等の観点から旅客自動車運送事業の許可を受けること
が必要である。ただし、災害緊急時や路線バスが廃止された場合に地方
公共団体が自ら代替バスを運行する場合や当該地域内の輸送の現状に
照らしてタクシー等の公共交通機関によっては移動制約者又は住民に係
る十分な輸送サービスが確保できない場合等、公共性が極めて高い場
合に限り自家用自動車による有償運送を許可しているところである。
 しかしながら、乳幼児、児童の輸送については、必ずしも公共交通機関
による十分な輸送サービスが確保できないとは限らないため、認められ

ない。
＜運営協議会の設置の義務化＞

 運営協議会の設置については、地方自治体が地域の実情を総合的に勘
案して判断すべきであり、また、行政効率の観点からも一律に義務化す
ることは困難である。しかしながら、地方自治体に対し、運営協議会が円
滑に設置されるよう格段の配慮を依頼しているところである。

＜運営協議会設置の申請窓口の明示＞
　現在、担当窓口を指定することはしていないが、市町村については基本
的に福祉又は交通担当部署と考えられる。都道府県については現在相
談窓口について照会中であり、結果がまとまり次第公表することとしてい
る。また、運輸局自動車交通部又は運輸支局輸送係に問い合わせてい

ただいてもよい。
＜申請主体の拡大＞

輸送の安全及び利用者利便の確保が必要となることから、運送主体につ
いては一定の責任を持ち得ることが必要となるため、法人に限定したもの
である。任意団体及び個人の場合、運送主体となる自治体又は非営利法
人等に所属する形で、当該団体の責任において行う運行管理体制等の

もと、運送に携わることが可能である。
＜手続きの簡素化＞

国自旅第２４１号は、既に道路運送法に基づく旅客自動車運送事業者に
雇用等されている訪問介護員等が同法第８０条第１項の許可を取るため
の手続きであるのに対し、国自旅第２４０号は、NPO等によるボランティア
輸送を対象とした手続きである。このため、前者については既に厳しい審
査を経ている事業者の管理のもとにある個人を対象としていることから、
当該許可に係る更新手続きを簡素化しているものであり、後者に対して

不当に差別的取扱いをしている訳ではない。
＜運営協議会構成員の見直し＞

運営協議会は、地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタ
できるか否かを協議するために設置される。このため、タクシー等の公共交

＜許可不要団体の明確化＞
上限運賃額のおおむね２分の１を目安とし、これを満たしているか否かは地

＜地方運輸局主宰の運営協議会の設置＞
が運営協議会を主宰することで、地域の輸送ニーズ等をより適切に反映した

回答では地方公共団体が、当該地
域内の輸送の現状に照らしてタク
シー等の公共交通機関によって、
移動制約者又は住民等にかかる十
分な輸送サービスが確保できるか
否かを協議するために設置されると
あるが、要望元よりの下記意見を
踏まえ、再検討いただきたい。①ボ
ランティア輸送の規模はタクシー等
の公共交通機関とは、台数、ドライ
バー数、走行距離、サービス提供
時間、謝礼金の額において、比較
にならない規模とレベルであり、「ボ
ランティアによる福祉有償運送」が
地域における公共交通機関の一部
を担うものとは到底考えられない。
この運営協議会の規定は、事実を
正確に把握せず、ボランティア団体
の実力を過大に評価した結果であ
る。②「ボランティアによる福祉有償
運送」の規模、実力に見合った運営
協議会を組織するように地方公共
団体の判断に委ねることを通達や
国土交通省が出しているQ&Aの改
定版等に明示願いたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 241/318
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z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5138 51380006 11
特定非営利活動法人　地域
福祉を支える会　そよかぜ

6 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃

道路運送法第４条または第４３条による
事業許可を得た営利法人の事業所が第
８０条の有償運送許可を得る場合と非営
利法人（ＮＰＯ等）が第８０条の有償運送
許可を得る場合の申請書の差別をなくし
てレベルを揃えて頂きたい。

国自旅第２４１号と国自旅第２４０号との
間には「許可の取扱いに係る様式例等」
に著しい差があるが、両者共に道路運
送法第８０条一項の許可の取扱い手続
であるので、後者を差別して取り扱うこと
は不当かつ不公平な取扱いである。前
者の様式例等に揃えてできるだけ後者
の許可申請書を簡略して頂きたい。利用
者の安全性の担保のためには、国自旅
第２４０号の道路運送法第８０条一項許
可の取扱い第４項運送の条件（４）運転
者及び（５）損害賠償措置に記載事項を
守ることで十分である。また、運輸支局
への申請書類を煩雑にする事は行政手
続の簡略化を目的とした事務合理化の
方向に逆行する事になる。

z1200047 国土交通省
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和

5138 51380007 11
特定非営利活動法人　地域
福祉を支える会　そよかぜ

7 ボランティアによる福祉有償運送 法令等による規制の撤廃
運営協議会の構成員を見直していただ
きたい。

特に「バス、タクシー等関係交通機関及
び運転者の代表」とあるが、ボランティア
による福祉有償運送とバス、タクシー等
関係交通機関とは整合或いは補完の関
係にあるとは考えられないので、バス、タ
クシー等の代表の参加は不要と考える。
ボランティアによる福祉有償運送は、ご
近所の助け合い活動が本質であり、行
政の政策或いは株式会社等の収益事業
とは領域が異なる活動である。ボラン
ティアによる福祉有償運送は、参加する
ボランティアの人数、時間数等はバス、
タクシー等関係交通機関とは比較になら
ない小規模であり、整合或いは補完の
関係にあると考えるのは著しい事実誤認
である。したがって地域に密着した福祉
輸送を充実させたいという期待に反して
運営協議会の議論は、相互に噛み合わ
ない空転したものとなると懸念される。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 242/318
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z1200049 国土交通省
ＳＳ（給油所）に併設する作業場面積に

係る規制の見直し

道路運送車両法第
８０条第１項
道路運送車両法施
行規則第５７条

自動車分解整備事業を行うための
設備基準は、道路運送車両法施行
規則第５７条に定められており、普
通自動車及び小型自動車の動力
伝達装置等を分解整備するには少
なくとも５３ｍ2の作業場面積が必要

とされている。

ｃ -

　５３ｍ2との面積要件は、自動車の
分解整備に必要な作業機械を備え
た上で、分解整備を安全かつ確実
に行うにあたり必要最小限のもので
あり、これ以上作業面積を小さくし
てしまうと、分解整備作業に従事す
る従業員の安全が確保できないば
かりか、適切な分解整備ができなく
なるおそれを生じることとなるため、
現行基準の規制緩和は困難であ

る。

①貴省の回答によれば、「５３ｍ2と
の面積要件は、自動車の分解整備
に必要な作業機械を備えた上で、
分解整備を安全かつ確実に行うに
あたり必要最小限のものであり」、
これ以上作業面積を小さくしてしま
うと、「分解整備作業に従事する従
業員の安全が確保できないばかり
か、適切な分解整備ができなくなる
おそれを生じることとなる」とのこと
であるが、本回答の根拠となるデー
タを具体的に提示いただきたい。
②①により示されたデータを踏ま
え、要望を実現するべく基準を見直
す方向で措置することの可否につ
いて、その理由も含めて回答いただ
きたい。
③要望者は、住居地域でのＳＳ併
設車両整備工場の設置を求めてお
り、建築基準法に定める住居地域
における整備工場の面積基準につ
いて緩和することについて、ご回答
いただきたい。

z1200056 国土交通省 エコミュージアムマイカータクシー特区

道路運送法第４
条、第２１条、第８
０条第１項
「福祉有償運送及
び過疎地有償運送
にかかる道路運送
法第８０条第１項に
よる許可の取扱い
について」（平成１
６年３月１６日　国
自旅第２４０号）

NPO等非営利法人によるボランティ
ア輸送については、地方公共団体
が制度の運営において責任ある役
割を果たすことを前提に、道路運送
法第80条に基づき有償運送許可を

与えている。

c

有償で自動車を利用して旅客を運
送する場合には、輸送の安全及び
利用者利便の確保等の観点から旅
客自動車運送事業の許可を受ける
ことが必要である。ただし、災害緊
急時や路線バスが廃止された場合
に地方公共団体が自ら代替バスを
運行する場合や当該地域内の輸送
の現状に照らしてタクシー等の公共
交通機関によっては移動制約者又
は住民に係る十分な輸送サービス
が確保できない場合等、公共性が
極めて高い場合に限り自家用自動
車による有償運送を許可していると

ころである。
　このため、提案のエコミュージアム
の水先案内人による有償輸送につ
いては、必ずしも公共交通機関によ
る十分な輸送サービスが確保でき
ないとは限らないため、認められな

い。
　なお、提案では、一般タクシーで
の利用については費用面で困難で
あるとされているが、タクシーの運
賃については、現行制度において
も、地域の実情に応じた多様な運
賃設定が可能となってきており、サ
テライトを廻るルート運賃の設定
も、事業者の意欲により可能と考え
る。また、当該自治体が道路運送
法に基づくコミュニティバスの運行
の許可を受けることでも対応可能で

ある。

回答では必ずしも公共交通機関に
よる十分な輸送サービスが確保で
きないとは限らないため、認められ
ないとあるが、要望は一般公共交
通機関では時間が掛かりすぎる
点。又一般タクシーでは金銭的に負
担が大きい点をあげている。この点
を踏まえて対応策を検討されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 243/318
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z1200049 国土交通省
ＳＳ（給油所）に併設する作業場面
積に係る規制の見直し

5063 50630003 11 石油連盟 3
ＳＳ（給油所）に併設する作業場面積に
係る規制の見直し

ＳＳ（給油所）に車両整備工場を併設す
る場合、道路運送車両法により、作業場
面積は「53㎡以上」とすることが定められ
ている。
しかしながら、建築基準法により第1種な
らびに第2種住居地域における整備工場
は、「50㎡以下」にするよう定められてお
り、同地域では、僅か「3㎡」の差異で車
両整備工場を併設したＳＳを展開するこ
とができない。
したがって、道路運送車両法上の作業
場面積基準を「53㎡以上」から「50㎡以
上」に引き下げていただきたい。

車検期間の延長等により、自動車ユー
ザーの車両メンテナンスに対する自己管
理意識が高まるなかで、約50,000ヶ所に
及ぶ全国のＳＳネットワークを活用し、車
両整備工場をＳＳに併設することは、消
費者の利便性向上に大きく貢献するた
め、第1種、第2種住居地域においても、
こうした高付加価値型ＳＳを設けられる
ようにしていただきたい。

説明資料
【SS（給油所）に併設する作業場面積に
係る規制の見直し要望】

z1200056 国土交通省
エコミュージアムマイカータクシー特
区

5071 50710002 11
ＮＰＯ名古屋エアーフロント
協会（設立準備中）

2 エコミュージアムマイカータクシー特区

エコミュージアムを運営するＮＰＯの水先
案内人の自家用車をタクシーとして見学
者に提供する。現在規制課改革の制度
に則っとり僻地や福祉の現場で有料でタ
クシー代わりに自家用車が使われてい
るが、エコミュージアムの場合にもＮＰＯ
の水先案内人の自家用車のタクシー化
を認めてほしい。

来年２月に現名古屋空港は定期便が中
部国際空港に一元化される。地盤沈下
する名古屋空港の地域再生の一環とし
て名古屋空港にコアを置くエコミュージア
ムをＮＰＯで構築したい。但し名古屋空
港周辺は交通体系が名古屋市から放射
線状に広がりそれらを横断してサテライ
トをめぐるのは一般公共交通機関では
時間が掛かりすぎる。又一般タクシーで
は多くをめぐるには金銭的に負担が大き
すぎるし心に余裕が持てない。そこで折
角水先案内人をつけるならその自家用
車をタクシー化して金銭的にも時間的に
も有効利用をはかり合理化したい。

訪問者の約１割が水先案内人を利用す
るとのこと（先進地：山形県朝日町の実
績）。但し女性の年配者については足の
問題が大きな課題。自家用を持たない
見学者にとってコアからサテライト、サテ
ライトからサテライトの移動手段を考えな
ければならない。一元化を期に現名古屋
空港のアクセス機関は壊滅状態になル
ことが予想されエコミュージアムの発展
のためぜひ実現したい。

日本の先進地：山形県朝日町見学報告
書：添付

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 244/318
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z1200057
警察庁、
国土交通省

「中型運転免許」創設に伴う各種規制の
見直しについて

【高速道路料金関
係】

道路整備特別措置
法第２条の４、１１
条

道路整備特別措置
法施行令第１の
５、第１の６

【道路運送車両の
保安基準関係】
道路運送車両の保
安基準第１８条の
２・第４１条・第４４
条・第４８条の２

【高速道路料金関係】
高速道路料金の車種区分は、道路
運送車両法等の区分により規定し
ており、普通貨物自動車について
は、道路交通法の区分による車両
総重量８トンを１つの区分としてい

る。

【道路運送車両の保安基準関係】
道路運送車両法では、普通自動車
に対する車両総重量の上限として８
トンという設定は行っていない。保
安基準では､交通事故の発生状況
等に基づき､大型トラックの事故防
止を目的とした一部の規定におい
て､車両総重量８トンを規制対象の
区分としている。

ｂ -

【高速道路料金関係】
高速道路料金の車種区分について
は、「中型運転免許」創設を踏まえ
た道路運送車両法等の関係法令
の改正の動向を見ながら、負担の
公平の観点も踏まえて検討する。

【道路運送車両の保安基準関係】
道路運送車両の保安基準では、事
故実態等を考慮し、様々な基準を
それぞれの基準の趣旨に対応した
規制区分（1.7ｔ、2.5ｔ、3.5ｔ、7ｔ、８ｔ
等）を設けている。このうち車両総
重量８ｔを規制区分としている基準
については、車両総重量が大きくな
るに従って事故の発生割合が大き
くなる傾向にあることから設けてい
るものであり、運転免許の区分と
は、直接関連はしないが、運転免許
制度の改正により、使用実態や事
故実態が変化することも考えられる
ことから、改正後のこれらの実態を
注視し、必要に応じ見直しを行う。

0

回答では関係法令の改正の動向も
見ながら負担の公平の観点も踏ま
えて検討するとあるが、平成17年度
までに実施される事の可否につい
て改めて検討されたい。

z1200058 国土交通省 駆動軸重の軸重規制緩和

車両制限令第３条第
1項第２号ロ、海上コ
ンテナ用セミトレーラ
連結車に係る取扱い
について（平成１５年
５月９日国土交通省
道路局道路交通管
理課長通達）

道路運送車両の保
安基準第４条の２

特殊車両通行許可に
係る許可限度重量の
特例措置について
（平成１５年３月２０日
国土交通省道路局
道路交通管理課長
通達）

海上コンテナ用セミト
レーラ連結車に係る
取扱いについて（平
成１５年５月９日国土
交通省道路局道路
交通管理課長通知）

道路運送車両法第
40条（道路運送車両
の保安基準第４条の
２）

軸重の一般的制限値は１０トン以
下。

フル積載海上コンテナを積載したト
レーラをけん引するトラクタのうち、
エアサスペンションを装着するもの
の駆動軸重は、１１．５トンまで特殊
車両通行許可及び基準緩和の対

象。

ｂ Ⅳ

　エアサスペンションを装着するトラ
クタで、フル積載対応海上コンテナ
用トレーラーを牽引するものについ
ては、自動車産業界等との協力の
下、道路構造物への影響について
技術的検討を行った結果、一定の
緩和効果が認められたため、必要
な条件を満たす車両について通行
を許可している。その他の車両につ
いては、車両の構造又は積載する
貨物が特殊でありやむを得ないと
認められ、かつ、海上コンテナ用ト
ラクタの場合と同様の技術的検討
を行い、一定の緩和効果が認めら
れた場合には対象とすることが可

能。

0

回答ではその他の車両について
は、車両の構造又は積載する貨物
が特殊でありやむを得ないと認めら
れ、かつ、海上コンテナ用トラクタの
場合と同様の技術的検討を行い、
一定の緩和効果が認められた場合
には対象とすることが可能とある
が、技術的検討の対応スケジュー
ル及び平成17年度までに実施され
る事の可否につき示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 245/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200057
警察庁、
国土交通省

「中型運転免許」創設に伴う各種規
制の見直しについて

5076 50760002 11 （社）全日本トラック協会 2
「中型運転免許」創設に伴う各種規制の
見直しについて

「中型運転免許」創設に伴う各種規制の
見直し

普通免許→車両重量５トン、車両総重量
８トン

道路交通法改正により、貨物自動車に
係る運転免許制度は、「大型免許」を車
両総重　量１１トン以上とし、同じく５トン
から１１トンを「中型免許」として創設され
ましたが、運転免許制度の基準と同様に
その他の規制及び有料道路の通行料金
区分等について、「大型」は車両総重量
１１トン以上とするよう見直しをされたい。

z1200058 国土交通省 駆動軸重の軸重規制緩和 5076 50760004 11 （社）全日本トラック協会 4 駆動軸重の軸重規制緩和 駆動軸重の軸重規制緩和 自動車の軸重→最大１０トン

軸重規制については、今般フル積載対
応海コン用トレーラを牽引するトラクタの
うち、必要な条件を満たす２軸トラクタに
ついては、駆動軸重１１．５トン以下まで
認められたところであるが、物流効率化
の促進及び物流コストの低減に資する
観点から、その他同程度の条件を満た
す車両の駆動軸重についても、軸重１０
トン規制を欧州並みの１１．５トンへ引き
上げられたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 246/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200058 国土交通省 駆動軸重の軸重規制緩和

車両制限令第３条第
1項第２号ロ、海上コ
ンテナ用セミトレーラ
連結車に係る取扱い
について（平成１５年
５月９日国土交通省
道路局道路交通管
理課長通達）

道路運送車両の保
安基準第４条の２

特殊車両通行許可に
係る許可限度重量の
特例措置について
（平成１５年３月２０日
国土交通省道路局
道路交通管理課長
通達）

海上コンテナ用セミト
レーラ連結車に係る
取扱いについて（平
成１５年５月９日国土
交通省道路局道路
交通管理課長通知）

道路運送車両法第
40条（道路運送車両
の保安基準第４条の
２）

軸重の一般的制限値は１０トン以
下。

フル積載海上コンテナを積載したト
レーラをけん引するトラクタのうち、
エアサスペンションを装着するもの
の駆動軸重は、１１．５トンまで特殊
車両通行許可及び基準緩和の対

象。

ｂ Ⅳ

　エアサスペンションを装着するトラ
クタで、フル積載対応海上コンテナ
用トレーラーを牽引するものについ
ては、自動車産業界等との協力の
下、道路構造物への影響について
技術的検討を行った結果、一定の
緩和効果が認められたため、必要
な条件を満たす車両について通行
を許可している。その他の車両につ
いては、車両の構造又は積載する
貨物が特殊でありやむを得ないと
認められ、かつ、海上コンテナ用ト
ラクタの場合と同様の技術的検討
を行い、一定の緩和効果が認めら
れた場合には対象とすることが可

能。

0

回答ではその他の車両について
は、車両の構造又は積載する貨物
が特殊でありやむを得ないと認めら
れ、かつ、海上コンテナ用トラクタの
場合と同様の技術的検討を行い、
一定の緩和効果が認められた場合
には対象とすることが可能とある
が、技術的検討の対応スケジュー
ル及び平成17年度までに実施され
る事の可否につき示されたい。

z1200059 国土交通省 ３軸車２５トンまでの規制緩和

道路法第４７条第
１項及び第２項

車両制限令第３条
第１項第２号イ

車両の通行の許可
の手続等を定める
省令第１条

道路運送車両法第
40条（道路運送車
両の保安基準第４
条）

車両総重量は、車長及び軸距に応
じて最大２５トン。

ｃ －

　車両総重量については、平成５年
度に、車長１１メートル以上及び最
遠軸距７メートル以上の車両は２５
トンまで緩和したところであるが、車
長及び軸距の短い車両について総
重量を緩和した場合には橋梁の単
位面積当たりの荷重が大きくなり、
橋梁に対する影響が極めて大きく
なる。そのため、橋梁を健全な状態
で利用者にサービス提供するため
には、橋梁に対する影響を一定以
下に制限することが必要である。
　例えば、現在の車長１１メートルを
９メートルに緩和した場合、主げた
に対する車両の影響が１．２倍程度
以上に増加すると試算され、この影
響を緩和するためには多くの橋梁
の主げたを短期間に補強する必要
が生じる。その場合には、莫大な費
用（平成５年度以降に２５トン対応
の橋梁補強を行った場合は１橋当
たり６０～８０百万円の費用を要し
た事例もあるが、直轄国道の橋長
が１５メートル以上の橋梁は約１万
橋存在）がかかることや、主要な道
路の橋梁の通行止め若しくは通行
制限に伴う渋滞を引き起こすことな
どからその社会的損失は少なくな
いと考えられるため、当該規制を緩
和することは困難である。

0

貴省回答は１１月に実施した「規制
改革集中受付月間」に係る回答と
同様であるが、その後、引き続き要
望もある事から、見直しの可否につ
いて再検討され、示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 247/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200058 国土交通省 駆動軸重の軸重規制緩和 5078 50780046 11 (社)日本経済団体連合会 46
駆動軸重の軸重規制緩和

【新規】

　２軸トラクタの軸重規制について、「２軸
トラクタの駆動軸重に関する試験及び判
定方法」により適合したトラクタについて
は、フル積載対応海上コンテナけん引用
か否かの別に関係なく、軸重制限を11.5
トンまでとすべきである。

①フル積載対応海上コンテナけん引の２
軸トラクタは、「２軸トラクタの駆動軸重に
関する試験及び判定方法」により適合し
た場合、軸重11.5トンまで走行が認めら
れている。
②軸重制限の緩和により、物流効率化
の促進及び物流コストの低減が期待で
きる。

　現在、軸重の制限値は、フル積載対応
海上コンテナけん引の２軸トラクタを除
き、「２軸トラクタの駆動軸重に関する試
験及び判定方法」により適合した場合で
も、10トン以下とされている。

z1200059 国土交通省 ３軸車２５トンまでの規制緩和 5076 50760006 11 （社）全日本トラック協会 6 ３軸車２５トンまでの規制緩和 ３軸車２６トンまでの規制緩和
軸重５.５m未満の自動車の車両→総重
量２０トン

公共事業等の建設資材等の運搬を行っ
ているダンプカー、コンクリートミキサー
車等については、輸送の効率化等に資
するため、車長、軸距にかかわらず３軸
車２５トンまでの車両総重量規制の緩和
を図られたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 248/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200060 国土交通省
事業用の土砂等運搬大型自動車に関
する表示番号制度の廃止

土砂等を運搬する
大型自動車による
交通事故の防止等
に関する特別措置
法第３条第２項、
第４条、第６条

土砂等を運搬する大型自動車を使
用する者は、当該車両について表
示番号の指定を受け、また、表示
番号を自動車の外側に見やすいよ
うに表示しなければならない。

c -

運賃負担力の小さいもの等を運搬
する土砂等運搬大型自動車は、速
度制限違反、積載制限違反及び過
労運転を生じやすく、一旦事故を起
こした場合は重大事故となる可能
性が高い。したがって、土砂等を運
搬する大型自動車による交通事故
の防止等に関する特別措置法にお
いては、道路運送法により義務付
けられている使用者等の表示に比
べて、より見やすい表示番号を表示
することにより運転者・使用者の無
謀な運転に対する自戒自粛を促す
こととしている。このため、表示番号
制度の廃止は困難。

貴省回答は１１月に実施した「規制
改革集中受付月間」に係る回答と
同様であるが、その後、引き続き要
望もある事から、見直しの可否につ
いて再検討され、示されたい。

z1200061 国土交通省
土砂等運搬大型車に関する積載重量
の自重計の取付け義務の廃止

土砂等を運搬する
大型自動車による
交通事故防止等に
関する特別措置法
第３条第３条第２
項、第４条、第６条

土砂等を運搬する専ら貨物を運搬
する構造となっている道路交通法
第３条に規定する大型自動車を使
用する者は、技術上の基準に適合
する積載の重量計を当該土砂等運
搬大型車両に取り付けなければな
らないこととなっている。

ｃ -

ダンプカーの過積載は、依然として
厳しい状況にあることから、仮に自
重計の取付義務を廃止する場合に
は、これに変わる過積載防止装置
の備え付けを規定する必要があり、
現在考えられる装置としては、過積
載を行った場合に走行を不能にす
る装置があるものの、自重計より遙
かに高額であることから現実的では
なく、自動車使用者負担増及び物
流コストの増加となることから自重
計の取付義務規定を廃止すること
は困難である。

貴省回答は１１月に実施した「規制
改革集中受付月間」に係る回答と
同様であるが、その後、引き続き要
望もある事から、見直しの可否につ
いて再検討され、示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 249/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号
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要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
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（特記事項）

z1200060 国土交通省
事業用の土砂等運搬大型自動車
に関する表示番号制度の廃止

5076 50760007 11 （社）全日本トラック協会 7
土砂等を運搬する大型自動車に係る規
制の緩和

土砂等を運搬する大型自動車に係る規
制の緩和

土砂等を運搬する大型自動車を使用す
るものは、当該車両について表示番号
の指定を受け、また表示番号を表示しな
ければならない。

「土砂等を運搬する大型自動車による交
通事故の防止等に関する特別措置法」
等に基づく以下の規制について、物流コ
ストの軽減を図る観点から、早期に緩和
されたい。
（１）営業用貨物自動車には、使用者の
名称等の表示が義務付けらていること
から、二重規制となる営業用ダンプカー
への「表示番号の指定」及び「表示番号
の表示」義務については廃止されたい。

z1200061 国土交通省
土砂等運搬大型車に関する積載重
量の自重計の取付け義務の廃止

5076 50760007 21 （社）全日本トラック協会 7
土砂等を運搬する大型自動車に係る規
制の緩和

土砂等を運搬する大型自動車に係る規
制の緩和

土砂等を運搬する大型自動車を使用す
るものは、当該車両に積載重量の自重
計を取り付けなければならない。

「土砂等を運搬する大型自動車による交
通事故の防止等に関する特別措置法」
等に基づく以下の規制について、物流コ
ストの軽減を図る観点から、早期に緩和
されたい。
（２）ダンプカーへの「積載重量の自重
計」の取付け義務については、営業用に
ついては運行管理等により、過積載違
反が大幅に減少している現状に鑑み、
物流コストの低減を図る観点から早期に
廃止されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 250/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
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措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200062 国土交通省
セミトレーラー連結車の通行認定許可

条件（長さ）の緩和

海上コンテナ用セ
ミトレーラ連結車の
橋梁照査式適合車
両の取扱いについ
て（平成１０年３月
３１日建設省道路
局道路交通管理課
長、建設省道路局
企画課長通達）

寸法に関する通行条件については
車両の諸元と経路により必要に応
じた通行条件（Ａ～Ｃ条件）を付与

ｃ －

　道路は一定の諸元の車両の通行
を想定し、この車両が安全かつ円
滑に通行できるよう設計されてお
り、車両制限令によって道路を通行
する車両の寸法、重さ等の最高限
度（一般的制限値）を定め（長さの
場合１２ｍ）、制限しており、一般的
制限値を超える車両については道
路管理者の許可を得て通行するこ
ととなっている。許可にあたっては、
個別に車両の諸元と経路ごとに審
査を行い、長さ１２ｍを超える車両
の通行にあっては、直線部を通行
する場合、又は交差点や曲線部に
おいて対向車線等を侵さずに通行
できる場合は特別の条件を付さな
い、又は徐行（Ｂ条件）で通行が可
能である。しかし、対向車線等を侵
す場合は、徐行、及び前後に誘導
車を配置（Ｃ条件）し、安全な通行を
確保することが必要となる。
　よって、車両の大きさ、経路に関
わらず一律に特別の条件を付さな
い、又は徐行（Ｂ条件）とすることは

困難。

0

回答では直ちにすべての道路にお
いて長さの一般的制限値を引き上
げ、１７ｍまでの長さの車両が徐行
などの通行条件なしに通行すること
を可能とすることは、安全等の観点
から困難とあるが、要望には、セミト
レーラ連結車については、車長１
６．５メートルであって、幅、高さ、重
量が車両制限令の最高限度内であ
れば原則として、Ｂ条件以下での通
行許可条件での包括的な許可とい
う点もあるので、この点についての
具体策を検討され、改めて示された
い。

z1200062 国土交通省
セミトレーラー連結車の通行認定許可

条件（長さ）の緩和

海上コンテナ用セ
ミトレーラ連結車の
橋梁照査式適合車
両の取扱いについ
て（平成１０年３月
３１日建設省道路
局道路交通管理課
長、建設省道路局
企画課長通達）

寸法に関する通行条件については
車両の諸元と経路により必要に応
じた通行条件（Ａ～Ｃ条件）を付与

ｃ －

　道路は一定の諸元の車両の通行
を想定し、この車両が安全かつ円
滑に通行できるよう設計されてお
り、車両制限令によって道路を通行
する車両の寸法、重さ等の最高限
度（一般的制限値）を定め（長さの
場合１２ｍ）、制限しており、一般的
制限値を超える車両については道
路管理者の許可を得て通行するこ
ととなっている。許可にあたっては、
個別に車両の諸元と経路ごとに審
査を行い、長さ１２ｍを超える車両
の通行にあっては、直線部を通行
する場合、又は交差点や曲線部に
おいて対向車線等を侵さずに通行
できる場合は特別の条件を付さな
い、又は徐行（Ｂ条件）で通行が可
能である。しかし、対向車線等を侵
す場合は、徐行、及び前後に誘導
車を配置（Ｃ条件）し、安全な通行を
確保することが必要となる。
　よって、車両の大きさ、経路に関
わらず一律に特別の条件を付さな
い、又は徐行（Ｂ条件）とすることは

困難。

0

回答では直ちにすべての道路にお
いて長さの一般的制限値を引き上
げ、１７ｍまでの長さの車両が徐行
などの通行条件なしに通行すること
を可能とすることは、安全等の観点
から困難とあるが、要望には、セミト
レーラ連結車については、車長１
６．５メートルであって、幅、高さ、重
量が車両制限令の最高限度内であ
れば原則として、Ｂ条件以下での通
行許可条件での包括的な許可とい
う点もあるので、この点についての
具体策を検討され、改めて示された
い。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 251/318
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z1200062 国土交通省
セミトレーラー連結車の通行認定許
可条件（長さ）の緩和

5076 50760010 11 （社）全日本トラック協会 10
セミトレーラ連結車の通行認定許可条件
（長さ）の緩和について

セミトレーラ連結車の通行認定許可条件
（長さ）の緩和について

セミトレーラ連結車車長１６m超→Ｃ条件
での走行規制

要望は国際海上コンテナ貨物（16.5ｍ）
を牽引する場合はＢ条件となっている道
路について、
同じ長さで国際海上コンテナ以外の貨物
を運ぶ場合にＣ条件とする事の見直しで
あり、
この点についての具体的な対応策を改
めて検討され、示されたい。

z1200062 国土交通省
セミトレーラー連結車の通行認定許
可条件（長さ）の緩和

5078 50780045 11 (社)日本経済団体連合会 45

セミトレーラー連結車の通行認定許可条
件（長さ）の緩和

【新規】

　セミトレーラ連結車については、車長１
６．５メートルであって、幅、高さ、重量が
車両制限令の最高限度内であれば、輸
送貨物の別に関係なく、Ｂ条件以下で包
括的に通行許可を付与すべきである。

要望は国際海上コンテナ貨物（16.5ｍ）
を牽引する場合はＢ条件となっている道
路について、
同じ長さで国際海上コンテナ以外の貨物
を運ぶ場合にＣ条件とする事の見直しで
あり、
この点についての具体的な対応策を改
めて検討され、示されたい。

　現在、セミトレーラ連結車は、海外コン
テナ貨物を輸送する場合を除き、幅、高
さ、重量が車両制限令における最高限
度内であっても、車長が１６メートルを超
えると、走行許可条件がＣ条件とされて
いる。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 252/318
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z1200063 国土交通省 高速道路料金の軽減化

道路整備特別措置
法第２条の４、第７
条の４、第７条の１
５、第１１条
道路整備特別措置
法施行令第１条の
５、第１条の６

高速道路の料金については、道路
整備特別措置法第１１条に基づき、
「新設、改築その他管理に要する費
用で政令（施行令第１条の５）で定
めるものを償うものであり、かつ、公
正妥当なものでなければならな
い。」とされている。

ｂ -

現在、別納割引制度の廃止を踏ま
えた新たな制度創設に向け、大口・
多頻度利用者の利便性などの観点
から、また、利用者の意向も把握し
つつ、事業協同組合の取り扱いや
割引率の設定方法も含め幅広く検
討しているところである。
高速自動車国道の料金について
は、公団の民営化までの間にＥＴＣ
の活用等により平均１割程度の料
金の引き下げを行うことに加え、別
納割引制度の廃止を踏まえた更な
る引き下げを行うところである。

0

回答では大口・多頻度利用者の利
便を図る新たな割引制度を検討中
とあるが、平成17年度までに実施さ
れる事の可否について改めて検討
されたい。

z1200068 国土交通省

バスを基調にした新交通システム
（IMTS）に対する適用規制の見直し

【新規】

動力車操縦者運転
免許に関する省令
（第３条第１項及び
第２項、第４条第１
項及び第２項）

鉄道に関する技術
上の基準を定める
省令（第８３条）

【運転免許関係】
動力車操縦者運転免許に関する省
令は、輸送の安全を確保するため、
列車等を操縦する係員の操縦に関
する知識、技能等を定めたものであ

る。

【火災対策関係】
　鉄道に関する技術上の基準を定
める省令は、安全な輸送及び安定
的な輸送の確保を図るため、車両
等について技術上の基準を定めた

ものである。
　同省令では、技術上の基準を一
律の仕様で規定せず必要な性能に
着目して規定している。

　これにより、新技術の導入の円滑
化、鉄道事業者の技術的自由度の
向上等を図ることが可能となってい

る。

ｄ

ｄ

磁気誘導式鉄道（IMTS）は、通常、
無人運転とし、運行システムに異常
が発生した場合等に限り有人運転
とすると承知しているが、有人運転
における操縦者の運転免許につい
ては、動力車操縦者運転免許に関
する省令第３条第２項の規定を適
用して、ＩＭＴＳの運行システムに即
した試験を実施することにより、受
験者に対する負担を軽減することと

する。

　車両の火災対策についても、線区
の状況や使用実態が通常の自動
車と同様と認められる車両であっ
て、自動車の火災対策に係る保安
基準に適合しているものは、鉄道に
必要な火災対策の性能に係る基準
にも適合するものとして扱うことが
可能であると考えられる。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 253/318
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z1200063 国土交通省 高速道路料金の軽減化 5076 50760011 11 （社）全日本トラック協会 11 高速道路料金の軽減化 高速道路料金の軽減化
別納割引制度の廃止→平成１６年度中
に新たな割引制度の創設

規制改革・民間解放３カ年計画における
措置事項として、別納割引制度の廃止
に伴い平成１６年度を目途に高速道路
において大口・多頻度利用者に対する、
ＥＴＣ利用を前提とした新たな割引制度
を創設するとされているが、その際は、
事業協同組合の利用を含め同等の割引
制度を創設されたい。また、我が国の高
速道路料金は、世界に例を見ない高水
準となっていることから、高速道路通行
料金を大幅に引下げられたい。

z1200068 国土交通省

バスを基調にした新交通システム
（IMTS）に対する適用規制の見直し

【新規】

5078 50780047 11 (社)日本経済団体連合会 47

バスを基調にした新交通システム
（IMTS）に対する適用規制の見直し

【新規】

①バスを基調にした新しい交通システム
に対する適用規制を整備すべきである
（運送事業法および技術基準等の策
定）。
②基本的には鉄道事業法等の適用を原
則とする場合でも、少なくとも不合理な規
制に関しては、特例措置を講ずる等、適
用規制を見直すべきである。

①バス車両をベースとした交通システム
に鉄道法規を適用しているため、車両構
造・運転取扱い等の点で実態にそぐわな
い面があり、新しい交通システム普及の
障害となる。
例）
・天然ガスを燃料としたバスベースの車
両の場合でも、鉄道事業法では内燃機
関という位置付けになり、運転手に
ディーゼル機関車の免許が必要となる。
・車両の構造基準の中で、防火対策が
鉄道とバスで異なっており、バスベース
の車両の場合でも厳しい鉄道基準が適
用される。
②公共交通の普及により、渋滞・交通事
故・環境負荷低減が期待できる。

　海外のみならず国内でも、鉄道系と自
動車系の中間に位置するような、自動運
転バス車両をベースとした新しく廉価な
中距離・中量輸送システムが出現してき
ている。しかしながら、わが国の現状で
は、これに対応する適当な法規がなく、
従来からの鉄道系の法規を適用してい
るため、不合理な規制が生じている。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 254/318
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z1200069 国土交通省
引火性危険物積載船に係わる規制の

緩和

港則法第６条、第
２３条

大型液化ガスタン
カー及び大型液化
ガスタンカーバー
スの安全防災対策
（昭和60年８月27
日、保警安第114
号　保警防第53
号）

①船舶が特定港において危険物の
荷役を行う場合には、港長の許可
を受けなければならないこととなっ
ている。夜間着桟については、危険
物荷役許可に際して考慮していると

ころである。
②函館港、京浜港、大阪港、神戸
港、関門港、長崎港及び佐世保港
への夜間入港に際しては、港長の
許可を受けなければならない。

Ｃ －

①②夜間は、昼間に比べて周囲の
把握が困難であり、操船上の危険
性が高く、事故が発生した場合の
初動対応の不備も懸念されるた
め、昼間以上の安全対策が必要で
ある。また、個々の港、バースによ
り、船舶通行実態やバースの配置
等が異なるため、これらを考慮に入
れた安全対策を検討する必要があ
る。したがって、引火性危険物積載
船の夜間着桟を実施するために
は、個々のバースにおいて、夜間の
照明、有効な操船支援及び航行援
助施設、必要な防災設備等につい
て、詳細に検討していただき、当該
検討に基づく安全対策・体制を整え
ていただく必要がある。

現行制度上、危険物積載船の夜間
入港・夜間着桟は原則的には禁止
され、港長の許可などがある場合
に例外的に認められるとされている
ため、港長が許可を出すことに萎縮
的となっており、実質上、許可され
ないことが多い。そこで、昨今の船
舶性能、航行技術、安全防止装置
や航路監視システム等の進捗を鑑
み、夜間入港・着桟を原則可能と
し、港長の判断により、場合によっ
ては禁止するという制度設計などを
検討されたい。

z1200070 国土交通省
内航海運暫定措置事業の適用期間の

明示と早期終了

内航海運組合法第
８条、第12条、第
57条

内航海運暫定措置
事業規程第30条

　内航海運暫定措置事業は、スク
ラップ・アンド・ビルド方式による船
腹調整事業の解消により、事実上
の経済的価値を有していた引当資
格が無価値化する経済的影響を考
慮したソフトランディング施策である
とともに、内航海運の構造改革を推
進する観点から、船腹需給の適正
化と競争的市場環境の整備を図る
ための事業である。同事業は、平
成10年5月に導入されているが、そ
の際、船舶の平均的使用期間と暫
定措置事業の収支を踏まえ、解撤
等交付金の交付を15年間実施し収
支相償った時点で終了することとし

ている。

ｃ ―

①　内航海運暫定措置事業は、収
支相償った時点で終了することと
なっており、今後の建造納付金額
及び解撤交付金申請額が不明であ
る現時点においては、同事業の適
用期間の明示は不可能である。

②　また、早期に同事業を終了した
場合、現時点ではソフトランディング
施策としての役割が未だ果たせて
いないことに加え、船腹需給の適正
化と競争的市場環境の整備を通じ
た内航海運の構造改革が進展しな

いこととなる。

③　更に、同事業を途中で終了した
場合、内航海運業者間の公平性の
確保の問題が発生するとともに、同
事業に係る残存債務の処理の問題
を生じさせることとなる。

同事業は、総交付金の収支が相
償った時点で解消することとなって
いるが、建造に際して多額の納付
金を支出しなければならないため、
多数の解撤に対して建造が極端に
少ないという悪循環に陥っており、
事業解消時期の目処が立っていな
い。暫定的な事業でありながら、そ
の終了予定を示せないということ
は、結局、同事業の行き詰まりを証
明していることに他ならない。同事
業終了に向けた建設的な議論をす
べきである。ついては、①内航海運
暫定措置事業の早期終了に向けた
取り組みについて具体的に示され
たい。
②当該取り組みを踏まえた実施時
期の明確化の可否について再検討
され、実施時期を示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 255/318
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z1200069 国土交通省
引火性危険物積載船に係わる規制
の緩和

5078 50780049 11 (社)日本経済団体連合会 49
引火性危険物積載船に係わる規制の緩
和

①夜間着桟については、投光機の使用
等、一定の条件のもとで日没後の着桟を
許可すべきである。
②外航タンカーの夜間入港についても、
夜間入港安全対策の事前提示による包
括許可を認めるべきである。

①現行、日没後の離桟については許可
されていることから、桟橋の夜間照明設
備等一定の条件を満たすことを条件に、
日没後の着桟についても可能とすること
で、桟橋利用の効率化や、船舶運航の
効率化が図られ、わが国港湾の国際競
争力向上も期待できる。
②外航タンカーの夜間入港については、
次の安全対策改善に向けた多方面から
の取組みにより、対応可能と考える。オ
イルタンカーの船舶構造変化（ダブルハ
ル化）、レーダー装置等安全確保・危険
防止装置の発達、GPS装置等船舶位置
確認装置の精度・性能向上ISMコード導
入による船舶安全管理の向上、桟橋照
明設備の改善　等。
③船舶運航効率化による必要船舶の減
少により、将来の船員不足対策となるほ
か、引火性危険物積載船の湾内停泊時
間を短縮でき、港湾の安全対策に資す
る。

①引火性危険物積載船については、平
成７年度より一定の基準を満たしていれ
ば、日没後の荷役開始が可能になった
が、日没後の着桟は禁止されている。
②外航タンカーの夜間入港についても、
引火性危険物積載船については、事前
提示による包括許可が認められていな
い。

z1200070 国土交通省
内航海運暫定措置事業の適用期
間の明示と早期終了

5078 50780050 11 (社)日本経済団体連合会 50
内航海運暫定措置事業の適用期間の
明示と早期終了

　内航海運暫定措置事業の適用期間を
明示し、できる限り早期に終了させること
により、内航海運業の自由化を促進す
べきである。

①Ｓ＆Ｂによる船腹調整に代わり、内航
海運暫定措置事業が導入されたが、建
造者は建造等納付金の費用負担があ
り、新船建造コスト負担が大きい。わが
国産業の国際競争力を強化する観点か
らも、当該暫定措置事業を早期に終了さ
せ、新船建造に係るコストアップを抑制
する必要がある。
②近代化への早期転換により、輸送効
率の向上が期待できる。

　内航海運暫定措置事業は、船腹調整
事業の解消に伴い、引当資格が事実上
無価値化することによる経済的悪影響を
考慮し、1998年５月に導入された。同事
業は、船舶を解撤する事業者に交付金
を交付するとともに、新たに船舶を建造
する事業者から納付金を納付させ、交付
金の原資とすること等を内容とするもの
である。
1999年３月の規制緩和推進３か年計画
において、「できるだけ短い一定期間に
限って当暫定措置事業を導入する」旨が
明記されているが、暫定措置事業事業
規程には、具体的な適用期間が明示さ
れていない。また、2002年４月にとりまと
められた「次世代内航海運ビジョン」にお
いて、同事業についてはシンデレラプロ
ジェクトの実施、運営方法の見直し等を
円滑かつ着実に実施していくことが必要
とされている。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 256/318
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z1200071 国土交通省 中型航空機の事業運航基準の見直し

航空法令等において、航空運送事
業者に対して課せられている運航
上の安全基準は、原則として当該
航空機の最大離陸重量が5.7t（回
転翼機にあっては9.08t）を境に異な
るものとなっている。

c

航空法令等で定める技術上の基準
は、国際民間航空条約附属書に定
める国際標準に準拠したものであ
るが、当該国際標準では航空運送
事業の航空機の最大離陸重量5.7ｔ
（回転翼機にあっては9.08t）で安全
基準の区分けがなされている。した
がって、国際標準との整合性を維
持する観点から、運航基準の区分
を含めた安全規制の見直しを行うこ

とは困難。

わが国航空法令が国際標準に準
拠しているため、運航基準の見直し
が困難とされているが、同標準を踏
まえつつも、実態に即した基準の細
分化を図ることは、国際標準の趣
旨に反するものではないと考えられ
る。経済的な効率性や、ビジネス
チャンスの拡大という観点を踏ま
え、実態に即した基準の細分化を
検討すべきある。

z1200020

法務省、財務省、
厚生労働省、農林
水産省、経済産業
省、国土交通省

輸出入・港湾諸手続の簡素化促進 港則法

港内における船舶交通の安全及び
港内の整とんを図るため、特定港
に入出港等する船舶は、港則法に
基づいた各種申請等を港長に対し
て行わなければならない。
　港湾の適切な運営・管理のため、
港湾に入出港等する船舶は、条例
等に基づいた各種申請等を港湾管
理者に対して行わなければならな

い。

b

１．手続の見直しについては、規制
改革・民間開放推進3か年計画にお
いて、シングルウィンドウ化の成果
と問題点を踏まえ、申請手続や申
請書類の徹底した省略、簡素化を
図り、速やかにワンストップサービ
スの一層の推進を図ることとしてお
り、関係者の意見をふまえて、業
務・システムの最適化計画を平成
17年度末までのできる限り早期に
策定するよう、関係府省と検討を進
めているところである。

２．また、手続の簡素化、国際標準
への準拠の一環として、外国船舶
の入出港に関する手続や必要書類
の簡易化を図ることを内容とする
「国際海運の簡易化に関する条約
（仮称）（FAL条約）」の平成16年度
中の批准に向け関係省庁は一体と
なって取り組んでいるところである。

業務・システムの最適化計画の策
定を平成16年度までに実施するこ
との可否について改めて検討され、
実施時期を明確化されたい。16年
度中に策定困難とされる理由あら
ば具体的に示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 257/318
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z1200071 国土交通省
中型航空機の事業運航基準の見
直し

5078 50780052 11 (社)日本経済団体連合会 52 中型航空機の事業運航基準の見直し

　事業運航基準について、飛行機の重
量･座席数･運航目的によって細分化し､
より運航実態に則したものに早急にすべ
きである。例えば、事業運航基準の区分
を5.7トンから搭乗者数20人へ変更する
とともに、これに伴う関連規定（着陸距離
の緩和など）を見直す、などの措置が必
要である。

①陸上交通に於いては、路線バス･貸切
バス･タクシーと区分されているが、航空
交通についても、ビジネスチャンスの拡
大、経済の活性化という観点から、同様
に実態に則した区分けが必要である。
②中型飛行機の事業運航の特性や内
容に則した事業基準を講じなければ、中
型飛行機事業の将来的発展が望めな
い。

　現在､飛行機の航空運送事業運航基
準は、最大離陸重量5.7トン以上のもの
については単一の基準しかない。このた
め、ビジネスジェット機等の中型飛行機
も、大型旅客機と同等の運航基準を求
められる為、制約が多く支障を来たして
いる。

z1200020

法務省、財務
省、厚生労働
省、農林水産
省、経済産業
省、国土交通省

輸出入・港湾諸手続の簡素化促進 5078 50780048 11 (社)日本経済団体連合会 48 輸出入・港湾諸手続の簡素化促進

　2003年7月に、輸出入・港湾関連手続
のシングルウィンドウシステムが供用開
始されたが、現行の申請書類の徹底し
た簡素化など、電子化に先立って行うべ
き輸出入・港湾諸手続全般の業務改革
（BPR）については未だ不十分である。
　ワンストップサービスの実現に当たって
は、まず、（1）民間事業者の意見聴取に
基づき、提出の必要性が疑われる申請
を徹底的に抽出すること、（2）申請の中
で削除できる項目を可能な限り削除する
こと、（3）省庁間での共通項目を標準
化、統一化すること、が必要不可欠であ
る。その上で、全ての手続きを統合し、１
回の入力・送信で複数の申請を可能とす
るシステムの整備に向け、全関係省庁
は強力な連携・協議を重ねて取り組むべ
きである。

　例えば、シングルウィンドウ化により、
複数の官庁で共通する手続について同
時に送信することが可能となったもの
は、入・出港届等、ほんの一握りに過ぎ
ず、従来通り各省庁ごとの手続や紙ベー
スでの手続が残されているのが現状で
ある。
　従って、シングルウィンドウシステムが
運用開始されたものの、現状では真の
ワンストップサービスにはなっておらず、
輸出入・港湾諸手続の簡素化、物流効
率化、ひいては産業競争力強化の支障
となることが懸念される。

　港湾・輸出入手続に関係する各省庁の
協力のもと、2003年７月から港湾・輸出
入手続のシングルウィンドウシステムが
運用を開始したが、これは単に既存のシ
ステムが接続されただけのものであり、
予てより産業界が要望してきた諸手続の
見直しおよび簡素化を反映したものとは
なっていない。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 258/318
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z1200020

法務省、財務省、
厚生労働省、農林
水産省、経済産業
省、国土交通省

輸出入・港湾諸手続の簡素化促進 港則法

港内における船舶交通の安全及び
港内の整とんを図るため、特定港
に入出港等する船舶は、港則法に
基づいた各種申請等を港長に対し
て行わなければならない。
　港湾の適切な運営・管理のため、
港湾に入出港等する船舶は、条例
等に基づいた各種申請等を港湾管
理者に対して行わなければならな

い。

b

１．手続の見直しについては、規制
改革・民間開放推進3か年計画にお
いて、シングルウィンドウ化の成果
と問題点を踏まえ、申請手続や申
請書類の徹底した省略、簡素化を
図り、速やかにワンストップサービ
スの一層の推進を図ることとしてお
り、関係者の意見をふまえて、業
務・システムの最適化計画を平成
17年度末までのできる限り早期に
策定するよう、関係府省と検討を進
めているところである。

２．また、手続の簡素化、国際標準
への準拠の一環として、外国船舶
の入出港に関する手続や必要書類
の簡易化を図ることを内容とする
「国際海運の簡易化に関する条約
（仮称）（FAL条約）」の平成16年度
中の批准に向け関係省庁は一体と
なって取り組んでいるところである。

業務・システムの最適化計画の策
定を平成16年度までに実施するこ
との可否について改めて検討され、
実施時期を明確化されたい。16年
度中に策定困難とされる理由あら
ば具体的に示されたい。

z1200031
警察庁、総務省、
財務省、国土交通
省

自動車の生産・販売・流通に伴って必要
となる諸行政手続の電子化の早期実現

等

①道路運送車両法
第7条、第12条、第
13条、第15条、第
59条、第62条、第
97条の2第1項、②
地方税法第699条
の11③地方税法
第151条、第151条
の2、第152条④自
動車重量税法第8
条、第10条、第10
条の2⑤自動車の
保管場所の確保等
に関する法律第4
条、第5条、第6条、
第7条、第13条⑥
自動車損害賠償保
障法第9条⑦道路
運送車両法第22
条及び平成13年11
月6日付け国自管
61号通達「登録事
項等証明書交付請
求者及び自動車検
査証再交付申請者
等に対する本人確
認の実施につい
て」

自動車保有関係手続は、自動車の
検査・登録を受けるために、運輸支
局等の他、市役所等、警察署、都
道府県税事務所等、それぞれの行
政機関に出向いて手続を行う必要

がある。

ｂ

①自動車保有に関する手続（検査・登
録、保管場所証明、自動車関係諸税等
の納付等）のワンストップサービスによ
る電子化については、道路運送車両法
等を改正する法律が平成１６年５月に公
布されたところであり、平成１７年１２月
にはシステム稼動を開始することとして
いる。このワンストップサービス化によっ
て複数の行政機関に出向くことなく、各
行政機関への手続が一括して行えるこ
ととなり記入事項の一本化等、申請手
続の合理化が図られることとなる。その
際、入力項目を集約した申請画面や
税・手数料のまとめ払いの機能を持た
せることとしている他、代行申請や申請
自体もまとめて行うための機能について
も設ける方向で検討するなど、大量に
自動車を保有する方にも配意したシス
テム構築を行っているところ。

　なお、軽自動車については、登録車の
ワンストップサービス化の進展状況等を
見ながら関係機関と調整を行うこととし
ているが、ワンストップサービス化する
際には、申請者負担の軽減が図られる
ようにする方向で検討している。
⑥自賠責保険の付保確認は電子的に
行う方向で検討している。

⑦登録事項等証明書に関する手続きの
電子化については、平成１６年度中を目
途に、利便性の向上や個人情報の保護
等の観点から検討する。

①要望者は添付資料記載事項につ
いての電子化も要望しており、当該
項目の電子化について、平成17年
度までに措置することの可否につ
いて、その理由も含めて回答された
い。
②軽自動車に係るワンストップサー
ビス化について、登録者のワンス
トップサービス化と同じ時期に実施
することの可否について、その理由
も含めて回答されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 259/318
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z1200020

法務省、財務
省、厚生労働
省、農林水産
省、経済産業
省、国土交通省

輸出入・港湾諸手続の簡素化促進 5031 50310003 11 社団法人日本船主協会 3 港湾・輸出入手続き等の一層の簡素化

全ての港湾・輸出入関連手続を対象とし
て、申請の必要性が失われたもの、申請
の中で削除できる項目、さらに省庁間に
共通する項目の標準化、統一化できるも
のを抽出した上で、申請手続を徹底的に
削減・簡素化するよう要望する。

2003年7月23日より輸出入・港湾諸手続
のシングルウィンドウ化が関係省庁によ
り実現されてはいるが、実態は各種申
請・手続の見直しや簡素化がなされず、
単に既存のシステムが接続されただけ
のものであるため、利便性の向上には
結びついていない。従って、全ての関連
手続を対象として、申請の必要性が失わ
れたもの、申請の中で削除できる項目、
更に省庁間に共通する項目の標準化、
統一化できるものを抽出した上で、申請
手続きを徹底的に削減・簡素化すること
を要望する。

z1200031
警察庁、総務
省、財務省、国
土交通省

自動車の生産・販売・流通に伴って
必要となる諸行政手続の電子化の
早期実現等

5039 50390034 11 社団法人 リース事業協会 34
自動車の生産・販売・流通に伴って必要
となる諸行政手続の電子化の早期実現
等

自動車の生産・販売・流通に伴って必要
となる諸行政手続（検査・登録～国、車
庫証明・納税～地方、自賠責保険確認
～国）等の電子化は、規制改革推進3ヵ
年計画において、平成17年を目標に稼
動開始（平成15年目途に一部地方公共
団体で試験運用）となっているが、これを
実現するため、添付資料記載の事項を
含め早急に検討・具体化していくこと。な
お、試験運用を行う際、大量の自動車を
所有するリース会社の事務手続等を考
慮して、その運用に当たっての検討等を
行うこと。

 電子化により、申請項目の共通化・統
一化と申請に必要な添付書類の削減化
ができれば、自動車関連業界の生産・販
売・流通に係わる申請及び手続代行コス
トは大幅に軽減され、その軽減分を直接
部門へ投入することで新たな自動車リー
ス市場の開拓が促進され、経済活性化
に資する。

手続申請の電子化がなされていないため、そ
の手続を申請もしくは代行申請をする自動車
関連業界（自動車リース業界も含む）に多大
な負担を強いている。また、リース会社の税
の申告・納付事務等は膨大であり、これらの
事務作業の効率化、円滑化の観点から、電
子化（書式の全国統一化）を図る必要がある
と考えられる。 電子化の検討に際しては、利
用者の意見を充分に反映させることによっ
て、電子化による混乱等が生じないよう配慮
する必要がある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 260/318
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z1200031
警察庁、総務省、
財務省、国土交通
省

自動車の生産・販売・流通に伴って必要
となる諸行政手続の電子化の早期実現

等

①道路運送車両法
第7条、第12条、第
13条、第15条、第
59条、第62条、第
97条の2第1項、②
地方税法第699条
の11③地方税法
第151条、第151条
の2、第152条④自
動車重量税法第8
条、第10条、第10
条の2⑤自動車の
保管場所の確保等
に関する法律第4
条、第5条、第6条、
第7条、第13条⑥
自動車損害賠償保
障法第9条⑦道路
運送車両法第22
条及び平成13年11
月6日付け国自管
61号通達「登録事
項等証明書交付請
求者及び自動車検
査証再交付申請者
等に対する本人確
認の実施につい
て」

自動車保有関係手続は、自動車の
検査・登録を受けるために、運輸支
局等の他、市役所等、警察署、都
道府県税事務所等、それぞれの行
政機関に出向いて手続を行う必要

がある。

ｂ

①自動車保有に関する手続（検査・登
録、保管場所証明、自動車関係諸税等
の納付等）のワンストップサービスによ
る電子化については、道路運送車両法
等を改正する法律が平成１６年５月に公
布されたところであり、平成１７年１２月
にはシステム稼動を開始することとして
いる。このワンストップサービス化によっ
て複数の行政機関に出向くことなく、各
行政機関への手続が一括して行えるこ
ととなり記入事項の一本化等、申請手
続の合理化が図られることとなる。その
際、入力項目を集約した申請画面や
税・手数料のまとめ払いの機能を持た
せることとしている他、代行申請や申請
自体もまとめて行うための機能について
も設ける方向で検討するなど、大量に
自動車を保有する方にも配意したシス
テム構築を行っているところ。

　なお、軽自動車については、登録車の
ワンストップサービス化の進展状況等を
見ながら関係機関と調整を行うこととし
ているが、ワンストップサービス化する
際には、申請者負担の軽減が図られる
ようにする方向で検討している。
⑥自賠責保険の付保確認は電子的に
行う方向で検討している。

⑦登録事項等証明書に関する手続きの
電子化については、平成１６年度中を目
途に、利便性の向上や個人情報の保護
等の観点から検討する。

①要望者は添付資料記載事項につ
いての電子化も要望しており、当該
項目の電子化について、平成17年
度までに措置することの可否につ
いて、その理由も含めて回答された
い。
②軽自動車に係るワンストップサー
ビス化について、登録者のワンス
トップサービス化と同じ時期に実施
することの可否について、その理由
も含めて回答されたい。

z1200033 国土交通省
自動車登録情報の電子的開示につい

て

道路運送車両法第
22条

国土交通省自動車
交通局技術安全部
平成１３年１１月６
日付通達名称：
「登録事項等証明
書交付請求者及び
自動車検査証再交
付請求者等に対す
る本人確認の実施
について」

　登録事項等証明書は、何人も、国
土交通大臣に対し、その書面での
交付を請求できることとされている。
　なお、自動車盗難防止等の観点
から、平成１３年１２月３日から、全
国の陸運支局及び自動車検査登
録事務所において、登録事項等証
明書の交付請求者及び自動車検
査証の再交付申請者等に対して、
運転免許証の提示を求める等によ
り、本人確認を実施することとした。

ｂ Ⅰ

　登録事項等証明書に関する手続
きの電子化については、平成１６年
度中を目途に、利便性の向上や個
人情報の保護等の観点から検討す

る。

要望者から、「平成16年度中を目
途」ではなく、「平成16年度中に速
やか」にご検討をお願いしたい。」と
の再要望が出されていることを踏ま
え、検討開始時期の明示、前倒しに
ついて検討のうえ、回答されたい。
また、結論時期の明示、前倒しにつ
いてもご回答いただきたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 261/318



管理コード
制度の
所管官庁
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要望
管理番号

要望事項
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z1200031
警察庁、総務
省、財務省、国
土交通省

自動車の生産・販売・流通に伴って
必要となる諸行政手続の電子化の
早期実現等

5040 50400032 11 オリックス 32
自動車の生産・販売・流通に伴って必要
となる諸行政手続の電子化の早期実現
等

自動車の生産・販売・流通に伴って必要
となる諸行政手続（検査・登録～国、車
庫証明・納税～地方、自賠責保険確認
～国）等の電子化は、規制改革推進3ヵ
年計画において、平成17年を目標に稼
動開始（平成15年目途に一部地方公共
団体で試験運用）となっているが、これを
実現するため、添付資料記載の事項を
含め早急に検討・具体化していくこと。な
お、試験運用を行う際、大量の自動車を
所有するリース会社の事務手続等を考
慮して、その運用に当たっての検討等を
行うこと。

電子化により、申請項目の共通化・統一
化と申請に必要な添付書類の削減化が
できれば、自動車関連業界の生産・販
売・流通に係わる申請及び手続代行コス
トは大幅に軽減され、その軽減分を直接
部門へ投入することで新たな自動車リー
ス市場の開拓が促進され、経済活性化
に資する。

手続申請の電子化がなされていないた
め、その手続を申請もしくは代行申請を
する自動車関連業界（自動車リース業界
も含む）に多大な負担を強いている。ま
た、リース会社の税の申告・納付事務等
は膨大であり、これらの事務作業の効率
化、円滑化の観点から、電子化（書式の
全国統一化）を図る必要があると考えら
れる。 電子化の検討に際しては、利用
者の意見を充分に反映させることによっ
て、電子化による混乱等が生じないよう
配慮する必要がある。

z1200033 国土交通省
自動車登録情報の電子的開示につ
いて

5039 50390036 11 社団法人 リース事業協会 36 自動車登録情報の電子的開示について
自動車登録情報について、所有者に限
定して、電子的に開示すること

リース会社が自動車登録情報を活用す
ることにより、自動車に係る環境対策・安
全対策等の公益の増進に資する。

「規制改革・民間開放推進3ヵ年計画」
（平成16年3月19日閣議決定）において、
利便性の向上、個人情報の保護の観点
からその方法、範囲について検討し、結
論を得る（平成17年度中）とされている。
個人情報の保護の観点については、所
有者自身が電子的な情報開示を望んで
いること、使用者については、例えば、
リース契約と同時にユーザー＝使用者
本人の同意を得ることができるなど懸念
は極めて少ないと考えられる。また、本
件が「自動車ワンストップサービスシステ
ム」の機能の一つとして盛り込まれること
により、「自動車ワンストップサービスシ
ステム」の利便性がさらに向上すると思
われる。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 262/318
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z1200033 国土交通省
自動車登録情報の電子的開示につい

て

道路運送車両法第
22条

国土交通省自動車
交通局技術安全部
平成１３年１１月６
日付通達名称：
「登録事項等証明
書交付請求者及び
自動車検査証再交
付請求者等に対す
る本人確認の実施
について」

　登録事項等証明書は、何人も、国
土交通大臣に対し、その書面での
交付を請求できることとされている。
　なお、自動車盗難防止等の観点
から、平成１３年１２月３日から、全
国の陸運支局及び自動車検査登
録事務所において、登録事項等証
明書の交付請求者及び自動車検
査証の再交付申請者等に対して、
運転免許証の提示を求める等によ
り、本人確認を実施することとした。

ｂ Ⅰ

　登録事項等証明書に関する手続
きの電子化については、平成１６年
度中を目途に、利便性の向上や個
人情報の保護等の観点から検討す

る。

要望者から、「平成16年度中を目
途」ではなく、「平成16年度中に速
やか」にご検討をお願いしたい。」と
の再要望が出されていることを踏ま
え、検討開始時期の明示、前倒しに
ついて検討のうえ、回答されたい。
また、結論時期の明示、前倒しにつ
いてもご回答いただきたい。

z1200006 国土交通省
建設業許可の基準となる経営業務の管
理責任者の実務経験規定の緩和

建設業法第7条第
1号

「建設業法第7条
第1号イに掲げる
者と同等以上の能
力を有する者を定
める件」（昭和47年
建設省告示第351
号）

許可の基準として、建設業の許可
を受けようとする者が法人である場
合には常勤の役員のうち一人が、
また、個人である場合には本人又
はその支配人のうち一人が、次の
いずれかに該当することが必要で
ある旨規定している。

①許可を受けようとする建設業に関
し５年以上の経営業務の管理責任
者としての経験を有していること
②国土交通大臣が①に掲げるもの
と同等以上の能力を有するものと

認定した者

ｃ

建設業法上の許可要件については
建設業を営む際の最低基準を定め
ているところであり、経営業務の管
理責任者については、適正な建設
業の経営を期待するには、少なくと
も、建設業の経営業務についての
経験を少なくとも５年（又は７年）以
上有するものが役員のうち最低一
人は必要であると考えられるため、
経験年数を短縮することはできな
い。また、経営業務の管理責任者
に資質に関しては、資格試験や講
習の制度によって測ることはできな
いため、資格試験制度や講習受講
によるみなし規定を創設することは

できない。

①期間の短縮がなぜ建設業におい
てできないのか　②なぜ5年なのか
に対する根拠を示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 263/318
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z1200033 国土交通省
自動車登録情報の電子的開示につ
いて

5040 50400034 11 オリックス 34 自動車登録情報の電子的開示について
自動車登録情報について、所有者に限
定して、電子的に開示すること

リース会社が自動車登録情報を活用す
ることにより、自動車に係る環境対策・安
全対策等の公益の増進に資する。

「規制改革・民間開放推進3ヵ年計画」
（平成16年3月19日閣議決定）において、
利便性の向上、個人情報の保護の観点
からその方法、範囲について検討し、結
論を得る（平成17年度中）とされている。
個人情報の保護の観点については、所
有者自身が電子的な情報開示を望んで
いること、使用者については、例えば、
リース契約と同時にユーザー＝使用者
本人の同意を得ることができるなど懸念
は極めて少ないと考えられる。また、本
件が「自動車ワンストップサービスシステ
ム」の機能の一つとして盛り込まれること
により、「自動車ワンストップサービスシ
ステム」の利便性がさらに向上すると思
われる。

z1200006 国土交通省
建設業許可の基準となる経営業務
の管理責任者の実務経験規定の
緩和

5028 50280003 11 社団法人　関西経済連合会 3
建設業許可の基準となる経営業務の管
理責任者の実務経験規定の緩和

建設業許可の取得に際し、経営業務の
管理責任者の実務経験年数を５年以上
又は７年以上等とする規定があるが、こ
れについて期間短縮、資格試験制度や
講習受講によるみなし規定を設ける等
の規制を緩和する。

本規定は、建設事業者の専門工事子会
社の分社化や新規事業者の参入等にお
いて、障害となっている。
経営業務の管理責任者の適正判断は、
実務経験以外の方法でも可能である。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 264/318
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z1200013 国土交通省
連結親子会社間における「企業集団」
の適用、運用に関する緩和について

「親会社及びその
連結子会社の間の
出向社員に係る主
任技術者又は監理
技術者の直接的か
つ恒常的な雇用関
係の取扱等につい
て」（平成１5年1月
22日国総建第335
号）

企業集団に属する建設業者の間
（親会社とその連結子会社の間に
限る。）の出向社員を出向先の会社
が工事現場に主任技術者又は監
理技術者として置く場合に、当該出
向社員と当該出向先の会社との間
に直接的かつ恒常的な雇用関係が
あるものとして取り扱う際の要件と

して
・連結子会社がすべて企業集団に
含まれる者であること

・親会社又はその連結子会社（その
連結子会社が２以上ある場合に
は、それらのすべて）のいずれか一
方が経営事項審査を受けていない

者であること
等が定められているほか、出向社
員を主任技術者又は監理技術者と
して置く建設工事の下請負人に当
該企業集団を構成する親会社若し
くはその連結子会社又は当該親会
社の非連結子会社が含まれていな
いことが条件となっている。

c,e

①について
本件における企業集団の確認は、有価
証券報告書等から、それらを構成する
企業群が、親会社及びその連結子会社
であるという客観的事実を確認するもの
である。また、建設工事の下請負人に
当該企業集団を構成する親会社若しく
はその連結子会社又は当該親会社の
非連結子会社が含まれていないことを
確認するため、確認書には全ての建設
業者が記載される必要がある。

②について
ご指摘の通達は国土交通省の直轄工
事に限ったものであり、親会社及びその
連結子会社が同時に公共工事の入札
に参加しないことを全ての発注者が担
保するためには、入札参加の必要条件
である経審について、親会社及びその
連結子会社のいずれか一方が非受審
であるという事実を確認することが最も

確実である。
③について

本件における企業集団については、親
会社とそれぞれの連結子会社の間につ
いてのみ一定の資本上の結びつきを認
めているものであり、連結子会社間及
び非連結子会社間に関しては、何らの
結びつきを認めているものでもなく、「企
業集団」＝「１企業」という認識は誤りで

ある。

①約60万の建設業者に対し8社し
か利用していない本制度について
どのような見解を持たれているのか
を示されたい。②企業集団の構成
会社に関し、任意の組み合わせに
よる編成についての可否とその根
拠を示されたい。確認だけが目的で
あれば、確認書に全ての会社を記
載するとともに、集団を構成する会
社の選択を確認書中でできる制度
に変更することに対しての見解を示
されたい。③回答どおりの運用で
は、経審を取り下げた親会社及び
その連結子会社が単独でも公共工
事に入札できない事態になるがそ
れについての見解を示されたい。④
下請けの緩和に関し、貴省のご回
答では、「一定の資本上の結びつき
を認めているもの」としているが、こ
れの意図するところを示されたい。
また、そもそも、企業集団内での下
請負が許されないことに対する貴省
の見解を具体的に示されたい。

z1200013 国土交通省
連結親子会社間における「企業集団」
の適用、運用に関する緩和について

「親会社及びその
連結子会社の間の
出向社員に係る主
任技術者又は監理
技術者の直接的か
つ恒常的な雇用関
係の取扱等につい
て」（平成１5年1月
22日国総建第335
号）

企業集団に属する建設業者の間
（親会社とその連結子会社の間に
限る。）の出向社員を出向先の会社
が工事現場に主任技術者又は監
理技術者として置く場合に、当該出
向社員と当該出向先の会社との間
に直接的かつ恒常的な雇用関係が
あるものとして取り扱う際の要件と

して
・連結子会社がすべて企業集団に
含まれる者であること

・親会社又はその連結子会社（その
連結子会社が２以上ある場合に
は、それらのすべて）のいずれか一
方が経営事項審査を受けていない

者であること
等が定められているほか、出向社
員を主任技術者又は監理技術者と
して置く建設工事の下請負人に当
該企業集団を構成する親会社若し
くはその連結子会社又は当該親会
社の非連結子会社が含まれていな
いことが条件となっている。

c,e

①について
本件における企業集団の確認は、有価
証券報告書等から、それらを構成する
企業群が、親会社及びその連結子会社
であるという客観的事実を確認するもの
である。また、建設工事の下請負人に
当該企業集団を構成する親会社若しく
はその連結子会社又は当該親会社の
非連結子会社が含まれていないことを
確認するため、確認書には全ての建設
業者が記載される必要がある。

②について
ご指摘の通達は国土交通省の直轄工
事に限ったものであり、親会社及びその
連結子会社が同時に公共工事の入札
に参加しないことを全ての発注者が担
保するためには、入札参加の必要条件
である経審について、親会社及びその
連結子会社のいずれか一方が非受審
であるという事実を確認することが最も

確実である。
③について

本件における企業集団については、親
会社とそれぞれの連結子会社の間につ
いてのみ一定の資本上の結びつきを認
めているものであり、連結子会社間及
び非連結子会社間に関しては、何らの
結びつきを認めているものでもなく、「企
業集団」＝「１企業」という認識は誤りで

ある。

①約60万の建設業者に対し8社し
か利用していない本制度について
どのような見解を持たれているのか
を示されたい。②企業集団の構成
会社に関し、任意の組み合わせに
よる編成についての可否とその根
拠を示されたい。確認だけが目的で
あれば、確認書に全ての会社を記
載するとともに、集団を構成する会
社の選択を確認書中でできる制度
に変更することに対しての見解を示
されたい。③回答どおりの運用で
は、経審を取り下げた親会社及び
その連結子会社が単独でも公共工
事に入札できない事態になるがそ
れについての見解を示されたい。④
下請けの緩和に関し、貴省のご回
答では、「一定の資本上の結びつき
を認めているもの」としているが、こ
れの意図するところを示されたい。
また、そもそも、企業集団内での下
請負が許されないことに対する貴省
の見解を具体的に示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 265/318
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z1200013 国土交通省
連結親子会社間における「企業集
団」の適用、運用に関する緩和につ
いて

5030 50300005 11 情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸ産業協会 5
連結親子会社間における「企業集団」の
適用、運用に関する緩和について

 親会社とその連結子会社の間における技術
者の流動について「企業集団」の形成を条件
に、流動を許可し出向社員でも「直接的かつ
恒常的な雇用関係がある」ものとして取り扱う
ことと規定されている。「企業集団」認定の要
件は以下のとおりと規定されている。
① 一の親会社とその連結子会社からなる企
業集団
② 親会社が建設業者であり有価証券報告書
を内閣総理大臣に提出しなければならない者
であること
③ 連結子会社が建設業者であること
④ 連結子会社のすべてが企業集団に含まれ
ること
⑤ 親会社、その連結子会社のいずれか一方
が経営事項審査を受けていないこと
また、出向者派遣の当該工事に関して出向
先会社は出向元会社へ下請負発注が認めら
れない。

「企業集団」の適用、運用に関して以下のよう
な緩和を要望する。
①「企業集団」の構成会社は連結会社の「す
べて」との規定を緩和し、任意の選択も可とし
て頂きたい。
②連結子会社の「経審非受審」の条件を見直
し、「経審の受審状況不問」へ緩和をお願いし
たい。
③「企業集団」内での「下請負」を、「企業集
団」内の施工分担として認めて頂きたい。

昨年１月の創設以来、現制度の認定件数は２月１２日現在で８件と
聞いている（日刊建設工業新聞０４年２月１３日記事による）。この数
値は現制度が日本の企業集団の現況に則せず、企業として利用が
困難な状況を端的に示していると考える。建設業者が現制度を有効
に活用するためには上記の要望による運用規定の変更が必要と考
える。個々に関する要望理由は以下の通りである。
①に関して、官公庁、地方公共団体など当該発注機関に対する営業
方針を共有する会社同士により「企業集団」を形成することが本来の
姿であり、連結企業といえども方針等を共有しないケースでは「企業
集団」に参加させない選択があるべきと考える。「企業集団」制度の
下では、1の入札へは「企業集団」を代表する1社が参加するという考
えが必要と考えるが、これらの制御には親会社との方針の共有が不
可欠と考える。例えば、１００％子会社など親会社と営業方針を共有
する会社のみの「企業集団」の構築など任意選択を認めても、現制
度の趣旨を損なうものではないと考える。
②に関して、本件の規制改革要望に関する貴省の回答は、1の入札
に複数の親子会社が参加することによる業界への悪影響のため許
可できないという内容である。しかし、貴省では、これらの問題に対
応するため、「資本・人的関係ある親子会社などの同一工事入札参
加を制限することを決め、各地方整備局に通知した」と一部新聞に報
道されている(日本工業経済新聞０４年４月２日など)。この報道内容
の通りの規制が実施されれば本制度「企業集団」もその規制下とな
り、貴省回答の懸念は解決できるため、経審受審の有無を「企業集
団」制度にてあらためて問う必要はないと考える。
③に関して、現制度での従来「他社籍」と見られた「出向社員」技術
者の配置を許可する根拠は、「企業集団」=「1企業」という考えに基づ
くものと考える。この考えに基づけば、「企業集団」内における下請負
は一般にいう「下請負」ではなく、企業組織内における施工「分担」に
等しい。この形態が工事の信頼性を損ねるものではないと考える。
基本的に「企業集団」形成では、元請け会社が元請けとしての全責
任を全うすることを前提としており、この見地からは「1企業」による請
負・施工と「企業集団」による請負・分担施工は、信頼性において何
らかわらないと考える。

添付資料CIAJ-04-05

z1200013 国土交通省
連結親子会社間における「企業集
団」の適用、運用に関する緩和につ
いて

5032 50320009 11 （社）電子情報技術産業協会 9
連結親子会社間における「企業集団」の
適用、運用に関する緩和について

「企業集団」の適用、運用に関して以下のよう
な緩和を要望する。
①「企業集団」の構成会社は連結会社の「す
べて」との規定を緩和し、任意の選択も可とし
て頂きたい。
②連結子会社の「経審非受審」の条件を見直
し、「経審の受審状況不問」へ緩和をお願いし
たい。
③「企業集団」内での「下請負」を、「企業集
団」内の施工分担として認めて頂きたい。

【規制の現状】
親会社とその連結子会社の間における技術
者の流動について「企業集団」の形成を条件
に、流動を許可し出向社員でも「直接的かつ
恒常的な雇用関係がある」ものとして取り扱う
ことと規定されている。「企業集団」認定の要
件は以下のとおりと規定されている。
①　一の親会社とその連結子会社からなる企
業集団
②　親会社が建設業者であり有価証券報告
書を内閣総理大臣に提出しなければならない
者であること
③　連結子会社が建設業者であること
④　連結子会社のすべてが企業集団に含ま
れること
⑤　親会社、その連結子会社のいずれか一
方が経営事項審査を受けていないこと
また、出向者派遣の当該工事に関して出向
先会社は出向元会社へ下請負発注が認めら
れない。

なし

昨年1月の創設以来、現制度の認定件数は2月12日現在で8件と聞
いている（日刊建設工業新聞04年2月13日記事による）。この数値は
現制度が日本の企業集団の現況に則せず、企業として利用が困難
な状況を端的に示していると考える。建設業者が現制度を有効に活
用するためには上記の要望による運用規定の変更が必要と考える。
個々に関する要望理由は以下の通りである。

①に関して、官公庁、地方公共団体など当該発注機関に対する営業
方針を共有する会社同士により「企業集団」を形成することが本来の
姿であり、連結企業といえども方針等を共有しないケースでは「企業
集団」に参加させない選択があるべきと考える。「企業集団」制度の
下では、1の入札へは「企業集団」を代表する1社が参加するという考
えが必要と考えるが、これらの制御には親会社との方針の共有が不
可欠と考える。例えば、100％子会社など親会社と営業方針を共有
する会社のみの「企業集団」の構築など任意選択を認めても、現制
度の趣旨を損なうものではないと考える。

②に関して、本件の規制改革要望に関する貴省の回答は、1の入札
に複数の親子会社が参加することによる業界への悪影響のため許
可できないという内容である。しかし、貴省では、これらの問題に対
応するため、「資本・人的関係ある親子会社などの同一工事入札参
加を制限することを決め、各地方整備局に通知した」と一部新聞に報
道されている（日本工業経済新聞04年4月2日など）。この報道内容
の通りの規制が実施されれば本制度「企業集団」もその規制下とな
り、貴省回答の懸念は解決できるため、経審受審の有無を「企業集
団」制度にてあらためて問う必要はないと考える。

③に関して、現制度での従来「他社籍」と見られた「出向社員」技術
者の配置を許可する根拠は、「企業集団」＝「1企業」という考えに基
づくものと考える。この考えに基づけば、「企業集団」内における下請
負は一般にいう「下請負」ではなく、企業組織内における施工「分担」
に等しい。この形態が工事の信頼性を損ねるものではないと考え
る。基本的に「企業集団」形成では、元請け会社が元請けとしての全
責任を全うすることを前提としており、この見地からは「1企業」による
請負・施工と「企業集団」による請負・分担施工は、信頼性において
何らかわらないと考える。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 266/318
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z1200048
経済産業省、
国土交通省

LPガス自動車における燃料容器・附属
品のUN-ECE自動車基準67号との整合

化・相互認証化

・道路運送車両法
75条（平成26年法
律第185号）
・道路運送車両の
保安基準　第17条
（昭和26年運輸省
令第67号）

道路運送車両の保安基準において
は、LPガス自動車のガス容器等の
燃料装置に関する基準を規定して
おり、ガス容器については、容器保
安規則第7条及び第17条に規定す
る構造及び機能を有するものであ
ることとされている。

e －

自動車の検査の際においては、ガ
ス容器を含め部品や装置の取り外
しをすることなく、保安基準への適
合性を確認している。

要望は道路運送車両の保安基準
に、UN-ECE基準６７号に規定する
構造及び機能を有し、国番号、認定
番号の刻印をされたものについても
適合を求めているが、それについて
検討され、示されたい。

z1200007 国土交通省
監理技術者の資格取得条件の緩和（再

要望）

建設業法第26条
及び第7条第2号
「建設業法第７条
第２号イ又はロに
掲げる者と同等以
上の知識及び技術
を有する者を定め
る件」（昭和47年建
設省告示352号）

電気通信工事における監理技術者
資格は、技術士試験のうち技術部
門を電気電子部門又は総合技術監
理部門（選択科目を電子電気部門
にかかるものとするものに限る。）と
するものに合格した場合、又は学歴
に応じた実務経験及び指導監督的
実務経験を有する場合となってい

る。

b Ⅲ

新たな検定種目を設けることとした
場合、昭和５８年の第二次臨時行
政調査会最終答申に基づき指定法
人へその事務を委託することとなる
が、「公益法人に対する行政の関
与のあり方の改革実施計画（平成
14年3月29日閣議決定）」において
「公益法人が国の委託等を受けて
行う試験、講習その他の資格付与
等の事務・事業については、国家資
格としての社会的必要性等につい
て検証の上、廃止、独立行政法人
による実施等を検討する」こととさ
れており、これらの動向を踏まえる
と、電気通信工事に関する新たな
技術検定種目を設けることは困難

である。
なお、電気通信工事において建設
業法に基づき配置することとされて
いる主任技術者の要件について、
他の既存資格の活用の適否につい
て、既存資格の試験内容等を踏ま
え検討し、平成16年度中に結論を

得る。

要望は監理技術者の資格取得条
件緩和である。ソフトウエアの取扱
が中心となっている現在の電気通
信工事の実態を踏まえ、①監理技
術者の資格取得条件についてどう
考えているか。②なぜ現行の10年
プラス2年の実務経験が必要なの
かの合理性および短縮化できない
理由　を示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 267/318
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z1200048
経済産業省、
国土交通省

LPガス自動車における燃料容器・
附属品のUN-ECE自動車基準67号
との整合化・相互認証化

5058 50580001 11
コープ低公害車開発　株式
会社

1
LPガス自動車における燃料容器・附属
品のUN-ECE自動車基準67号との整合
化・相互認証化

１．LPガス自動車の燃料容器・附属品の
UN－ECE基準67号（LPG車の構造）への
整合　　　　　　　　　２．UN-ECE基準67号
適合の燃料容器・附属品の国内検査の
省略　　　　　　　　　　　３．日本における
UN-ECE基準67号の検査認証機関を高
圧ガス保安協会を指定
・・・・・・・・・・・・現在の法体系では国際
基準として国連欧州経済委員会自動車
部会（1958年協定）と整合せず、日本へ
こうした部品や、それらを組み込んだ完
成自動車の輸入は事実上不可能であ
る。世界中でこの基準を満たした製品の
輸入や走行は、大半の国で相互認証又
はみなし認証されているが、日本だけ
は、いずれも認められていない。このた
め、ユーザーは選択する権利を失うと共
に、日本からのLPガス自動車輸出も困
難となり、国際競争力の低下も懸念され
る。本要望は燃料容器・附属品につい
て、UN-ECE自動車基準との整合を要望
し、法令の改正を求めるものである。

・UN-ECE基準67号に適合した部品を使
用したLPガス自動車の販売、改造
・UN-ECE基準67号に整合した部品を使
用した海外LPガス自動車の国内販売
・海外向けにUN-ECE基準67号に適合し
たLPガス自動車の輸出　　　　　　　　・市
場規模　　　　　　　約40億円規模

現状のLPガス自動車では「燃料タンク・バルブ等」
と「自動車本体」が、それぞれ高圧ガス保安法と道
路運送車両の保安基準の２つで規制されている。と
ころが、高圧ガス保安法では、自動車の国際基準と
して日本も批准しているUN-ECE基準67号の適合
品は、部品単体、車両組み込みの完成車状態で
も、国内で再度検査を求められ、事実上輸入が不
可能になっている。また、日本で容器検査のために
車両からおろすと、国土交通省の型式認定制度を
取得できない。世界各国で「自動車分野の国際基
準」としてECE基準又はグローバル協定として相互
認証又は認証品の受入（国内検査の省略）が行わ
れており、約830万台のLPガス自動車が走行してい
る。高圧ガス保安法において「UN-ECE基準67号と
の整合」が行われ、国際基準と整合化が行われる
事で、海外で大規模流通している（約830万台）部品
を使用することでのLPガス自動車のコストダウンに
よる消費者メリット、国内自動車メーカーのLPガス
自動車の輸出可能性が出てくる。また、現状日本の
部品メーカーは、UN-ECE基準67号認証を受ける為
に欧州まで行き認証を受けているが、この部品は
日本国内で使用ができないという矛盾を抱えてお
り、経済的な損失は極めて大きく、日本においても
燃料容器・附属品部分については、現状の高圧ガ
ス保安協会等を認証機関とすることで国外における
競争力強化となるため整合性を求めるものである。
尚、本件に関して平成11年に当社からも内閣府
OTO室を通じて要望をしたが、状況は変化していな
い。

参考資料　　　　　　　・平成11年旧通産
省規制緩和要望事項　    ・平成11年旧
経済企画庁（現内閣府）OTO申し立て内
容　　　    　・駐日欧州委員会代表部
要望事項    　　・UN-ECE基準とは

z1200007 国土交通省
監理技術者の資格取得条件の緩
和（再要望）

5028 50280004 11 社団法人　関西経済連合会 4
監理技術者の資格取得条件の緩和（再
要望）

電気通信工事業においては多種にわた
る工事知識を必要とする「技術士」以外
での資格取得制度がなく、実質的に規
定の実務経験年数（最大１２年）を有す
ることが必要となり、ハードルが高くなっ
ている。
一方、電気工事業など一部の工事業に
おいては、該当分野の工事に特化した
試験資格（一級電気工事施工管理技
士）が建設業法において設置されてお
り、若い世代の資格取得が容易となって
いる。
電気通信工事業においても、能力のあ
る若い世代が監理技術者となれるよう、
管理技術者要件を改革する。例えば、特
化した監理技術者資格試験制度（例：一
級電気通信工事施工監理技士）を新設
することも考えられる。

電気通信工事業においては、ＩＴ関連技
術の進展が速く、実務経験による取得の
ように最長で12年以上の経験年数を必
要とする現在の制度だけでは、若い人材
の取得が困難であるうえ、システム系工
事などにおいては従前の技術では、技
術監理上実態と合っていないケースが
散見されるため。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 268/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200009 国土交通省
配置技術者の工事現場への専任を要し
ない期間を認める工事種類の追加

国総建第３１８号
『監理技術者制度
運用マニュアル』
三（２）

発注者から直接建設工事を請け
負った建設業者が、監理技術者等
を工事現場に専任で設置すべき期
間は契約工期が基本となるが、橋
梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等
の工場製作を含む工事であって、
工場製作のみが行われている期間
等については、工事現場への専任
は要しない。ただし、発注者と建設
業者の間で当該期間が設計図書も
しくは打合せ記録等の書面により明
確となっていることが必要。

d

工場製作を含む工事であって、工
場製作のみが行われている期間等
については、監理技術者及び主任
技術者の工事現場への専任は要し
ないこととしており、現行制度下で

対応可能。

発注現場においては発注担当窓口
での個別判断要件が多くなるが、具
体的な明示がないため、適用をうけ
られない事例がしばしば見られるの
が実情である。現行制度で問題な
いのであれば、現場にて実際に運
用可能となる通達やマニュアルへ
の例示の追加等の具体的な明示を
することに対しての見解を示された
い。

z1200009 国土交通省
配置技術者の工事現場への専任を要し
ない期間を認める工事種類の追加

国総建第３１８号
『監理技術者制度
運用マニュアル』
三（２）

発注者から直接建設工事を請け
負った建設業者が、監理技術者等
を工事現場に専任で設置すべき期
間は契約工期が基本となるが、橋
梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等
の工場製作を含む工事であって、
工場製作のみが行われている期間
等については、工事現場への専任
は要しない。ただし、発注者と建設
業者の間で当該期間が設計図書も
しくは打合せ記録等の書面により明
確となっていることが必要。

d

工場製作を含む工事であって、工
場製作のみが行われている期間等
については、監理技術者及び主任
技術者の工事現場への専任は要し
ないこととしており、現行制度下で

対応可能。

発注現場においては発注担当窓口
での個別判断要件が多くなるが、具
体的な明示がないため、適用をうけ
られない事例がしばしば見られるの
が実情である。現行制度で問題な
いのであれば、現場にて実際に運
用可能となる通達やマニュアルへ
の例示の追加等の具体的な明示を
することに対しての見解を示された
い。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 269/318
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z1200009 国土交通省
配置技術者の工事現場への専任を
要しない期間を認める工事種類の
追加

5030 50300001 11 情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸ産業協会 1
配置技術者の工事現場への専任を要し
ない期間を認める工事種類の追加

『監理技術者制度運用マニュアル』三
（２）で専任主任技術者或いは監理技術
者の専任を要さない期間を定義している
が、発注者の設計図書あるいは打ち合
わせ議事録などで明確になっていること
が必要とされている。

電気通信工事は、工場で機器製作・ソフ
トウエア製作を行う期間（工場製作のみ
が行われる期間）が契約工期の殆どを
占めることが多いため、『監理技術者制
度運用マニュアル』三（２）③に、専任を
要しない期間を認める工事の具体例の
一つとして追加戴きたい。

工場製作期間（機器製造期間、ソフトウ
エア製作期間）は、工場で他の同種工事
に関わる機器製造が同時に、一元管理
されて進められているため、『監理技術
者制度運用マニュアル』三（２）にある工
場製作のみが行われている期間に合致
すると思われるが、『監理技術者制度運
用マニュアル』三（２）の具体例が少なく、
また手続き上明確になっていることが必
要とされているため、発注者の意向で認
められないことが多い。

添付資料CIAJ-04-01

z1200009 国土交通省
配置技術者の工事現場への専任を
要しない期間を認める工事種類の
追加

5032 50320005 11 （社）電子情報技術産業協会 5
配置技術者の工事現場への専任を要し
ない期間を認める工事種類の追加

電気通信工事は、工場で機器製作・ソフ
トウェア製作を行う期間（工場製作のみ
が行われる期間）が契約工期の殆どを
占めることが多いため、『監理技術者制
度運用マニュアル』三（２）③に、専任を
要しない期間を認める工事の具体例の
一つとして追加戴きたい。

【規制の現状】
『監理技術者制度運用マニュアル』三
（２）で専任主任技術者或いは監理技術
者の専任を要さない期間を定義している
が、発注者の設計図書あるいは打ち合
わせ議事録などで明確になっていること
が必要とされている。

なし

工場製作期間（機器製造期間、ソフトウ
エア製作期間）は、工場で他の同種工事
に関わる機器製造が同時に、一元管理
されて進められているため、『監理技術
者制度運用マニュアル』三（２）にある工
場製作のみが行われている期間に合致
すると思われるが、『監理技術者制度運
用マニュアル』三（２）の具体例が少なく、
また手続き上明確になっていることが必
要とされているため、発注者の意向で認
められないことが多い。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 270/318
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z1200010 国土交通省
現場代理人の工事現場常駐期間の定

義追加
公共工事標準請負
契約約款第１０条

建設業法上現場代理人の要件は
定められていない。

e

公共工事標準請負契約約款におい
ては現場代理人が工事現場に常駐
することを求めているが、これはあく
まで契約書の標準的な形であり、
発注者と請負者の個別契約によっ
て個々の工事の態様に応じた常勤
の要件を定めることを妨げてはいな

い。

要望にある「現場稼動期間中」を追
記することに対する見解を示された
い。

z1200010 国土交通省
現場代理人の工事現場常駐期間の定

義追加
公共工事標準請負
契約約款第１０条

建設業法上現場代理人の要件は
定められていない。

e

公共工事標準請負契約約款におい
ては現場代理人が工事現場に常駐
することを求めているが、これはあく
まで契約書の標準的な形であり、
発注者と請負者の個別契約によっ
て個々の工事の態様に応じた常勤
の要件を定めることを妨げてはいな

い。

要望にある「現場稼動期間中」を追
記することに対する見解を示された
い。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 271/318
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z1200010 国土交通省
現場代理人の工事現場常駐期間
の定義追加

5030 50300002 11 情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸ産業協会 2
現場代理人の工事現場常駐期間の定
義追加

現場代理人の工事現場常駐期間につい
ては以下の条文で規定。『公共工事標準
請負契約約款』第１０条２現場代理人
は、請負工事契約の履行に関し、工事
現場に常駐し、その運営、取締りを行う
ほか、・・・・・・・中略・・・・・・・この契約に
基づく乙の一切の権限を行使することが
できる。

現場代理人の工事現場常駐を、現場稼
動中とすることを、『公共工事標準請負
契約約款』第１０条２に追記いただきた
い。（下記条文案の「　」部）
第１０条２への追記案
現場代理人は、請負工事契約の履行に
関し、「現場稼動期間中工事現場に常駐
し、」その運営、取締りを行うほ
か、・・・・・・・・中略・・・・・・・この契約に
基づく乙の一切の権限を行使することが
できる。

『公共工事標準請負契約約款』第１０条
２の条文に基づき、工事休止期間中でも
工事現場への常駐を要求されることがあ
るため。

国総建第３１８号『監理技術者制度運用
マニュアル』三でも、工事を休止している
期間は技術者等の専任（現場常駐）を要
しない期間として認めている。

添付資料CIAJ-04-02

z1200010 国土交通省
現場代理人の工事現場常駐期間
の定義追加

5032 50320006 11 （社）電子情報技術産業協会 6
現場代理人の工事現場常駐期間の定
義追加

現場代理人の工事現場常駐を、現場稼
動中とすることを、『公共工事標準請負
契約約款』第１０条２に追記いただきた
い。（下記条文案の「　」部）

第１０条２への追記案
現場代理人は、請負工事契約の履行に
関し、「現場稼動期間中工事現場に常駐
し、」その運営、取締りを行うほ
か、・・・・・・・・中略・・・・・・・この契約に
基づく乙の一切の権限を行使することが
できる。

【規制の現状】
現場代理人の工事現場常駐期間につい
ては以下の条文で規定。

『公共工事標準請負契約約款』第１０条
２
現場代理人は、請負工事契約の履行に
関し、工事現場に常駐し、その運営、取
締りを行うほか、・・・・・・・中略・・・・・・・こ
の契約に基づく乙の一切の権限を行使
することができる。

なし

『公共工事標準請負契約約款』第１０条
２の条文に基づき、工事休止期間中でも
工事現場への常駐を要求されることがあ
るため。

国総建第３１８号『監理技術者制度運用
マニュアル』三でも、工事を休止している
期間は技術者等の専任（現場常駐）を要
しない期間として認めている。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 272/318
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z1200012 国土交通省
許可基準の建設業技術者の配置に関

する規制緩和
建設業法第７条第
２号

建設業の許可を受けようとする際に
は、その営業所ごとに一定の要件
を満たす技術者を配置しなければ
ならないこととされている。

ｃ

建設業法に規定する営業所とは、
常時請負契約の見積り、入札、狭
義の契約締結等請負契約の締結
に関する実体的な行為を行う場所
とされており、建設業に関する営業
の中心は各営業所にあることから
みて、建設工事に関する請負契約
の適正な締結及びその履行を確保
するためには、各営業所ごとに許
可を受けて営業しようとする建設業
に係る建設工事についての技術者
を専任で置く必要がある。この趣旨
に照らせば、各営業所ごとに技術
者を置かなければならないと考え

る。

①回答では､請負契約の締結に関
する実体的な行為を行う場所とされ
ているだけである。建設業法が制
定された当時とは比較にならない
ほど発達している今日の情報伝達
手段や交通網を利用すれば必ずし
も営業所毎に専任技術者を配置し
なくても請負契約の締結は可能で
あると考えられるがそれに対する貴
省の見解を示されたい。②営業所
毎ではなく、例えば本社や拠点営
業所に従業員数や事業規模に応じ
た技術者を配置することを規定する
ことについてどう考えるかも示され
たい。

z1200012 国土交通省
許可基準の建設業技術者の配置に関

する規制緩和
建設業法第７条第
２号

建設業の許可を受けようとする際に
は、その営業所ごとに一定の要件
を満たす技術者を配置しなければ
ならないこととされている。

ｃ

建設業法に規定する営業所とは、
常時請負契約の見積り、入札、狭
義の契約締結等請負契約の締結
に関する実体的な行為を行う場所
とされており、建設業に関する営業
の中心は各営業所にあることから
みて、建設工事に関する請負契約
の適正な締結及びその履行を確保
するためには、各営業所ごとに許
可を受けて営業しようとする建設業
に係る建設工事についての技術者
を専任で置く必要がある。この趣旨
に照らせば、各営業所ごとに技術
者を置かなければならないと考え

る。

①回答では､請負契約の締結に関
する実体的な行為を行う場所とされ
ているだけである。建設業法が制
定された当時とは比較にならない
ほど発達している今日の情報伝達
手段や交通網を利用すれば必ずし
も営業所毎に専任技術者を配置し
なくても請負契約の締結は可能で
あると考えられるがそれに対する貴
省の見解を示されたい。②営業所
毎ではなく、例えば本社や拠点営
業所に従業員数や事業規模に応じ
た技術者を配置することを規定する
ことについてどう考えるかも示され
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 273/318
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z1200012 国土交通省
許可基準の建設業技術者の配置
に関する規制緩和

5030 50300004 11 情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸ産業協会 4
許可基準の建設業技術者の配置に関す
る規制緩和

建設業を営もうとする者が営業所を設け
て営業しようとする場合、政令で定める
軽微な建設工事を除き、その営業所ごと
に、また、営業しようとする建設工事業ご
とに、所定資格を持った専任技術者を当
該営業所へ配置する事を、許可要件の
一つとして規定している。

許可基準の営業所の専任技術者の配
置に関する要件について、営業所ごとの
配置義務とするのでなく、建設業者とし
ての配置義務とする。　言い換えると営
業しようとする工事業・営業所数に応じ
た技術者数を建設業者として置くこと（国
内であれば活動拠点を問わない）を許可
の基準とする。
尚、許認可の建設業者であっても希望す
るものは、上記基準に従って許可替えが
できるものとする。

1)建設業者の拠点間で、顧客の要求仕様などに関する情
報伝達手段が貧弱であった時代はともかく、電子ＭａｉｌやＦ
ａｘなどその情報伝達ツールが整備・一般化されている今
日において、技術者が営業所に専任する意義は薄い。
又、経済的に合理的でない。

2)請負契約締結に際して、注文主からの技術者の工事現
場の下見要求などについても、航空網や新幹線網などが
発達・整備されて来ている事から当日又は翌日に対応可
能であり、物理的な距離は支障とならなくなっている。

添付資料CIAJ-04-04

z1200012 国土交通省
許可基準の建設業技術者の配置
に関する規制緩和

5032 50320008 11 （社）電子情報技術産業協会 8
許可基準の建設業技術者の配置に関す
る規制緩和

許可基準の営業所の専任技術者の配置に関
する要件について、営業所ごとの配置義務と
するのでなく、建設業者としての配置義務と
する。言い換えると営業しようとする工事業・
営業所数に応じた技術者数を建設業者として
置くこと（国内であれば活動拠点を問わない）
を許可の基準とする。

尚、許認可の建設業者であっても希望するも
のは、上記基準に従って許可替えができるも
のとする。

【規制の現状】
建設業を営もうとする者が営業所を設けて営
業しようとする場合、政令で定める軽微な建
設工事を除き、その営業所ごとに、また、営
業しようとする建設工事業ごとに、所定資格
を持った専任技術者を当該営業所へ配置す
る事を、許可要件の一つとして規定している。

なし

１）建設業者の拠点間で、顧客の要求仕様などに関する情報伝達手
段が貧弱であった時代はともかく、電子MailやFaxなどその情報伝達
ツールが整備・一般化されている今日において、技術者が営業所に
専任する意義は薄い。又、経済的に合理的でない。

２）請負契約締結に際して、注文主からの技術者の工事現場の下見
要求などについても、航空網や新幹線網などが発達・整備されて来
ている事から当日又は翌日に対応可能であり、物理的な距離は支
障とならなくなっている。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 274/318
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z1200014 国土交通省
電気通信工事業者における監理技術

者要件の拡大

建設省告示第352
号（昭和４７年３月
８日）

電気通信工事における監理技術者
資格は、技術士試験のうち技術部
門を電気・電子部門又は総合技術
監理部門（選択科目を電子・電気部
門にかかるものとするものに限
る。）とするものに合格した場合、又
は学歴に応じた実務経験及び指導
監督的実務経験を有する場合と

なっている。

b Ⅲ

電気通信工事において建設業法に
基づき配置することとされている主
任技術者の要件について、他の既
存資格の活用の適否について、既
存資格の試験内容等を踏まえ検討
し、平成16年度中に結論を得る。

本要望は監理技術者要件に関する
ものである。監理技術者要件拡大
についての見解を示されたい。

z1200014 国土交通省
電気通信工事業者における監理技術

者要件の拡大

建設省告示第352
号（昭和４７年３月
８日）

電気通信工事における監理技術者
資格は、技術士試験のうち技術部
門を電気・電子部門又は総合技術
監理部門（選択科目を電子・電気部
門にかかるものとするものに限
る。）とするものに合格した場合、又
は学歴に応じた実務経験及び指導
監督的実務経験を有する場合と

なっている。

b Ⅲ

電気通信工事において建設業法に
基づき配置することとされている主
任技術者の要件について、他の既
存資格の活用の適否について、既
存資格の試験内容等を踏まえ検討
し、平成16年度中に結論を得る。

本要望は監理技術者要件に関する
ものである。監理技術者要件拡大
についての見解を示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 275/318
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その他
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z1200014 国土交通省
電気通信工事業者における監理技
術者要件の拡大

5030 50300006 11 情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸ産業協会 6
電気通信工事業者における専任技術者
要件の拡大

営業所の(電気通信工事)専任技術者の
要件は、技術士試験のうち技術監理部
門（電子・電気部門に限る）に合格した場
合、又は学歴に応じた実務経験及び指
導監督的実務経験を有する場合となっ
ている。また、その指導監督的実務経験
（注）を証明するためには、契約書の原
本の提示が必要である。営業所の（電気
通信工事）専任技術者の継続確保には
大変苦慮している。
(注)電気通信工事の発注者から直接請
負、その請負金額が４千５百万円以上で
ある工事に関して２年以上指導監督的
な実務経験を有する者とする。

営業所の（電気通信工事の）専任技術
者「＝監理技術者」の申請要件として、
電気・電子技術士に加えて、既存資格の
「電気通信主任技術者（１種）、（２種）、
（線路）、１級電気工事施工管理技士」の
いずれかに該当する事としてほしい。
電気通信主任技術者は電気通信分野
の最高位資格で、ネットワーク全体を管
理する総合的資格である。また、1級電
気工事施工管理技士は電気工事専任
技術者の要件ではあるが試験内容は電
気通信工事業まで含めたものである。

建設業法の規定に基づく試験資格が許
可等の要件の対象となっている電気工
事業など技術者の育成が容易となって
いる業種もある中で、一部の事業に課せ
られた特別な規制となっている。電気通
信工事業者にとって高度かつ専門的な
電気・電力業の知識を必要とする資格を
取得することは大変困難である。よって、
電気通信工事に必要な有資格者が不足
し、IT革命推進に向けたインフラ整備の
大きな障壁となってる（現実的には実務
経験充足による資格取得をめざすことと
なるが、発注工事の小規模化が続く中、
限られた工事の実務経験者という要件
のみでは有資格者の不足は避けられな
い状況である）。

添付資料CIAJ-04-06

z1200014 国土交通省
電気通信工事業者における監理技
術者要件の拡大

5032 50320010 11 （社）電子情報技術産業協会 10
電気通信工事業者おける監理技術者要
件の拡大

営業所の（電気通信工事の）専任技術
者「＝監理技術者」の申請要件として、
電気・電子技術士に加えて、既存資格の
「電気通信主任技術者（1種）、（2種）、
（線路）、1級電気工事施工管理技士」の
いずれかに該当する事としてほしい。

電気通信主任技術者は電気通信分野
の最高位資格で、ネットワーク全体を管
理する総合的資格である。また、1級電
気工事施工管理技士は電気工事監理
技術者の要件ではあるが試験内容は電
気通信工事業まで含めたものである。

【規制の現状】
営業所の（電気通信工事）専任技術者
の要件は、技術士試験のうち技術監理
部門（電子・電気部門に限る）に合格した
場合、又は学歴に応じた実務経験及び
指導監督的実務経験を有する場合と
なっている。また、その指導監督的実務
経験（注）を証明するためには、契約書
の原本の提示が必要である。
営業所の（電気通信工事）専任技術者
の継続確保には大変苦慮している。

（注）電気通信工事の発注者から直接請
負、その請負金額が4千5百万円以上で
ある工事に関して2年以上指導監督的な
実務経験を有する者とする。

なし

建設業法の規定に基づく試験資格が許
可等の要件の対象となっている電気工
事業など技術者の育成が容易となって
いる業種もある中で、一部の事業に課せ
られた特別な規制となっている。電気通
信工事業者にとって高度かつ専門的な
電気・電力業の知識を必要とする資格を
取得することは大変困難である。よって、
電気通信工事に必要な有資格者が不足
し、IT革命推進に向けたインフラ整備の
大きな障壁となってる（現実的には実務
経験充足による資格取得をめざすことと
なるが、発注工事の小規模化が続く中、
限られた工事の実務経験者という要件
のみでは有資格者の不足は避けられな
い状況である）。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 276/318
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z1200015 国土交通省
主任技術者・監理技術者の専任義務基

準の確認

建設業法第２６条
第３項

建設業法施行令第
２７条

公共性のある工作物に関する重要
な工事で、請負代金が2,500万円以
上となるものについては、主任技術
者又は監理技術者は、工事現場ご
とに専任の者でなければならない。

d

工事の重要性は工場製作による部
分も含め工事全体で判断されるべ
きであり、主任技術者又は監理技
術者の工事現場への専任が必要と
なる重要な工事の判断基準として
は、請負代金の額とすることが適当

である。
なお、工場製作を含む工事であっ
て、工場製作のみが行われている
期間等については、監理技術者及
び主任技術者の工事現場への専
任は要しない。

回答では工事現場への専任が必要
かどうかの重要性に対して専任技
術者の配置を判断している。その点
を踏まえた上で、専任技術者が必
要となる現場工事において、その金
額が小額、すなわち、現場工事規
模が小さいにも関わらず専任技術
者をなぜ置く必要があるのかに対し
ての見解を示されたい。また、現場
工事規模は小さいが請負金額全体
としては大規模になる現在のIT設
備設置に対してどう考えるかの見
解を示されたい。

z1200015 国土交通省
主任技術者・監理技術者の専任義務基

準の確認

建設業法第２６条
第３項

建設業法施行令第
２７条

公共性のある工作物に関する重要
な工事で、請負代金が2,500万円以
上となるものについては、主任技術
者又は監理技術者は、工事現場ご
とに専任の者でなければならない。

d

工事の重要性は工場製作による部
分も含め工事全体で判断されるべ
きであり、主任技術者又は監理技
術者の工事現場への専任が必要と
なる重要な工事の判断基準として
は、請負代金の額とすることが適当

である。
なお、工場製作を含む工事であっ
て、工場製作のみが行われている
期間等については、監理技術者及
び主任技術者の工事現場への専
任は要しない。

回答では工事現場への専任が必要
かどうかの重要性に対して専任技
術者の配置を判断している。その点
を踏まえた上で、専任技術者が必
要となる現場工事において、その金
額が小額、すなわち、現場工事規
模が小さいにも関わらず専任技術
者をなぜ置く必要があるのかに対し
ての見解を示されたい。また、現場
工事規模は小さいが請負金額全体
としては大規模になる現在のIT設
備設置に対してどう考えるかの見
解を示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 277/318
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z1200015 国土交通省
主任技術者・監理技術者の専任義
務基準の確認

5030 50300007 11 情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸ産業協会 7
主任技術者・監理技術者の専任義務基
準の確認

公共性のある工作物に関する重要な工事で政令で定める
ものについては、主任技術者又は監理技術者は工事現場
ごとに、専任のものでなくてはならない。また、建設業法施
行令の規定では、主任技術者又は監理技術者が専任とな
るのは請負った建設工事の請負金額が２５００万円以上の
建設工事である。

建設業法において、主任技術者・監理技術者は、工事現
場における建設工事を適正に実施するため配置され、そ
の規模が大きくなるとその建設工事に専任する必要が規
定されている。しかしながらこの専任の基準は、現場工事
の規模ではなく請負金額全体とされており、必ずしも現場
工事規模が大きくなくとも専任の必要が生じる場合が想定
される。
今後貴省において、この主任技術者・監理技術者の専任
基準を請負金額全体から現場工事金額（機器費、ソフトウ
エア費用を除く）に変更することを検討されるか否かにつ
いてご確認願いたい。

電気通信工事においては、請負金額全
体に占める工事部分の割合が低く、ま
た、工事期間も機器製作期間に比して
短期であるものが多い。そのため、工事
現場における工事規模が比較的小規模
にも拘わらず、技術者の専任を義務付
けられる工事の対象範囲が過大となり、
技術者の人件費等企業の生産性向上・
効率的活用が阻害されているため。

添付資料CIAJ-04-07

z1200015 国土交通省
主任技術者・監理技術者の専任義
務基準の確認

5032 50320011 11 （社）電子情報技術産業協会 11
主任技術者・監理技術者の専任義務基
準の確認

建設業法において、主任技術者・監理技術者は、工事現場における
建設工事を適正に実施するため配置され、その規模が大きくなると
その建設工事に専任する必要が規定されている。しかしながらこの
専任の基準は、現場工事の規模ではなく請負金額全体とされてお
り、必ずしも現場工事規模が大きくなくとも専任の必要が生じる場合
が想定される。
今後貴省において、この主任技術者・監理技術者の専任基準を請負
金額全体から現場工事金額（機器費、ソフトウェア費用を除く）に変
更することを検討されるか否かについてご確認願いたい。

【規制の現状】
公共性のある工作物に関する重要な工事で政令で定めるものにつ
いては、主任技術者又は監理技術者は工事現場ごとに、専任のもの
でなくてはならない。

また、建設業法施行令の規定では、主任技術者又は監理技術者が
専任となるのは請負った建設工事の請負金額が2,500万円以上の建
設工事である。

なし

電気通信工事においては、請負金額全
体に占める工事部分の割合が低く、ま
た、工事期間も機器製作期間に比して
短期であるものが多い。そのため、工事
現場における工事規模が比較的小規模
にも拘わらず、技術者の専任を義務付
けられる工事の対象範囲が過大となり、
技術者の人件費等企業の生産性向上・
効率的活用が阻害されているため。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 278/318
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z1200016 国土交通省
現場代理人の選任条件運用の見直し
や書面文言削除等要望

国土交通省関東地
方整備局平成１４
年１０月「適正化法
の施行２年目を迎
えて入札に参加す
る建設会社の皆さ
んへ」

現場代理人の要件については、法
律上、元請業者との直接的かつ恒
常的雇用関係を必要としません。ま
た、現場代理人が元請業者と直接
的かつ恒常的な雇用関係に無い場
合においても、公共工事の入札及
び契約の適正化の促進に関する法
律に基づく施工体制の適正化のた
めの点検において問題とはなるも
のではありません。

関東地方整備局においては、「請負
者の代理人」としての権限を行使す
るには、請負者との直接的かつ恒
常的な雇用関係にあることが契約
の適正な履行につながることを重
視し、関東地方整備局が発注する
工事について、請負者にお願いして

います。

ｅ 0

関東地方整備局独自で発注者の立
場から、『「現場代理人」は、工事施
工中は現場に常駐し、請負者と直
接的かつ恒常的な雇用関係を有す
るものを配置して下さい。』と記載
し、請負者にお願いしていますが、
記載内容に誤解を招くことがないよ
うに、法律上問題となるものではな
いことを、今後、出先機関に再周知
するとともに、ホームページの掲載
に補足説明を加える予定です。

0

①出先機関への再周知及びホーム
ページへの補足説明掲載の具体的
な時期を示されたい。また、②日本
道路公団の共通仕様書に対しても
同様の理解でいいかどうかの見解
も示されたい。

z1200016 国土交通省
現場代理人の選任条件運用の見直し
や書面文言削除等要望

国土交通省関東地
方整備局平成１４
年１０月「適正化法
の施行２年目を迎
えて入札に参加す
る建設会社の皆さ
んへ」

現場代理人の要件については、法
律上、元請業者との直接的かつ恒
常的雇用関係を必要としません。ま
た、現場代理人が元請業者と直接
的かつ恒常的な雇用関係に無い場
合においても、公共工事の入札及
び契約の適正化の促進に関する法
律に基づく施工体制の適正化のた
めの点検において問題とはなるも
のではありません。

関東地方整備局においては、「請負
者の代理人」としての権限を行使す
るには、請負者との直接的かつ恒
常的な雇用関係にあることが契約
の適正な履行につながることを重
視し、関東地方整備局が発注する
工事について、請負者にお願いして

います。

ｅ 0

関東地方整備局独自で発注者の立
場から、『「現場代理人」は、工事施
工中は現場に常駐し、請負者と直
接的かつ恒常的な雇用関係を有す
るものを配置して下さい。』と記載
し、請負者にお願いしていますが、
記載内容に誤解を招くことがないよ
うに、法律上問題となるものではな
いことを、今後、出先機関に再周知
するとともに、ホームページの掲載
に補足説明を加える予定です。

0

①出先機関への再周知及びホーム
ページへの補足説明掲載の具体的
な時期を示されたい。また、②日本
道路公団の共通仕様書に対しても
同様の理解でいいかどうかの見解
も示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 279/318
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z1200016 国土交通省
現場代理人の選任条件運用の見
直しや書面文言削除等要望

5030 50300008 11 情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸ産業協会 8
現場代理人の選任条件運用の見直しや
書面文言削除等要望

  現場代理人の所属について建設業法では規定されていないが、国
土交通省地方整備局の適正化法に関する案内や日本道路公団の
共通仕様書等において「元請会社に所属する者」と明記され、かつ
恒常的雇用関係にある社員である事を求められる。また、地方公共
団体等においても、発注者に対して元請会社外の現場代理人の確
認を求めると、「元請と直接かつ恒常的雇用関係にある社員である
事」を求められる事例が増えている。
現場代理人の選任については、元請以外（連結会社または下請会
社の社員）の者でも建設業法上、特に問題は無いと解釈している。し
かし、実態として公共工事発注者が「現場代理人は元請と直接的か
つ恒常的雇用関係にある社員である事」を監理／主任技術者と同等
の選任条件としているのは、「請負人の任務を代行する」現場代理人
要件を監理（主任）技術者の要件と主旨を混同されていると思われ
る。したがって、
・『現場代理人の身分については、発注者の意向に委ねるものでは
あるが、基本的には｢元請業者と直接的かつ恒常的雇用関係｣を必
要としない』旨の見解を公にしていただくか
・国土交通省や日本道路公団があえて当該雇用関係を求める理由
について説明し、特にこれに該当しない場合は、その限りではないと
するか
・公開されている書面の内容改訂をするか
など現在の過剰な規制を緩和するための処置をお願いしたい。
具体的に条件を規定している書面等の例は、次の通り。
●国土交通省関東地方整備局
平成１４年１０月「適正化法の施行２年目を迎えて入札に参加する建
設会社の皆さんへ」３、⑦「現場代理人」は、工事施工中は現場に常
駐し、請負者と直接的かつ恒常的な雇用関係を有するものを配置し
て下さい。（以下略）
●日本道路公団「電気通信工事共通仕様書」
平成１１年１０月発行第１章第７節１．７．１現場代理人等の設置
（１）契約書第１０条第１項の規定に基づき設置する現場代理人、主
任技術者（中略）は、乙に所属する者とする。

・現場代理人の機能は、契約の履行に関し
て、請負人の任務代行者として運営・取締り
を行うもので、監理／主任技術者とは全く別
個のもの（法解説書）。
・国土交通省地方整備局の適正化法に関す
る案内や日本道路公団の共通仕様書等は、
公共工事発注者のいわば｢バイブル｣である。
発注者の範たる国土交通省や日本道路公団
が率先して、現場代理人の身分について、厳
格な書面にて公開している影響で、地方自治
体他の発注者が、現場代理人の意義を十分
理解せず、慣習的にこれに追従し、全体とし
て規制の強化を誘発している。
・工事実績情報システムＣＯＲＩＮＳにおいて
も、現場代理人ついては、本人の所属会社を
申請できるようＶｅｒｓｉｏｎ　４．０から改訂され
ている。
・ＩＴ通信分野は専門分社化によって分担して
高度な設置工事を実現しており、「請負者が
責任を持って選任した専門会社の現場代理
人による現場指導」は適正なＩＴ機能実現にお
いて、必須である。

添付資料CIAJ-04-08

z1200016 国土交通省
現場代理人の選任条件運用の見
直しや書面文言削除等要望

5032 50320012 11 （社）電子情報技術産業協会 12
現場代理人の選任条件運用の見直しや
書面文言削除等要望

現場代理人の選任については、元請以外（連結会社または下請会
社の社員）の者でも建設業法上、特に問題は無いと解釈している。
しかし、実態として公共工事発注者が「現場代理人は元請と直接的
かつ恒常的雇用関係にある社員である事」を監理／主任技術者と同
等の選任条件としているのは、「請負人の任務を代行する」現場代理
人要件を監理（主任）技術者の要件と主旨を混同されていると思わ
れる。したがって、
・『現場代理人の身分については、発注者の意向に委ねるものでは
あるが、基本的には「元請業者と直接的かつ恒常的雇用関係」を必
要としない』旨の見解を公にしていただくか
・国土交通省や日本道路公団があえて当該雇用関係を求める理由
について説明し、特にこれに該当しない場合は、その限りではないと
するか
・公開されている書面の内容改訂をするか
など現在の過剰な規制を緩和するための処置をお願いしたい。
具体的に条件を規定している書面等の例は、次の通り。
●国土交通省関東地方整備局
平成14年10月「適正化法の施行2年目を迎えて入札に参加する建設
会社の皆さんへ」3、⑦「現場代理人」は、工事施工中は現場に常駐
し、請負者と直接的かつ恒常的な雇用関係を有するものを配置して
下さい。（以下略）
●日本道路公団「電気通信工事共通仕様書」
平成11年10月発行第1章第7節1．7．1現場代理人等の設置　（1）契
約書第10条第1項の規定に基づき設置する現場代理人、主任技術
者（中略）は、乙に所属する者とする。

【規制の現状】
現場代理人の所属について建設業法では規定されていないが、国
土交通省地方整備局の適正化法に関する案内や日本道路公団の
共通仕様書等において「元請会社に所属する者」と明記され、かつ
恒常的雇用関係にある社員である事を求められる。また、地方公共
団体等においても、発注者に対して元請会社外の現場代理人の確
認を求めると、「元請と直接かつ恒常的雇用関係にある社員である
事」を求められる事例が増えている。

なし

・現場代理人の機能は、契約の履行に関し
て、請負人の任務代行者として運営・取締り
を行うもので、監理／主任技術者とは全く別
個のもの（法解説書）。
・国土交通省地方整備局の適正化法に関す
る案内や日本道路公団の共通仕様書等は、
公共工事発注者のいわば「バイブル」であ
る。発注者の範たる国土交通省や日本道路
公団が率先して、現場代理人の身分につい
て、厳格な書面にて公開している影響で、地
方自治体他の発注者が、現場代理人の意義
を十分理解せず、慣習的にこれに追従し、全
体として規制の強化を誘発している。
・工事実績情報システムCORINSにおいても、
現場代理人ついては、本人の所属会社を申
請できるようVersion 4.0から改訂されている。
・IT通信分野は専門分社化によって分担して
高度な設置工事を実現しており、「請負者が
責任を持って選任した専門会社の現場代理
人による現場指導」は適正なIT機能実現にお
いて、必須である。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 280/318
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z1200017 国土交通省
電気通信工事を伴わない、あるいはそ
の工事が微少な「ＩＴ設備関連案件」の

適用除外について

建設業法第２条第
１項、同法別表第
１

「建設業法第２条
第１項の別表の上
欄に掲げる建設工
事の内容」（昭和４
７年建設省告示第
３５０号）
「建設業許可事務
ガイドラインについ
て」（平成１３年国
総建第９７号）

建設業法上の建設工事とは土木建
築に関する工事で別表第１に掲げ
るものと定義されている。また、告
示で建設工事の内容を定めてお
り、通知で建設工事の例示を示して

いる。

e

「IT設備関連案件」であっても告示
及び通知で定めている建設工事の
内容及び例示に該当すれば建設業
法の適用を受けることとなる。
建設工事の内容や例示について
は、告示や通知で定めているが、現
状に即して適宜見直しが行われて

いる。

①回答では現状に即して適宜見直
しが行われているとあるが、昭和６
０年の建設省経建発第１６４号、１７
０号の通達以降具体的な見直しが
なされているのであれば、それを示
されたい。
②建設業とは明らかに進歩のス
ピードが異なるＩＴ関連の工事を建
設業法の中で括ることに対して、IT
設備設置等の適用除外の例示が
可能かどうかも含め、今後どう対応
していくかの見解を示されたい。

z1200050 国土交通省
通訳案内業の試験科目の変更および

試験内容の変更
通訳案内業法第５
条

通訳案内業試験は、①外国語、②
日本地理、③日本歴史、④産業、
経済、政治及び文化に関する一般
常識、⑤人物考査について行う。

b

通訳案内業試験の試験科目につい
ては、単に知識を問うためのもので
はなく、通訳案内のために真に必
要な知識は何かという見地から、試
験問題の内容の再検証を行ってい
る。この中で、今年度試験から従来
の１次試験、３次試験を統合すると
ともに、日本地理、日本歴史、産
業、経済、文化に関する一般常識
については、マークシート方式の導
入を行ったところであり、今後も試
験内容の適正化に向けた検討を

行っていく。

回答では、「今後も試験内容の適正
化に向けた検討を行っていく」とさ
れているが、要望内容は、「真に必
要な知識」として通訳案内業を行う
に当たって不可欠な（ａ）各国の外
国人に適切に日本の文化を伝える
ための、異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力も
含めた案内手法・技術、（ｂ）分かり
易くかつ景観にも配慮した案内標
識を自治体等に提言できる能力を
も視野に入れた、案内標識に関す
る知識を問う問題を試験に取り入
れるべきであるとのものである。即
ち、本要望は、ﾏｰｸｼｰﾄ方式の導入
や試験の一部統合といった形式的
な見直しではなく、試験科目自体の
見直し（追加を含む。）を求めるもの
である。この点を踏まえ、①上記試
験科目の見直しについての具体的
な対応策を更に検討され、示された
い。②また、上記①を踏まえた実施
時期について、その時期となる理由
も含め具体的に示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 281/318
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z1200017 国土交通省
電気通信工事を伴わない、あるい
はその工事が微少な「ＩＴ設備関連
案件」の適用除外について

5030 50300009 11 情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸ産業協会 9
電気通信工事を伴わない、あるいはそ
の工事が微少な「ＩＴ設備関連案件」の適
用除外について

建設業法第二条（定義）１項では、｢建設工事｣と
は、「土木建築に関する工事で別表の上欄に掲げ
るものをいう」とある。当該別表には、「電気通信工
事」の名称はあるものの、その定義、例示等につい
ては、関連通達や解説本等を参照する方法をとっ
ている。このため、発注者は、当該通達等を参照し
て適切と思われる工事業種を設定しており、いわゆ
る「建設工事」にそぐわない案件が、「電気通信工
事」の扱いを受けているケースが多く見受けられ
る。

今日、「電気通信工事」として発注されるものの多く
が、IT設備および配線、据付を主体とするいわゆる
「ＩＴ設備関連案件」となっている。また、当該設備
は、その基本部をコンピュータ機能によって構成し
ており、いわゆる「建設工事」を伴わない、あるいは
工事部分が極めて微少な事例が多く見受けられ
る。
「ＬＡＮ（Local Area Network）設置」や「コンピュータ
機能を有した機器設置調整」等、配線や据付・調整
などが主体で、いわゆる｢建設工事｣と定義できる作
業を伴わないかまたは軽微な場合においては、｢電
気通信工事｣の適用外とする旨の関連通達および
解説本等への記載を要望する。なお、当該分野は
技術進歩が極めて速いため、適宜適切に事例等の
記述の改版をお願いしたい。
上記の例を含め、いわゆる「ＩＴ設備関連案件」は、
ソフトウェアからシステム運用・保守サービス等まで
一貫したシステム提供となる場合が多い。更に、そ
の設置作業は、建築物への加工を伴わない機器調
整等を含むデータ設定試験等が主体であり、いわ
ゆる「建設工事」とはそぐわない内容である。

関連通達等に見られる工事内容や例示は、旧電電
公社時代の名残やコンピュータが大型の箱物で
あった時に設定されたものと思われる。現在、ＩＴ時
代を迎え、コンピュータそのものがオープン化、ダウ
ンサイジング化、微細化され、その形状も、ＬＳＩや小
型機器に組み込まれる等、多様化している。
昭和６０年に出された下記通達において、「電気通
信工事の内容として、情報制御設備工事にはコン
ピュータ等の情報処理設備の設置工事も含まれる」
とある影響で、上記の「ＩＴ設備関連案件」が、「電気
通信工事」として適用される事例が数多く見受けら
れる。これは、ＩＴに関する技術革新のスピードが、
建築土木を基幹とした多くの他建設工事に比し特
段に速く、そのトレンドを数年先すら予見する事が
困難な状況からやむを得ないと思われる。しかしな
がら、ＩＴの技術革新が急速に進展する中、建設業
法第二条や関連通達、解説本の内容や例示にあて
はまらない事例が存在するにも拘わらず、これらに
対する具体的な対処方法が明示されていない為、｢
電気通信工事｣適用の濫用を誘発している事は、本
許可業種を適正に運用する上で課題と考える。更
には、現状にて運用された場合には、経営事項審
査における工事完成高申請において、適正を欠く恐
れがあると思われる
また、ＩＴ技術の急速な進展に鑑み、定期的にＩＴ設
備・技術を吟味し、適宜、内容や例示に加える場合
もしくは除外する場合を明確にしていく事も、本許可
業種を適正に運用する上で不可欠であると考える。

添付資料CIAJ-04-09

z1200050 国土交通省
通訳案内業の試験科目の変更およ
び試験内容の変更

5064 50640026 11
株式会社東京リーガルマイ
ンド

26
通訳案内業の試験科目の変更および試
験内容の変更

現行試験を、より実務に即した内容の試
験にしていくため、案内標識に盛り込む
べき情報等の決定手法や景観への配慮
方法に関する問題を出題し、また外国人
旅行者等を適切に誘導する案内手法を
実際に会話試験の中で試験すること

通訳案内業に、外国人旅行者と外国語
でコミュニケーションを図り、もって日本を
紹介していく、といういわば「民間の外交
官」的な役割を果たさせ、外国人旅行者
の増大を図る

外国語の筆記試験については、受験者
数が一番多い英語の試験に関していえ
ば、通訳案内業としては直接に関係のな
い「3枚目」「迎え酒」等の英単語の問題
がある一方で、通訳案内業として必要な
知識をダイレクトに問う問題は多くない。
日本地理、日本の歴史、その他の一般
常識(日本語試験)については、地理、歴
史等は通訳案内業としてはもちろん必要
な知識であるが、試験としてはもう少し工
夫の必要があると考えられる。

添付資料：
「通訳案内業」についての提言

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 282/318
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z1200051 国土交通省
通訳案内業試験の採点基準および合

格基準の明確化
通訳案内業法第５
条の４第１項

　通訳案内業を営む者として必要な
知識及び能力を有するかどうかの
判定に関する事務については、通
訳案内業者試験委員に行わせなけ

ればならない。

d,c

通訳案内業試験においては、既に
解答例を公表するとともに、合格判
定のための基準を公表している。外
国語試験の合格基準については、
各外国語毎の合格水準を一定に設
定する必要があることから、相対評
価を行っている。

回答では、各外国語の合格水準を
一定に設定する必要があることを
根拠に絶対評価の採用は困難とさ
れているが、受験者の予見可能性
を高め過度の負担を可否する観点
からは、現行の日本語筆記試験と
同様に、外国語筆記試験について
も絶対評価を採用していくべきと考
えられる。なお、行政書士試験でも
受験者の点数と毎年変わる可能性
のある合格の点数を受験者に通知
している。この点を踏まえ、①改め
て本要望の実施に向けた具体的対
応策を検討され、示されたい。②上
記①を踏まえた実施時期につい
て、その時期となる理由も含め具体
的に示されたい。

z1200052 国土交通省
他の資格試験有資格者、他の検定試験
合格者に対する科目免除

通訳案内業法第５
条

通訳案内業施行規
則第３条

通訳案内業試験は、①外国語、②
日本地理、③日本歴史、④産業、
経済、政治及び文化に関する一般
常識、⑤人物考査について行う。

c

通訳案内業者は、外国人旅行者に
付き添い、我が国について案内す
ることで、我が国に関する正確な理
解を通じて、我が国の魅力を認識し
てもらうため重要な役割を果たして
いることから、一定の資格要件が必
要とされている。一方、旅行業務取
扱主任者は、取引条件の説明、契
約書面の交付等旅行業務に関する
契約について、旅行者の理解を十
分に得た上で契約締結につなげ、
ひいては旅行者保護に資するた
め、営業所ごとに設置された、専門
的な旅行実務、法律の知識を備え
た者である。上記２資格は、資格制
度の設置趣旨も、資格の必要要件
もまったく異なることから、一方の資
格を有する者に、他方の資格試験
についてその一部を免除することは

不可能である。

回答では、通訳案内業者と旅行業
務取扱主任者について、当該二資
格の設置趣旨及び必要要件が異な
ることを根拠に、一方の資格を有す
る者に他方の資格試験についてそ
の一部を免除することは不可能で
あるとされているが、受験者への過
度の負担を回避する観点からは、
（ａ）当該二資格間について、また、
要望にあるとおり、（ｂ）通訳案内業
試験と歴史検定１級（日本史）の二
資格間について、科目免除の措置
を速やかに講ずる必要があると考
えられる。なお、他の資格について
は既にこうした措置が講じられてい
る例も見られる。例えば、大学の税
法マスターには税理士の一定科目
が免除されているし、社会保険労務
士制度ができる前の行政書士資格
保有者は社会保険労務士の資格を
も有する。後者の例で言えば、別の
専門性や法律の知識が必要でﾆｰ
ｽﾞがあるからこそ新設された国家資
格であり、貴省のご見解に従えば
資格を付与する必要がないこととな
る。こうした点を踏まえ、①改めて上
記（ａ）及び（ｂ）の要望の実現に向
けた具体的な対応策を検討され、
示されたい。②上記①を踏まえた実
施時期について、その時期となる理
由も含め具体的に示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 283/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200051 国土交通省
通訳案内業試験の採点基準および
合格基準の明確化

5064 50640027 11
株式会社東京リーガルマイ
ンド

27
通訳案内業試験の採点基準および合格
基準の明確化

模範解答の公開等の手法を通じて、合
格基準を明確にすること
外国語の試験においても、日本語筆記
試験と同様、絶対評価を取り入れること

受験者に対して、準備に過度の負担を
課さないようにすることで、より多くのか
つ幅広い層の受験者が受験することが
期待され、結果的に優秀な人材が通訳
案内業試験を受験するようになり、もっ
て通訳案内業のレベル向上に資するとと
もに、日本の観光産業振興をもたらす。

他の国家試験においても、模範解答の
公開等を通じて基準がオープンにされて
いる。受験者に対する負担を軽減するた
めには、採点基準の明確化が望まれ
る。
また、合否が相対評価により決定される
と、相対評価の基準自体が明確であっ
たとしても、受験者から見るならば合格
の要件（どこまで勉強すれば合格するの
か）が不明確であることになり、受験者
への負担増が避けられないものとなるた
め好ましくない。

添付資料：
「通訳案内業」についての提言

z1200052 国土交通省
他の資格試験有資格者、他の検定
試験合格者に対する科目免除

5064 50640028 11
株式会社東京リーガルマイ
ンド

28
他の資格試験有資格者、他の検定試験
合格者に対する科目免除

旅行業務取扱主任者の資格を有する者
は日本地理の試験を、歴史検定１級（日
本史）の合格者は日本の歴史の試験を
免除すること

多様な合格への道を開くことによって、よ
り多くのかつ幅広い層の受験者が受験
することが期待され、結果的に優秀な人
材が通訳案内業試験を受験するように
なり、もって通訳案内業のレベル向上に
資するとともに、日本の観光産業振興を
もたらす。

他の国家試験では、その他の資格を有
していれば、その資格に関連した科目の
試験を免除する制度が多数存在する。こ
れは、免除される科目については、すで
に知識を有していると認定できるからで
ある。
これは、通訳案内業の試験においても同
様に当てはまる。

添付資料：
「通訳案内業」についての提言

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 284/318
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z1200053 国土交通省 通訳案内業の分化
通訳案内業法第２
条、第３条

報酬を得て通訳案内業を営もうとす
る者は、国土交通大臣の行う試験
に合格し、都道府県知事の免許をう
けなければならない。

b Ⅰ

「外客受入環境整備のための具体
的施策検討委員会（本年７月８日第
１回開催）」を立ち上げ、この中で、
それぞれの地域の持つ独自の魅力
を伝えるインタープリターとして通訳
ガイドを活用していくため、制度面
の見直しを含め具体的施策を検討
中であり、本年中に得られる予定の
提言を踏まえ、所要の措置を講じる

こととしている。

＜構造改革特区推進室（地域再生
推進室）で一元的に取扱う＞

z1200054 国土交通省 旅行業者の通訳案内業者設置義務
通訳案内業法第２
条、第３条

報酬を得て通訳案内業を営もうとす
る者は、国土交通大臣の行う試験
に合格し、都道府県知事の免許をう
けなければならない。

d

旅行業者は、そのすべてが訪日旅
行を扱っているわけではなく、また、
通訳案内業は、報酬を得て、外国
人に付き添い、外国語を用いて旅
行に関する案内をする業であるが、
外国人旅行者のニーズは多様化し
ており、そのすべてが有償での旅行
案内を求めていないのが現状であ
る。したがって、旅行業者に一律
に、各営業所における通訳案内業
者の設置を義務づけるのは、必要
以上の規制である。

なお、旅行業法においては、無資格
の通訳ガイドによる通訳案内サー
ビスを提供する等の行為は、法第１
３条第３項第２号の旅行業者等の
禁止行為に該当し、その違反は業
務停止又は登録の取り消し事由と
されており（旅行業法第１９条第１項
第１号）、これによって通訳案内業
免許を持つ業者が利用されるよう
制度上の担保がされている。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 285/318
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z1200053 国土交通省 通訳案内業の分化 5064 50640029 11
株式会社東京リーガルマイ
ンド

29 通訳案内業の分化
「通訳案内業(総合)」と「通訳案内業(地
域限定)」の、２種類の通訳案内業者を
創設すること

「民間の外交官」としての役割を有する
「通訳案内業(総合)」と、「動く観光案内
所」としての役割を有する「通訳案内業
(地域限定)」の二本立てとすることによ
り、できる限り能力の高い通訳案内業者
を多数生み出し、日本の観光産業振興
をもたらす。

平成９年６月、地域を限定する代わりに
日本の知識は若干緩和したような免許
である、地域限定型の通訳案内業が施
行されている。
しかし、この地域限定型の通訳案内業
は、指定された地域が九州(沖縄を除く)
のみであり、また、中国語、朝鮮語につ
いてのみのものであったことから、利用
の頻度が高くなかったこともあり、平成18
年２月末で廃止されることとなっている。
このような廃止の経緯を踏まえ、通訳案
内業(地域限定)は、外国人旅行者が多く
訪れる観光地を中心に業務を行うもの
へと再構築していくべきと考える。
また、以前の地域限定型通訳案内業
は、受験要件として通訳案内業の外国
語筆記試験、外国語会話試験に合格し
た者であることを挙げており、その他にも
受験制限がかなり厳しいものであった
が、「通訳案内業(地域限定)」の試験科
目としては、①外国語筆記試験（ただし、
英検１級及びそれに準ずる資格を有して
いれば免除される）、②外国語会話試験
(外国人旅行者等を適切に誘導する案内
手法)及び③日本語筆記試験（特定地域
の地理・歴史、ただし一定の資格を有し
ている者は免除される）についての試験
を行うようにし、通訳案内業(総合)との差
別化を図る。

添付資料：
「通訳案内業」についての提言

z1200054 国土交通省
旅行業者の通訳案内業者設置義
務

5064 50640030 11
株式会社東京リーガルマイ
ンド

30 旅行業者の通訳案内業者設置義務

旅行業法において、通訳案内業者を旅
行業者の従業員の300人ごとに1人、か
つ、各営業所に1人以上の通訳案内業
者を設置する旨を定めること

外国人旅行者に対して、質の高い観光
案内を実施することにより、外国人旅行
者の増大が見込まれる。

そもそも「通訳案内業」とは、有償で外国
人に対し旅行に関する案内をすることが
できる者であると定められている。しかし
現在、通訳案内業者でない者が、有償で
ガイドを行う行為が横行しており、このま
までは通訳案内業者の信頼は落ち込む
一方となることが予想される。

添付資料：
「通訳案内業」についての提言

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 286/318
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z1200078
厚生労働省、国土
交通省

建設業退職金共済制度の健全化につ
いて

中小企業退職金共
済法第４１条第１
項

中小企業者は建設業退職金共済
制度に加入することができることと

されている。
ｃ Ⅳ

  建設業退職金共済制度は、従業
員の福祉の増進と中小企業の振興
を目的としている制度であり、そも
そも当該共済制度を活用するかど
うかは中小企業者の自由であるた
め、御要望である一律に電気通信
工事分野の適用を除外することに
ついては、お応えすることはできな

い。
    また、ＩＣカードによる納入につい
ては、現在、独立行政法人勤労者
退職金共済機構において建設業界
と連携しつつ「新たな掛金納入方式
の導入に関する意見交換会」の場
で検討しているところであり、当省と
してはその状況を踏まえながら新た
な掛金納入方式のあり方について
検討してまいりたい。

【対国土交通省、厚生労働省】

①建設業退職金共済制度の活用を一律に経
営事項審査における評価項目にすることは、
同制度を活用するかどうか中小企業者の自
由であるという前提に反する。この点の改善
について、具体的な対応策を検討され、示さ
れたい。
②建設業退職金共済制度の活用を官公庁の
入札参加資格の要件とすることは、同制度を
活用するかどうか中小企業者の自由であると
いう前提に反する。この点の改善について、
具体的な対応策を検討され、示されたい。
③公共工事の入札や元請業者決定段階など
では施工体制が未確定の場合もあり、発注
者が建設業者に対しこの段階で掛金収納の
証（領収書）の提示を必須要件とするのは適
切ではない。この点の改善について、具体的
な対応策を検討され、示されたい。
④「新たな掛金納入方式のあり方」について
は、ＩＣカードによる納入の早期実施に加え、
要望内容にある、掛金納入の勤労実績によ
るカウント、余剰証紙の払戻し又は他工事で
の使用可能化、証紙を購入しなくともよい場
合の明確化及び手続の簡素化の改善が必
要と考えられる。この点を踏まえ、「新たな掛
金納入方式のあり方」の検討の方向性及び
実施時期について、その時期となる理由を含
め具体的に示されたい。
⑤上記④に関連して、平成15年度に試行し
た掛金の新納入方式の評価について明らか
にされたい。

z1200029 全省庁
国・地方自治体向け金銭債権の証券化
に係る債権譲渡禁止特約の解除

平１４年５月１日以降、物品・役務の
調達契約については、一定の金額
以下等について債権譲渡禁止特約
の解除を行っている。

ｄ

債権譲渡禁止特約については、物
品・役務の調達契約の一定の金額
以下等のものについて、解除を行っ
ているところである。

①要望者から下記のとおり意見が
提出されていることを踏まえ、譲渡
禁止特約の解除の対象となる契約
及び譲渡対象者（特別目的会社、
特定債権等譲受業者等を含む）の
更なる拡大の可否について、その
理由も含めて、回答いただきたい。
②　①の検討を踏まえ、平成17年
度までに措置することの可否につ
いて、その理由も含めて、回答いた
だきたい。

(要望者再意見）
「資産流動化のため、早急に債権
譲渡禁止特約の解除の対象となる
契約（リース契約等）及び譲渡対象
者の拡大（特別目的会社、特定債
権等譲受業者等）を望む（なお、経
済産業省においては本年7月から
譲渡対象者の拡大が行われてい
る）。また、各省庁によって対応が
異なっており（措置済み、検討中、
対応可、対応不可）、前述の要望が
実現される形での統一的な対応が
望まれる。なお、一部の省庁の回答
では｢売掛債権担保融資制度｣を利
用する場合における譲渡禁止特約
の解除を行ったことをもって、本要
望に対する回答を｢現行法制で対
応可」等との回答があるが、前述の
要望趣旨を踏まえ、再度の回答が
望まれる。」

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 287/318
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z1200078
厚生労働省、国
土交通省

建設業退職金共済制度の健全化
について

5030 50300010 11 情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸ産業協会 10
建設業退職金共済制度の健全化につい
て

公共工事では、労働者保護、労働者福
祉を目的とした制度として、建設業者に
対し着工前に掛金納入（証紙購入）が求
められる。この掛金の額は、必要枚数分
であるが、実質は発注者指定計算（率）
式により算出された額の証紙を購入する
事となっている。また、本制度の加入と
履行は、官公庁の入札参加資格の要件
とされることがあり、経営事項審査にお
ける評価項目にもなっている。

電気通信工事分野に置いては、本制度
の適用を除外していただきたい。
それがかなわぬなら、現在検討されてい
る掛金のＩＣカードによる新納入方式で
は、掛金納入は就労実績カウントし、余
剰証紙は払戻可能とするか、もしくは、
余剰証紙でも他の工事の掛金納入に使
用可能とする、購入しなくとも良い場合な
どの制度として頂きたい。（平成15年度
試行しているとのことであるが評価につ
いて是非公開していただきたい）

電気通信工事では当制度の保護対象と
なる季節労働者等はほとんど存在せ
ず、従って証紙払出しニーズは少なく、
実態として購入した証紙の大半が余剰と
なっている。更に、仕様書上で現行の発
注者指定の計算（率）式により購入を規
定され、払戻不可、転売不可および購入
業者での処理等、ＩＴ通信業界には適さ
ない制度と思われる。

建退共本部が販売し建設業者が購入し
た証紙は、100％労働者に交付され“退
職金”として還元されるべきものである
が、建退共本部の収支はバランスしてい
ないと考えられる。
建設業の労働福祉制度としての意義は
認めるが、一律に経営事項審査の評価
要素にしたり、入札参加資格の要件にす
ることは適当ではない。

添付資料CIAJ-04-10

z1200029 全省庁
国・地方自治体向け金銭債権の証
券化に係る債権譲渡禁止特約の解
除

5039 50390022 11 社団法人 リース事業協会 22
国・地方自治体向け金銭債権の証券化
に係る債権譲渡禁止特約の解除

経済産業省などの一部の国の機関にお
いては、債権譲渡禁止特約の解除が行
われているが、すべての国の機関及び
地方自治体においても速やかに債権譲
渡禁止特約を解除すること。

企業の資金調達の円滑化が図られる。
債権譲渡禁止特約が資産流動化の適
格要件の障害となっている。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 288/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200030

内閣府、総務省、
財務省、文部科学
省、厚生労働省、
農林水産省、経済
産業省、国土交通
省、環境省

外為法に基づく「外国投資家」規制の適
用除外

外国為替及び外国
貿易法第26条第1
項（外国投資家の
定義）、第27条（事
前届出）、第55条
の5（事後報告）

「外国投資家」の定義のうち、「非居
住者である個人」または「外国法令
に基づいて設立された法人その他
の団体又は、外国に主たる事務所
を有する法人その他の団体」により
直接または間接に保有される議決
権の合計が50％以上を占める会社
については「外国投資家」と規定さ
れ、対内直接投資等の事前届出、
又は事後報告が義務づけられてい

る。

C -

（理由）
　ご指摘の点については、多数の
外国機関投資家が株式市場で株式
を取得した場合であっても、個々の
投資家間の関係がどのようなもの
であるかについて外形では判断で
きないことから、適用除外とすること
は不適当である。また、仮に、個別
に審査することとした場合には、手
続が煩雑となり、投資家等の負担と

なる。
　対内直接投資については、国の
安全保障等に支障をきたすことにな
るおそれがある業種等限られた業
種について事前届出制としている
が、外国人による企業支配を管理
する観点から、非居住者等の議決
権比率の合計が50％以上である場
合を対象とすることが適当である。
同様に、事後報告についても、国際
収支統計や事業所管官庁において
取引の実態を把握する観点から外
国資本の流入の状況を把握する必
要があり、非居住者等の議決権比
率の合計が50％以上である場合を
対象とすることが適当である。

要望の趣旨を踏まえ、再度検討さ
れたい。また、手続きの簡素化等に
ついても検討され、示されたい。

z1200030

内閣府、総務省、
財務省、文部科学
省、厚生労働省、
農林水産省、経済
産業省、国土交通
省、環境省

外為法に基づく「外国投資家」規制の適
用除外

外国為替及び外国
貿易法第26条第1
項（外国投資家の
定義）、第27条（事
前届出）、第55条
の5（事後報告）

「外国投資家」の定義のうち、「非居
住者である個人」または「外国法令
に基づいて設立された法人その他
の団体又は、外国に主たる事務所
を有する法人その他の団体」により
直接または間接に保有される議決
権の合計が50％以上を占める会社
については「外国投資家」と規定さ
れ、対内直接投資等の事前届出、
又は事後報告が義務づけられてい

る。

C -

（理由）
　ご指摘の点については、多数の
外国機関投資家が株式市場で株式
を取得した場合であっても、個々の
投資家間の関係がどのようなもの
であるかについて外形では判断で
きないことから、適用除外とすること
は不適当である。また、仮に、個別
に審査することとした場合には、手
続が煩雑となり、投資家等の負担と

なる。
　対内直接投資については、国の
安全保障等に支障をきたすことにな
るおそれがある業種等限られた業
種について事前届出制としている
が、外国人による企業支配を管理
する観点から、非居住者等の議決
権比率の合計が50％以上である場
合を対象とすることが適当である。
同様に、事後報告についても、国際
収支統計や事業所管官庁において
取引の実態を把握する観点から外
国資本の流入の状況を把握する必
要があり、非居住者等の議決権比
率の合計が50％以上である場合を
対象とすることが適当である。

要望の趣旨を踏まえ、再度検討さ
れたい。また、手続きの簡素化等に
ついても検討され、示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 289/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200030

内閣府、総務
省、財務省、文
部科学省、厚生
労働省、農林水
産省、経済産業
省、国土交通
省、環境省

外為法に基づく「外国投資家」規制
の適用除外

5039 50390032 11 社団法人 リース事業協会 32
外為法に基づく「外国投資家」規制の適
用除外

「外国投資家」の定義のうち、「非居住者
である個人」または「外国法令に基づい
て設立された法人その他の団体または
外国に主たる事務所を有する法人その
他の団体」により直接または間接に保有
される議決権の合計が50％以上を占め
る法人に関し、株式公開企業で極めて
多数の外国機関投資家が株式市場で株
式を取得したことによって、その保有比
率合計が50％以上となってしまったよう
な場合には、実質的に外国人が事業を
支配している場合に当たらないもので、
何らかの適用除外を検討いただきたい。
例えば、上場会社の場合、株主１名の議
決権比率が20％未満である場合など
は、当該法の規制の趣旨の範囲外であ
り、適用除外とする措置等を検討いただ
きたい。

適正かつ自由な経済活動の実施

本来この規制は、外国人による日本企
業への経営支配を管理するのが目的で
ある。その法の趣旨に鑑みれば、実質
的に外国人が支配している場合に当た
らないケースでこの規制を適用する必要
性はないものと考えられる。

z1200030

内閣府、総務
省、財務省、文
部科学省、厚生
労働省、農林水
産省、経済産業
省、国土交通
省、環境省

外為法に基づく「外国投資家」規制
の適用除外

5040 50400027 11 オリックス 27
外為法に基づく「外国投資家」規制の適
用除外

「外国投資家」の定義のうち、「非居住者
である個人」または「外国法令に基づい
て設立された法人その他の団体または
外国に主たる事務所を有する法人その
他の団体」により直接または間接に保有
される議決権の合計が50％以上を占め
る法人に関し、株式公開企業で極めて
多数の外国機関投資家が株式市場で株
式を取得したことによって、その保有比
率合計が50％以上となってしまったよう
な場合には、何らかの適用除外を検討
いただきたい。例えば、上場会社の場
合、株主１名の議決権比率が20％未満
である場合などは、当該法の規制の趣
旨の範囲外であり、適用除外とする措置
等を検討いただきたい。

適正かつ自由な経済活動の実施

株式公開企業で極めて多数の外国機関
投資家が株式市場で株式を取得したこ
とによって、その保有比率合計が50％以
上となってしまったような場合に、外国為
替及び外国貿易法第27条の事前届出お
よび第55条の5の事後報告を義務付け
るのは過剰ではないかと思われる。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 290/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200075
全省庁（人事院と
金融庁を除く）

補助金適正化法の運用の一元化

補助金等に係る予
算の執行の適正化
に関する法律
　

同法施行令
補助金等適正化法
第二十二条の規定
に基づく同法施行
令第十四条第一項
第二号により各省
各庁の長が定める
期間について

財産処分制限期間については、減
価償却資産の耐用年数等に関する
省令で定めている耐用年数を基礎
とすることを原則とし、これに補助金
等の交付の目的を勘案して、補助
金等ごとに定めている。

C
今後、財産処分制限期間につい
て、統一的な方針が示されることに
なれば、それに基づき対応する。

各府省庁において、処分制限期間
が統一されていないことが問題であ
り、各府省庁が統一して同じ基準と
なるように調整されたい。

z1200011 国土交通省
建設業許可に必要な経営業務管理責
任者要件の判断基準の確認と明示につ

いて

建設業法第７条第
１号

「経営業務管理責
任者の大臣認定要
件の明確化につい
て」（平成１６年国
総建発第356号）

建設業法第７条第１号ロの規定に
よる国土交通大臣による認定につ
いて、「建設業法第７条第１号イに
掲げる者と同等以上の能力を有す
る者を定める件」（昭和４７年建設
省告示第３５１号）により行ってきて
おり、いわゆる「執行役員」の取扱
については、「経営業務管理責任者
の大臣認定要件の明確化につい
て」（平成１６年国総建第３５６号）に
より、経営業務管理責任者の要件
の認定について明確化したところで

ある。

d

いわゆる「執行役員」については、
商法等の法令上の権限及び責任
等が定められておらず、その業務
の範囲及び権限の決定権は個々
の企業にゆだねられているため、
役員と同等の権限等を有している
か否かを一律に判断することはでき
ないことから、具体的な可否基準と
して国総建発第３５６号を示したも

のである。

・回答では、「執行役員」等に関する
具体的な可否基準について本年通
達を発出し、建設業法上の経営業
務管理責任者の要件の認定を明確
化したため、現行制度で可能とされ
ているが、
要望内容では、当該通達の内容に
「執行役員」等の扱いが不明確な部
分がある旨指摘している。このた
め、①当該通達上、いわゆる「執行
役員」を含め、どのような地位、権
限を有する者が何年以上の経験を
有する必要を通達上で明記してい
るのか、②当該地位及び権限を有
する者であれば、「執行役員」と例
えば営業部長の年数を合算し、必
要年数として判断するものであるの
か、について具体的に示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 291/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200075
全省庁（人事院
と金融庁を除く）

補助金適正化法の運用の一元化 5094 50940005 11 和歌山県 5 補助金適正化法の運用の一元化

補助金適正化法に基づく処分制限期間
については、各府省庁が別途政令で制
定するのではなく、財務省令にて、処分
制限期間の統一（一本化）を図り、既存
の政令は各府省庁において廃止された
い。

　

・補助金適正化法第２２条に基づく財産
処分制限期間は、各府省庁の政令によ
り別途定めるとされており、現状では、各
府省庁の政令を定める時期によりばら
つきが見られ、さらに改正後の但し書き
には、財務省令に連動した処分制限期
間ではなく、改正後に取得した財産にの
み適用が受けるように政令で告示されて
いる。国の補助金を活用し、整備したも
の（例　鉄筋コンクリート）や購入したもの
（パソコン・サーバ）が同じであるにもか
かわらず、補助金の種類によって異なる
処分制限期間となっている。

z1200011 国土交通省
建設業許可に必要な経営業務管理
責任者要件の判断基準の確認と明
示について

5030 50300003 11 情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸ産業協会 3
建設業許可に必要な経営業務管理責任
者要件の判断基準の確認と明示につい
て

国総建発第３５６号により、２００３年４月
に改正された商法に対応して「経営業務
管理責任者」の要件について、いわゆる
「執行役員」の取扱が通達されたが、定
義付が不明確である為、いわゆる「執行
役員」が「経営業務管理責任者」の要件
を満たすか否かの判断がし難い状況で
ある。

いわゆる「執行役員」の審査の取扱につ
いては、昨年末の規制改革要望への回
答書にて「平成１６年度中に検討する」と
の回答を確認しているが、いわゆる「執
行役員」の取扱いに関して、具体的な可
否判断基準を明示頂きたい。
社内規定、定款等一定の条件のもとで
定められたいわゆる「執行役員」につい
ては、国総建発第３５６号に記述のある
「法人の場合におけるその役員」に準じ
るものと理解してよいのか確認をした
い。又、国総建発第３５６号は上記の回
答書にある「検討」の結果であるのかど
うかについても確認をしたい。

 国総建発第３５６号により、２００３年４
月に改正された商法に対応して「経営業
務管理責任者」の要件について、いわゆ
る「執行役員」の取扱が通達されたが、
定義付が不明確である為、いわゆる「執
行役員」が「経営業務管理責任者」の要
件を満たすか否かの判断がし難い状況
である。

近年、経営効率化のため、いわゆる「執
行役員」制度を採用している企業が増加
している。企業におけるこのような経営
効率化への動きに合せた制度等の見直
しが必要であると考える。

添付資料CIAJ-04-03

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 292/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要（対応策）

z1200011 国土交通省
建設業許可に必要な経営業務管理責
任者要件の判断基準の確認と明示につ

いて

建設業法第７条第
１号

「経営業務管理責
任者の大臣認定要
件の明確化につい
て」（平成１６年国
総建発第356号）

建設業法第７条第１号ロの規定に
よる国土交通大臣による認定につ
いて、「建設業法第７条第１号イに
掲げる者と同等以上の能力を有す
る者を定める件」（昭和４７年建設
省告示第３５１号）により行ってきて
おり、いわゆる「執行役員」の取扱
については、「経営業務管理責任者
の大臣認定要件の明確化につい
て」（平成１６年国総建第３５６号）に
より、経営業務管理責任者の要件
の認定について明確化したところで

ある。

d

いわゆる「執行役員」については、
商法等の法令上の権限及び責任
等が定められておらず、その業務
の範囲及び権限の決定権は個々
の企業にゆだねられているため、
役員と同等の権限等を有している
か否かを一律に判断することはでき
ないことから、具体的な可否基準と
して国総建発第３５６号を示したも

のである。

・回答では、「執行役員」等に関する
具体的な可否基準について本年通
達を発出し、建設業法上の経営業
務管理責任者の要件の認定を明確
化したため、現行制度で可能とされ
ているが、
要望内容では、当該通達の内容に
「執行役員」等の扱いが不明確な部
分がある旨指摘している。このた
め、①当該通達上、いわゆる「執行
役員」を含め、どのような地位、権
限を有する者が何年以上の経験を
有する必要を通達上で明記してい
るのか、②当該地位及び権限を有
する者であれば、「執行役員」と例
えば営業部長の年数を合算し、必
要年数として判断するものであるの
か、について具体的に示されたい。

z1200064 国土交通省 建築業許可要件の緩和
建設業法第７条第
１号

許可の基準として、建設業の許可
を受けようとする者が法人である場
合には常勤の役員のうち一人が、
また、個人である場合には本人又
はその支配人のうち一人が、次の
いずれかに該当することが必要で
ある旨規定している。

①許可を受けようとする建設業に関
し５年以上の経営業務の管理責任
者としての経験を有していること
②国土交通大臣が①に掲げるもの
と同等以上の能力を有するものと

認定した者

ｃ

経営業務の管理責任者は、その業
務の特異性から適正な建設業の経
営を行うにあたり少なくとも日常の
建設業の経営業務を執行する権限
をもつ者が必要であると考えられ
る。このため、法人である場合にお
いてはその役員のうち常勤であるも
のの一人を経営業務の管理責任者
として設置することを規定している。
いわゆる「執行役員」については、
商法等の法令上に権限及び責任等
が定められておらず、その業務の
範囲及び権限の決定権が個々の
企業にゆだねられているため、役
員と同等の権限等を有しているか
否かを一律に判断することはできな

い。

・回答では、「執行役員」については
役員と同等の判断を有しているか
否かを一律に判断できないため対
応不可とされているが、本件に類似
した要望に関し、「執行役員」等に
関する具体的な可否基準について
本年通達を発出し、建設業法上の
経営業務管理責任者の要件の認
定を明確化した旨の回答がある。
　いずれの要望内容においても、
「執行役員」等の扱いが不明確な部
分がある旨指摘しているため、①当
該通達上、いわゆる「執行役員」を
含め、どのような地位、権限を有す
る者が何年以上の経験を有する必
要を通達上で明記しているのか、②
当該地位及び権限を有する者であ
れば、「執行役員」と例えば営業部
長の年数を合算し、必要年数として
判断するものであるのか、について
具体的に示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 293/318
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z1200011 国土交通省
建設業許可に必要な経営業務管理
責任者要件の判断基準の確認と明
示について

5032 50320007 11 （社）電子情報技術産業協会 7
建設業許可に必要な経営業務管理責任
者要件の判断基準の確認と明示につい
て

いわゆる「執行役員」の審査の取扱につ
いては、昨年末の規制改革要望への回
答書にて「平成１６年度中に検討する」と
の回答を確認しているが、いわゆる「執
行役員」の取扱いに関して、具体的な可
否判断基準を明示頂きたい。

社内規定、定款等一定の条件のもとで
定められたいわゆる「執行役員」につい
ては、国総建発第356号に記述のある
「法人の場合におけるその役員」に準じ
るものと理解してよいのか確認をした
い。又、国総建発第356号は上記の回答
書にある「検討」の結果であるのかどう
かについても確認をしたい。

【規制の現状】
国総建発第356号により、2003年4月に
改正された商法に対応して「経営業務管
理責任者」の要件について、いわゆる
「執行役員」の取扱が通達されたが、定
義付が不明確である為、いわゆる「執行
役員」が「経営業務管理責任者」の要件
を満たすか否かの判断がし難い状況で
ある。

なし

国総建発第356号により、2003年4月に
改正された商法に対応して「経営業務管
理責任者」の要件について、いわゆる
「執行役員」の取扱が通達されたが、定
義付が不明確である為、いわゆる「執行
役員」が「経営業務管理責任者」の要件
を満たすか否かの判断がし難い状況で
ある。

近年、経営効率化のため、いわゆる「執
行役員」制度を採用している企業が増加
している。企業におけるこのような経営
効率化への動きに合せた制度等の見直
しが必要であると考える。

z1200064 国土交通省 建築業許可要件の緩和 5078 50780018 11 (社)日本経済団体連合会 18 建築業許可要件の緩和

　｢常勤役員が、許可を受けようとする建
設業の管理責任者を５年以上経験して
いなければならない｣という建設業許可
要件に関し､｢常勤する役員｣について、
執行役員も認めるべきである。

　確かに建設業は、工事内容に応じ、資
金調達、資材購入、技術者の配置等独
特な経営ノウハウが必要であるため、経
験を積んだ経営管理者が求められる。し
かしながら、役員の経験期間という形式
的な要件をその尺度とすることは疑問で
ある。また、近年、執行役員制を導入し
ている企業が増加している現状を鑑み
れば、企業経営の実態に沿った制度の
構築が求められる。
　現に､地方自治体によっては弾力的な
取扱いを講じており､執行役員が｢常勤
する役員｣として認められているケースも
存在している。審査の取扱い方針を明確
にし、一定の要件の下で｢執行役員｣に
ついて明示的に認められるよう措置され
たい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 294/318
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z1200004 国土交通省 鉄骨造住宅の確認・検査の合理化
建築基準法第６
条、第２０条

階数３以上の木造建築物、階数２
以上の非木造建築物等について
は、構造計算が義務づけられてい

る。

ｃ

建築基準法の仕様規定のうちの多
くは、標準的な建築物について安全
を確保するために必要な規定として
設けられているが、鉄骨造等は
様々な工法が存在し、在来軸組構
法のような一定の工法が確立して
おらず、木造のように詳細な仕様規
定を定めることは困難であるため、
階数２以上の建築物については構
造計算によって安全性を確かめる
こととしている。よって、ご要望の提
案を実現することは困難である。

回答によると、鉄骨造の2以上の建
築物には、構造計算を要するとある
が、要望者は、住宅用途に限定し
た鉄骨造に関しての手続きの緩和
を要望しており、鉄骨造の中で、面
積要件など（例えば小規模宅地な
みの延べ床200㎡未満）を付加する
ことにより、木造なみの手続きにす
ることを検討され、示されたい。

z1200005 国土交通省

建築基準法の「型式適合認定」「型式部
材等製造者認証」及び品確法（住宅の
品質確保の促進等に関する法律）の｢
住宅型式性能認定｣｢型式住宅部分等
製造者認証｣の審査・運用の簡素化

建築基準法第６８
条の10、第６８条
の１１

住宅の品質確保の
促進等に関する法
律第２２条、第２５
条

（型式適合認定）
国土交通大臣は、申請により、建築
材料又は主要構造部、建築設備そ
の他の建築物の部分で、政令で定
めるものの型式適合認定を行うこと

ができる。
（型式部材等製造者認証）
国土交通大臣は、申請により、規格
化された型式の建築材料、建築物
の部分又は建築物で、国土交通省
令で定めるものの製造又は新築を
する者について、当該型式部材等
の製造者としての認証を行う。

（住宅型式性能認定）
国土交通大臣は、申請により、住宅
型式性能認定を行うことができる。
（型式住宅部分等製造者認証）
国土交通大臣は、申請により、規格
化された型式の住宅の部分又は住
宅で国土交通大臣が定めるものの
製造又は新築をする者について、
当該型式住宅部分等の製造者とし
ての認証を行う。

d
（一部
c）

（型式適合認定、型式部材等製造者認証）
指定認定機関においては、平成１６年４月より、建築基準法
の「型式適合認定」については、事前に申請図書が確定して
いること等、「型式部材等製造者認証」については、型式の
申請図書に伴う生産工程及び検査の手順等が確立されて
いること等を条件として、申請から認定までの期間の短縮を
可能としたところであり、簡素化を図っている。

（型式住宅性能認定、型式住宅部分と製造者認証）
指定住宅型式性能認定機関においては、平成１６年４月よ
り、品確法の「住宅型式性能認定」については、事前に申請
図書が確定していること等、「型式住宅部分等製造者認証」
については、型式の申請図書に伴う生産工程及び検査の手
順等が確立されていること等を条件として、申請から認定ま
での期間の短縮を可能としたところであり、簡素化を図って
いる。しかしながら、製造者認証を取得していない場合に
は、住宅性能評価機関による性能評価は、個別の現場検査
によって評価方法基準との適合を確認することで判定する
ほかなく、型式の認定を受けている場合のような審査の簡素

化はできない。
また、ホルムアルデヒド放散量等級の確認については、住宅
性能表示制度の趣旨として第三者評価が原則であるため、
施工業者の確認のみをもって客観的な評価結果とすること
はできない。また、換気量の確認については、確認検査と性
能評価とで同じ業務を行うものであるため、両機関を兼ねて
いる者が検査と評価を行う場合については、共通化を図って

いる。

回答によると型式住宅部分と製造
者認証の審査の簡素化はできない
とのことだが、現実に検査・認定ま
でに数ヶ月要している原因を検討さ
れたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 295/318
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z1200004 国土交通省 鉄骨造住宅の確認・検査の合理化 5028 50280001 11 社団法人　関西経済連合会 1 鉄骨造住宅の確認・検査の合理化

低層鉄骨造住宅の確認申請・検査上の
取扱いを新築・増改築とも木造住宅と同
様とする。　　　　　　　　　　　　具体的に
は、確認申請時の提出図書（図面、計算
書等）の省略、簡素化等を実施し、木造
住宅と同様の手続きとする。

建築基準法上で鉄骨造と区分されると、
２階建て住宅も（超）高層ビルも基本的
には同じ範疇に属することとなる。安全
性の検証が比較的容易な２階建て鉄骨
住宅においても、程度の差はあれ、「鉄
骨造のビル」と同様の図書の提出を要
求されることとなる。これは、同程度の木
造住宅と比べて過剰な負担であるとも考
えられ、また、増改築に際しても、大きな
負担となっている。
低層鉄骨造住宅においては、「型式部材
等製造者認証」等、確認申請の合理化
につながる制度があり、それによって申
請の簡素化が図られているが、この認証
取得にあたってのコスト・期間の負担や
商品内容の硬直化等を生じており、商品
開発上の障害となっている。

z1200005 国土交通省

建築基準法の「型式適合認定」「型
式部材等製造者認証」及び品確法
（住宅の品質確保の促進等に関す
る法律）の｢住宅型式性能認定｣｢型
式住宅部分等製造者認証｣の審
査・運用の簡素化

5028 50280002 11 社団法人　関西経済連合会 2

建築基準法の「型式適合認定」「型式部
材等製造者認証」及び品確法（住宅の品
質確保の促進等に関する法律）の｢住宅
型式性能認定｣｢型式住宅部分等製造者
認証｣の審査・運用の簡素化

申請から認定に至るまでの期間の短縮
への措置（現状約９ヶ月の期間を要して
いる。）
品確法の運用において、製造者認証の
ない建物に関する設計資料、現場審査
を簡素化する。

申請から認定への期間が事業者にとっ
て負担となっており、商品開発等におけ
る支障となっている。
品確法の性能表示制度の運用の簡素
化によって、その利用頻度が高める。
（例えば、ホルムアルデヒド放散量の等
級の証明書について、施工業者が等級
を確認して報告することでも可能。換気
量に関する建築基準法と品確法上のダ
ブルチェックの解消。）

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 296/318
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z1200008 国土交通省
市街化調整区域におけるファミリータイ

プ介護施設建設
都市計画法第２９
条第１項、第３４条

市街化調整区域で開発行為の許可
を受けるためには、都市計画法第
34条各号のいずれかに該当しなけ
ればならないが、例えば同条第10
号ロでは、開発区域の周辺におけ
る市街化を促進するおそれがない
と認められ、かつ、市街化区域内で
行うことが困難又は著しく不適当と
認められる開発行為について、都
道府県知事等が開発審査会の議を
経て個別に許可できることとなって

いる。

d －

　市街化調整区域における開発行
為は、一定規模以上の計画的開
発、開発区域の周辺における市街
化を促進するおそれがなく市街化
区域内において行うことが困難又
は著しく不適当と認められる開発行
為で、あらかじめ開発審査会の議を
経たもの又は、条例で区域、目的
又は予定建築物の用途を限り定め
たものなどは現行制度上許可でき、
地域の実情に応じた運用が可能と

なっている。
　国土交通省では、技術的助言とし
て示した開発許可制度運用指針に
おいて、地域の実情等に応じた制
度運用を行うことが望ましいことを
示すとともに、本年３月に市街化調
整区域における開発許可制度の運
用に関する事例、条例等の制定状
況等について調査・情報提供を行
い、地方公共団体に地域の実情に
応じた弾力的な運用が可能である
こと等を周知したところであり、ご提
案の施設の立地の適否につき、開
発許可権者とご相談されたい。

規制改革・民間解放推進３カ年計
画に基づき措置済み

回答によると周知済みであるとのこ
とだが、要望者が沼津市と協議した
ところ、前例がないため、開発審査
会にかけることは無理であるとの返
答を受けたとのこと。更なる周知の
徹底を即すことを検討されたい。

z1200028 国土交通省
準用河川改修事業補助採択基準の撤

廃

通達（国河治第
201号、平成16年３
月30日）

統合準用河川改修
費補助制度につい
て

統合準用河川改修
事業実施要領

統合準用河川改修事業の採択基
準は、統合準用河川改修事業実施
要領により、次のように規定されて

います。
（採択基準）

三　採択基準一事業の総事業費が
概ね4億円以上24億円以内の準用
河川に係る河川工事であって、次
の各号のいずれかに該当するもの
であること。　（準用河川改修事業）
１　当該河川工事によって氾濫被害
が防止されることとなる区域内に
60ha以上の農地、50戸以上の家屋
又は5ha以上の宅地が存するもの。
２　過去３箇年に氾濫被害が３回以
上発生した区域に関するもの。　３
宅地開発、区画整理、土地改良等
の事業に関連して、当該河川工事
が必要となるもの。　４　下水道又
は農業用の水路からの排水を処理
するため必要となるもの。

f

①河川に関する国庫補助負担事業については、地方分権
改革推進会議が平成１４年１０月３０日に内閣総理大臣に提
出した「国の事務・事業の在り方に関する意見」（以下「意
見」という。）において「国庫補助負担事業については、それ
ぞれの性格や広域的な効果に応じ、採択基準の引上げ等に
よる対象の重点化を図っていくべきである。」との方向性が
示されています。また意見の中で、準用河川改修について
は、「その影響範囲が市町村にとどまる準用河川改修につ
いては、より一層、市町村の自主性に委ねていくべきであ

る。」とされているところです。
②上記意見を踏まえ、国土交通省河川局としては、準用河
川改修事業の在り方を見直しており、平成１５年度に採択基
準の下限を３億円から４億円に引上げ、更に平成１６年度に
は統合補助金化を図ったところであり、今後２年間で採択基
準の下限を４億円から６億円に引上げる方針です。
③以上から、貴市の要望にあるとおり準用河川改修事業の
重要性は十分理解しておりますが、国庫補助負担事業の在
り方については、国と地方の役割分担の明確化及び国の役
割の重点化の観点から考えていく必要があり、準用河川改
修事業補助採択基準の撤廃は認められません。

【参考】
上記①の意見を受け内閣官房は平成１４年１２月２４日「国と
地方に係る経済財政運営と構造改革に関する基本方針」
（以下「基本方針」という。）をとりまとめ閣議報告していま
す。本基本方針において、準用河川改修事業については、
平成１８年度までに「原則として新規箇所採択を廃止する。
ただし、総事業費が６億円以上に係るものについては、氾濫
被害の状況等一定の要件を満たすものについて統合補助
金化する。」という重点化方針を示しています。
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z1200008 国土交通省
市街化調整区域におけるファミリー
タイプ介護施設建設

5029 50290001 11
(有)香和開発　（こうわかい
はつ）

1
市街化調整区域におけるファミリータイ
プ介護施設建設

今後老人人口がますます増えつづける
ことを考えますと現在の要介護者だけが
入居する介護施設だと限界があると思
います。また人生の最期はできるだけ家
族と共に生活するのが理想だと思いま
すが、介護される人たちは全て持ち家と
は限りません、そこで通常建築が制限さ
れている市街化調整区域に特例として
ファリータイプ（3ＬＤＫか4ＬＤＫ）の介護
施設の建築を認めてもらいたいと思いま
す

左記の実施に当り条件を取り決めます
①補助金等一切申請しない
②建物全てバリアフリーにする（2Ｆ以上
全てエレベーター設置）
③入居の家賃の上限を設定する(月７～
８.万円
④　入居者に１名以上要介護者のいるこ
と
⑤その他条件は話し合い

この施設を作るここにより税金等の負担
が少なく介護される側も家族と朋に暮ら
せる時間が増えまた家族も今までと同じ
くらいの家賃で広い部屋を借りることが
出来ます。今まで畑か駐車場しか利用
出来なかった土地を利用出来るようにす
ることで、建物に掛かるコストの経費を補
助金がなくても吸収出来ます。その分グ
ループホームなどを充実することにより
家族の負担の軽減を図ることにすると安
定した将来設計を営むことが出来ると思
います。

特に無し

z1200028 国土交通省
準用河川改修事業補助採択基準
の撤廃

5036 50360001 11 釜石市 1
準用河川改修事業補助採択基準の撤
廃

統合準用河川改修事業実施要領
第三　採択基準
　一事業の総事業費が概ね４億円以上
24億円以内の準用河川に係る河川工事
であって、次の各号のいずれかに該当
するものであることを撤廃する。

降雨時、上流からの流水及び土石流が
河川沿いの住宅地に溢れ、浸水等で地
域住民の生活環境に支障をきたしてい
ることから、市民の尊い生命や財産を守
るため河川改修整備を行うことにより、
①生活環境の充実、②生活の安全確保
が図られる。

左記内容により河川改修工事を実施し
たいが、総事業費が４億円以上に該当
する準用河川改修工事はない。
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z1200037 国土交通省 出店緩和への要望

都市計画法第７
条、第２１条

都市計画法第８
条、港湾法第３８
条、第３９条、第４
０条

・各用途地域ごとに建築可能な建
築物の範囲又は建築してはならな
い建築物の範囲が定められてい

る。
また、区域区分は、無秩序な市街
化を防止し、計画的な市街化を図る
ため必要がある場合に都道府県が
都市計画として定めるものであり、
都市計画を変更する必要が生じた
ときは、遅滞なく、当該都市計画を
変更しなければならないとされてい

る。

・臨港地区内における建設物等の
規制は、地方公共団体等（港湾管
理者）の定める条例により行われて

いる。

Ｄ

・工業専用地域は、工業の利便を
増進するため定める地域であり、物
品販売業を営む店舗の立地は、工
業生産活動の障害となることから建
築が制限されているものであり、一
律に緩和することは適当ではない。
用途規制の緩和が求められる区域
の用途地域を変更することにより対
応できるほか、地方公共団体の条
例により建築物の用途制限の緩和
を定めることができる特別用途地区
や用途緩和型地区計画を活用する
ことにより、きめ細かく対応すること
ができる。さらに、工業の利便を害
するおそれがないと特定行政庁が
認めて許可することによっても対応

が可能である。
また、都市計画を変更する必要が
生じたときは、適宜適切に変更する
ものとされており、都道府県が区域
区分の都市計画の変更を行うこと
が可能である。

・なお、臨港地区内における建築物
等の規制は、地方公共団体等（港
湾管理者）が定める条例に基づき
行われているものであるため、小規
模店舗の立地は地方公共団体等
（港湾管理者）の判断により可能で
あると考えている。
　

回答では、都市計画手続きにより、
用途地域の変更等により、建築可
能とのことだが、要望者は、都市計
画手続きを要することなく建築でき
ることを望んでいる。コンビニエンス
ストアなど生活密着施設について、
工業専用地域の建築が周辺に悪
影響を及ぼすとは考えにくい。工業
専用地域に　カラオケボックスが建
築できて、コンビニエンスストアが建
築できないとする理由は見つからな
い。用途規制の見直しを含め、検討
されたい。
また、港湾地区内における建築物
等の規制については、地方公共団
体の定める条例により、小規模店
舗の出店等は可能であるということ
について、全国的に周知をはかる
べく方策を検討されたい。
さらに、市街化調整区域において、
主要幹線道路から一定範囲内にお
ける出店規制について、交通量や
動線を勘案し緩和する方策を検討
されたい。

z1200038 国土交通省 ・店舗開発申請の効率化
都市計画法第２９
条、第３０条、第３
７条

　開発行為をしようとする者は、都
道府県知事等に所要の申請書・図
面等を提出し、許可を受けなければ
ならないが、市街化区域、区域区分
が定められていない都市計画区
域、準都市計画区域並びに都市計
画区域及び準都市計画区域の区
域外における一定規模未満のもの
については許可不要とされている。
　また、開発許可を受けた開発区域
内の土地においては、都市計画法
第３６条第３項の完了公告があるま
では建築行為等が制限されるが、
開発行為に関する工事用の仮設建
築物の建築その他都道府県知事
が支障がないと認めた場合、実施
が可能となっている。

d －

　市街化区域及び市街化調整区域
において、１，５００㎡未満の開発行
為が許可を要することとされている
のは、建築物が密集していることや
無秩序な市街化の防止を図るため
に小規模な開発行為を捕捉する必
要性が高いといったことによるもの
であり、それ以外の区域では３，００
０㎡未満又は1ha未満の開発行為
は許可が不要とされている等、区域
の特性に応じた対応が図られてい

る。
　国土交通省では、技術的助言とし
て示した開発許可制度運用指針に
おいて、開発許可申請に係る提出
書類等の簡素化・統一化を図るとと
もに、小規模な開発行為について
は特に事業者負担の軽減を図るべ
きであると示している。また、本年６
月に都市計画法第３７条ただし書に
基づく建築制限の解除制度の活用
等柔軟な対応を促しており、個別案
件に係る迅速な上記制限解除の適
用については、各開発許可権者と
ご相談されたい。

規制改革・民間解放推進３カ年計
画に基づき措置済み

要望者は、開発行為の許可の申請
の手続きの簡素化を望んでいる。
小規模な開発に関し、現行より審査
機関の短縮をはかり、書類の数な
ど見直しの検討をされたい。
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z1200037 国土交通省 出店緩和への要望 5041 50410004 11
（社）日本フランチャイズ
チェーン協会

4 出店緩和への要望

・工業用地域、湾岸地区での出店緩和
・市街地調整区域において主要幹線道
路から一定範囲内の出店規制緩和もしく
は主要幹線道路沿線は市街化調整区
域に指定しないなど線引きの見直し。

・現在、工業専用地域及び港湾地域など
への小規模店舗出店が規制されてい
る。コンビニエンスストアがここまで日常
の生活に入り込んだ中で、この地域で出
店できない生活者の利便性を阻害して
いる。
・市街化調整区域におけるコンビニエン
スストア出店は、緩和の方向にあるが、
都道府県における規制はまちまちであり
公平に欠ける。
・敷地面積、店舗面積に規制があり出店
が認められておらず、規制地域が緩和さ
れることで、住民、就業者への利便性向
上が図られます。
・車社会の中で、一定の規模の駐車場を
確保できないとお客様にとっては非常に
使いづらい店となってしまい、市街化調
整地域内では事実上出店が不可能であ
る。

z1200038 国土交通省 ・店舗開発申請の効率化 5041 50410005 11
（社）日本フランチャイズ
チェーン協会

5 ・店舗開発申請の効率化

・開発申請から店舗建設許可までの期
間の短縮を図って欲しい。
・開発申請に関する提出書類を減らして
欲しい。
・開発申請を要する土地面積の規制緩
和（行政により異なるが1,500㎡未満の
除外）

・開発申請は、通常事前打合せを行い、
了解後、事前協議申請書を提出する。
後に市町村長の意見が出され、それを
添付し本申請をする。開発申請許可後、
確認申請が受理され許可され、事前打
合せから建築確認許可まで通常４～５ヶ
月かかる。事前協議、本申請での提出
書類も多く、資源の無駄である。
・無駄な許可待ちの時間がなくなること
で、早期営業開始が可能となり、その分
売上、利益が得られる。また、早期開店
が実現することによって、ビジネスチャン
スを確実に捉えることが可能になり、経
営者の出店意欲も高まり地域活性化に
寄与できる。
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z1200039 国土交通省
・第1種低層住居専用地区における建

築制限の緩和

建築基準法第48
条第1項
法別表第2（い）
令130条の3

各用途地域ごとに建築可能な建築
物の範囲又は建築してはならない
建築物の範囲が定められている。

ｄ

用途地域を第２種低層住居専用地
域に変更することにより、１５０㎡ま
での一定の小売店舗の建築が可能
となる。また、地方公共団体の条例
により建築物の用途制限の緩和を
定めることができる特別用途地区
や用途緩和型地区計画を活用する
ことで対応が可能である。さらに、
当該用途地域の良好な住居の環境
を害するおそれがないものとして特
定行政庁が認めて許可することに
よっても対応が可能である。

回答のように、コンビニエンスストア
の建築のためだけに、用途地域の
変更や、特別用途地域の設定をす
ることは、手続きの負担が大きくな
りすぎる。住宅用途地域の緩和に
ついては、議論の必要性はあるが、
コンビニエンスストアが現代社会で
は、生活に定着しており、また、店
舗を一律に制限する用途制限も、
高齢化社会を迎えコンビニエンスス
トアが居住地区に求められるなど社
会的ニーズと乖離してしまっている
面もある。用途規制の見直しも含
め、検討されたい。また、回答のよ
うに特別用途地区や用途緩和型地
区計画の活用方法については、申
請方法など周知をはかる方策を検
討されたい。

z1200040 国土交通省
・既設歩道車両出入り口設置の規制の

緩和
道路法第２４条

　道路管理者以外の者は、道路に
関する工事の設計及び実施計画に
ついて道路管理者の承認を受けて
道路に関する工事又は道路の維持
を行うことができる。

ｄ 0

　既設歩道への車両出入口の設置
に関しては、「１敷地に関して１箇
所、６ｍまで」といった全国一律の
運用基準はなく、道路管理者たる
各地方公共団体において、それぞ
れ一般的な運用基準を定めつつ、
歩行者の安全、沿道施設への車両
の出入りの円滑等のバランスを考
慮しながら、個別具体の箇所に応じ
て各道路管理者が適切に対応する

ものと考える。

0

回答は、一律の運用基準ではない
との趣旨であるが、要望者によると
ほぼ全国的に　一律の基準となっ
ているようであり、実態に則したガイ
ドラインの策定など検討され、示さ
れたい。
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z1200039 国土交通省
・第1種低層住居専用地区における
建築制限の緩和

5041 50410006 11
（社）日本フランチャイズ
チェーン協会

6
・第1種低層住居専用地区における建築
制限の緩和

・大店法の廃止に伴い、中小小売店の
活性化策が必要となっています。小型点
は大型店には出来ない店、住接近で消
費者の利便性を図る事が重要な小型店
の活性化策の一つと考える。
・将来高齢化社会の到来が確実化して
いる。現状の大型店や商業集積中心の
活性化策では、一人暮らしの老人が買
物に行くだけでも一苦労してしまう可能
性がある。生活に最低限必要な商品が
身近で買物が出来る環境を作ることが
必要と考える。

・現状コンビニエンスストアの来店客の
過半数が歩いて5分以内のところから来
店されている。また学生や若い人が居住
を決定する場合の重要な判断材料とし
てコンビニエンスストアが近くにあるかと
いう項目が上っている。コンビニエンスス
トアが生活に密着した産業であるにも関
わらず、住宅地に出店できないでいる。
・第1種低層住居専用地区には５０㎡ま
での店舗しか建てられない。
・第２種低層住居専用地区同様、１５０㎡
までの店舗の建築を認めて欲しい。

z1200040 国土交通省
・既設歩道車両出入り口設置の規
制の緩和

5041 50410007 11
（社）日本フランチャイズ
チェーン協会

7
・既設歩道車両出入り口設置の規制の
緩和

・既設歩道に車両出入り口を設置する場
合には１敷地に関して１ヶ所、６ｍまでと
なっている。この基準を緩和して欲しい。
・コンビニエンスストア店舗駐車場への
乗り入れ口（切り下げ）の幅については
各自治体等によって、統一した基準があ
る。しかし、今のような自動車社会を考
慮すると一律の運用ではなく、例えば、
幹線道路で歩行者の数が少ない場合に
は、安全性を充分配慮した上での切り下
げ幅を広げられるような処置をして欲し
い。

・この規制は歩行者保護の為に設けら
れていると思われるが、現行の規制では
道路から駐車場へのスムーズな進入を
妨げ、かえって交通の安全の阻害をして
いる。
・車の接近性の確保により、店舗周辺の
交通事故を未然に防げる。
・車客はスムーズに出入りでき、さらに使
いやすく快適な買物ができる。
・車客の便利性のアップにより、出店の
可能な立地が増える。
・「入れやすく、出やすい」店舗が増え、
店頭での事故防止に大きく寄与する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 302/318
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z1200041 国土交通省
・浄化槽設置容量基準の見直し（人槽
算定基準の統一化）について

昭和４４年７月３日
建設省告示第３１
８４号、日本工業
規格ＪＩＳ　Ａ　３３０
２、浄化槽の設計・
施工上の運用指針

処理人員の算定方式は、日本工業
規格「建築物の用途別による屎尿
浄化槽の処理対象人員算定基準
（ＪＩＳ　Ａ　３３０２）」に定めるところ
によるものとする。

浄化槽の設計・施工上の運用指針
において、コンビニエンスストアで、
おでん、揚げ物、シェーク等、一般
的に汚濁負荷の高いファーストフー
ドを提供する場合は、百貨店の算
定基準を適用するなどの配慮が必
要とされている。

d

屎尿浄化槽の処理対象人員算定
基準はＪＩＳ　Ａ　３３０２により建築
物の用途に応じて一般的な使用状
況を想定して統一的に定められて
おり、一般的に汚濁負荷の高い
ファーストフードを提供するコンビニ
エンスストアについても衛生上の観
点から必要な処理能力を要求して

いる。
なお、建築物の使用状況により、類
似施設の使用水量その他の資料
から明らかに実状に添わないと考
えられる場合は、当該資料などを基
にしてこの算定人員を増減すること
ができるとされており、現行制度下
において、実状に即した算定人員
の設定が可能である。

要望者によると、現状、浄化槽の設
置基準が2段階で、油分の濃度によ
り浄化槽の大きさが2倍になってし
まい、初期投資など負担が大きくな
りすぎるため、算定基準の分類を細
かく定義してほしいとのことである。
設置基準の見直しを検討されたい。

z1200055 国土交通省
公営住宅家賃算定における経過年数

係数の見直し

公営住宅法第１６
条第１項、同法施
行令第２条第１項
第３項、「公営住宅
法第４４条第３項
並びに公営住宅法
施行令第２条第１
項第１号及び第３
号並びに第３条第
１項に規定する国
土交通大臣が定め
る期間等」第３号

公営住宅の家賃は、入居者の収入
及び公営住宅の立地条件、規模、
建設時からの経過年数その他の事
項に応じ、かつ、近傍同種の家賃
以下で定めることとされている、い
わゆる応能応益家賃となっている。
経過年数係数は、この応能応益家
賃の算定要素のうち、当該公営住
宅の老朽化の程度に応じたもの
で、（経過年数係数）＝１ーｋ×（経
過年数）で算定される。（ｋは、民間
賃貸住宅における経過年数と家賃
との相関関係を勘案して、地域別、
構造別に国土交通大臣が定める数

値。）

ｄ

経過年数係数については、民間賃
貸住宅家賃の経年的変化と均衡し
たものとしなければならない。この
ため、平成１６年度において「公営
住宅法第４４条第３項並びに公営
住宅法施行令第２条第１項第１号
及び第３号並びに第３条第１項に規
定する国土交通大臣が定める期間
等（平成８年建設省告示第１７８３
号）」を一部改正し、左算定式中の
数値ｋについて見直しを行ったとこ
ろである。これにより、例えば、既成
市街地の非木造の公営住宅につい
ては、築後１０年を経過しても家賃
は１％しか下落しない、というよう
に、家賃の下落幅が実情に見合っ
て抑制されることとなったところであ
る。（平成１６年１０月１日施行）

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 303/318
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z1200041 国土交通省
・浄化槽設置容量基準の見直し（人
槽算定基準の統一化）について

5041 50410012 11
（社）日本フランチャイズ
チェーン協会

12
・浄化槽設置容量基準の見直し（人槽算
定基準の統一化）について

・浄化槽設置容量基準、全国統一基準
の設定

・建築物の用途別による浄化槽の処理
対象人員算定基準でコンビニエンススト
アは従来、店舗、マーケットとして算定さ
れていたが、「おでん、揚げ物等、一般
的に汚濁負荷の高いファーストフードを
提供する場合は百貨店を適用するなど
の配慮が必要である」ということで、人槽
の拡大は家主負担、加盟店投資増を招
く。現状、コンビニエンスストアの算定基
準が各自治体によって見解がまちまちで
あり不統一。
・人槽設定基準が曖昧であり、コンビニ
エンスストアと百貨店を同一視するのは
規模的に考えても無理がある。また、
ファーストフードの販売も、おでんしか販
売しないチェーンもあれば揚げ物や
シェークその他も販売するチェーンもあ
るので、単純に百貨店の基準を適用す
るのでなく、実情に即した算定基準を設
定してほしい。

z1200055 国土交通省
公営住宅家賃算定における経過年
数係数の見直し

5070 50700002 11 野田市 2
公営住宅家賃算定における経過年数係
数の見直し

　公営住宅法及び同法施行令に規定さ
れている公営住宅家賃算定の係数の1
つである「経過年数係数」を縮減すること
により、家賃の下落幅を抑え、より実情
に合った家賃体系にする。

（縮減例）
経過年数係数を1 － 係数(f) × 経過年
数(p) とすると、経過年数が10年目まで
は低くなりすぎている嫌いがあることか
ら、pを毎年1ずつ増加するのではなく、
例えば2年ごとに1ずつ増加することとす
る（経過年数pは1 ‐2年は１、3-4年目は
2・・・9－10年目は5）。11年目以降は、建
物の立地条件等により経年劣化に差が
出ることから、個々の建物の状態を勘案
して、ある一定範囲のpを市町村の裁量
で適用できるようにする（経過年数pは
11-20年は6-20の範囲で、21-30年は
15-30の範囲とするなど）。

　経過年数係数により、家賃は毎年度コ
ンスタントに減少している一方で、修繕に
係る費用は経年ごとに増加傾向にあると
いう事実があり、家賃算定上影響の大き
い経過年数係数の縮減による家賃の下
がり幅を少なくすることにより、より実情
にあった家賃体系にするよう要望するも
のである。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 304/318
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z1200065 国土交通省
オフィスビルの住宅転用を目的とした規

制緩和

建築基準法施行令
第１２１条第１項、
第２項

建築基準法に基づき、一定の建築
物については、火災時の避難安全
性能確保のため、２以上の直通階
段を設けて、２方向に避難路を確保
することを求められている。

c

建築基準法は、国民の生命、健
康、財産を保護するため、安全上及
び衛生等の観点から、建築物の用
途、規模等に応じて、建築物の構造
及び衛生等に関する最低限の基準
を定めているものである。火災時の
避難安全性能確保のため、火災発
生のおそれ等の観点から、建築物
の用途に応じて一定規模以上の場
合は、２以上の直通階段の設置を
義務付けており、ご要望とおりの緩
和を行うことは困難である。

要望者は、200㎡と400㎡という差に
技術的な検証など根拠に疑問があ
るとのことである。建築素材の不燃
化等も図られる昨今、住宅用途に
おいては、200㎡以上で２方向避難
経路が必要との検証などがあるの
であれば示されたい。また、200㎡
の面積の緩和についても検討され
たい。

z1200066 国土交通省

宅地造成等規制法における変更手続
の緩和

【新規】

宅地造成等規制法
第８条第１項

都道府県知事等が定める宅地造成
工事規制区域内で宅地造成に関す
る工事を行おうとする場合、造成主
は都道府県知事等の許可を受けな
ければならない。

d －

　宅地造成等規制法上、宅地造成
工事規制区域内において行われる
宅地造成工事にかかる許可を得た
後に設計変更を行った全ての場合
について許可を要するという旨の規
定は置かれておらず、大半の都道
府県等において、軽微な変更事項
については許可を再度得ることなく
宅地造成工事を実施することが可
能とされている。

・回答では、大半の都道府県等に
おいて、軽微な変更事項について
は許可を再度得ることがなく現行制
度下で可能とされているが、
　要望内容は、地方自治体によって
は運用が徹底されていないところも
見受けられるとのことである。
　このため、①認められる軽微な変
更の基準は具体的にどのようなも
のか、運用の実態等も含めて、具
体的に示されるとともに、②具体的
な基準の範囲内であれば、軽微な
変更に関しては変更申請を提出す
ることなく、報告のみで対応可とす
る旨の通達等の発出により地方自
治体への周知を図ることについて
具体的に検討され、実施時期も含
めて示されたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 305/318



管理コード
制度の
所管官庁

項目
要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他
（特記事項）

z1200065 国土交通省
オフィスビルの住宅転用を目的とし
た規制緩和

5078 50780020 11 (社)日本経済団体連合会 20
オフィスビルの住宅転用を目的とした規
制緩和

共同住宅(耐火構造)についても､オフィス
ビル(耐火構造)同様､５階以下の部分で
は､避難階の直上階については居室の
床面積が400㎡を超える場合についての
み２方向避難路の設置を義務付けるべ
きである。

（要望理由の続き）

建築ストックの有効活用が求められるな
か、空室を抱えた既存の事務所ビルを
住宅に転用することは、都市の活性化や
省資源の観点からも有効な方策である。
しかも、現在、都心において中型オフィス
ビル(200㎡以上、300㎡以下)の空室率
が最も高く(約8％)、また、この程度のオ
フィスビルが規模的にも住宅転用に適し
ている｡オフィスビルと共同住宅との防
災･安全基準が異なっていることが転用
を妨げることないよう､措置されたい。

　オフィスビル(耐火構造)においては、5
階以下の階で、且つ避難階の直上階に
あっては、その階における居室の床面積
の合計が400㎡未満の場合、2方向避難
階段が設置されていない｡しかし、共同
住宅(耐火構造)の場合、床面積の合計
が200㎡を超える場合2方向避難階段の
設置が義務付けられている｡よって、５階
以下の階で、且つ避難階の直上階の床
面積合計が200㎡以上400㎡未満のオ
フィスビルはそのままでは共同住宅への
転用ができないことになる｡
　防災対策､安全対策が十分取られる必
要性についてはオフィスビルも共同住宅
も全く同じである。よって､共同住宅とオ
フィスビルとで２方向避難路の設置が義
務付けられる要件が同じでしかるべきで
ある。要は､安全に避難階に達すること
ができるよう設備が実質的に整っている
ことが大事なのであり､共同住宅(耐火構
造)について居室の床面積が200㎡を超
えているというだけの理由で２方向避難
路の設置を義務付けるのはあまりにも
画一的であると考える。

z1200066 国土交通省

宅地造成等規制法における変更手
続の緩和

【新規】

5078 50780021 11 (社)日本経済団体連合会 21

宅地造成等規制法における変更手続の
緩和

【新規】

　宅地造成工事規制区域内において行
なわれる宅地造成に関する工事につい
ては、当該工事に着手する前に、都道府
県知事の許可を受けなければならない。
許可された案件については変更が認め
られず、例え軽微な変更であっても申請
をし直す必要がある。許可を受けた後の
軽微な変更については再申請を不要と
すべきである。

　宅地造成の工事過程において、軽微な
変更にも関わらず、改めて申請書を提出
し直し､確認を得るのは事業者・行政双
方にとって非効率である。特に､宅地造
成において斜面の切り崩し部分を減少さ
せる場合、削り出される土砂の量が減る
ほか､安全上の問題も少なくなり、改めて
申請する合理性は少ない。例えば、建築
基準法第6条は、建築申請について、建
築物の高さや階数が減少する場合等を｢
軽微な変更｣(同法施行令第3条の2)とみ
なし、申請書を提出して確認を得るという
手続を免除している。宅地造成等規制法
においても､同様の取扱とすべきである。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 306/318
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z1200067 国土交通省
廃棄物処理施設の設置に伴う都市計画
審議会の開催頻度の増大等

都市計画法第１８
条第１項
都市計画法第７７
条第１項、第３項

ごみ焼却場その他の処理施設の用
途に供する建築物は、都市計画に
おいてその敷地の位置が決定して
いるものでなければ、新築し、また
は増築することができない。ただし、
特定行政庁が都道府県都市計画
審議会等の議を経てその敷地の位
置が都市計画上支障がないと認め
て許可した場合等においては、建
築が可能となる。

都道府県都市計画審議会の組織
及び運営に関し必要な事項は、都
道府県の条例で定めることとされて

いる。

d －

都市計画運用指針で、都市計画審
議会の開催間隔の短縮化や開催
予定の事前公表、手続きの短縮化
を図ることが望ましい旨を通知して
おり、地方公共団体において通常
年３、４回程度開催されているとこ

ろ。
都市計画審議会の開催頻度につい
ては、地方公共団体の組織運営に
関わることであり、これ以上の対応

は困難である。

要望者は、都市計画審議会の開催
頻度の増大を要望しており、1年間
の開催回数として、年３，４回を増
やすことを検討されたい。もし、さら
なる開催が不可能であるとするなら
ば、その理由を示されたい。

z1200072
総務省、
国土交通省

総合振興整備計画基本構想と都市計
画法における整合問題についての規制

緩和

都市計画法第２９
条第１項、第３４条

市街化調整区域で開発行為の許可
を受けるためには、都市計画法第
34条各号のいずれかに該当しなけ
ればならないが、例えば同条第10
号ロでは、開発区域の周辺におけ
る市街化を促進するおそれがない
と認められ、かつ、市街化区域内で
行うことが困難又は著しく不適当と
認められる開発行為について、都
道府県知事等が開発審査会の議を
経て個別に許可できることとなって

いる。

d －

　市街化調整区域における開発行
為は、一定規模以上の計画的開
発、開発区域の周辺における市街
化を促進するおそれがなく市街化
区域内において行うことが困難又
は著しく不適当と認められる開発行
為で、あらかじめ開発審査会の議を
経たもの又は、条例で区域、目的
又は予定建築物の用途を限り定め
たものなどは現行制度上許可でき、
地域の実情に応じた運用が可能と

なっている。
　国土交通省では、技術的助言とし
て示した開発許可制度運用指針に
おいて、地域の実情等に応じた制
度運用を行うことが望ましいことを
示すとともに、本年３月に市街化調
整区域における開発許可制度の運
用に関する事例、条例等の制定状
況等について調査・情報提供を行
い、地方公共団体に地域の実情に
応じた弾力的な運用が可能である
こと等を周知したところであり、ご提
案の施設の立地の適否につき、開
発許可権者とご相談されたい。

規制改革・民間解放推進３カ年計
画に基づき措置済み
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z1200067 国土交通省
廃棄物処理施設の設置に伴う都市
計画審議会の開催頻度の増大等

5078 50780023 11 (社)日本経済団体連合会 23
廃棄物処理施設の設置に伴う都市計画
審議会の開催頻度の増大等

　廃棄物処理施設の設置に伴う都市計
画審議会の開催を定期化するとともに、
開催頻度を増大するよう、国土交通省は
都道府県に対して指導を徹底すべきで
ある。

　都市計画審議会の開催が不定期で、
なかなか開催されないため、建築基準法
に基づく諸手続きを経るのに非常に長い
時間がかかり、廃棄物処理施設の建設
が円滑に進まない。

 　一定規模以上の廃棄物処理施設の建
設にあたっては、廃棄物処理法に基づく
許認可申請のほかに、建築基準法に基
づいて、都道府県都市計画審議会の承
認を得る必要がある。
　廃棄物処理施設に係る都市計画審議
会の開催が不定期で、なかなか開催さ
れないのが実情である。

z1200072
総務省、
国土交通省

総合振興整備計画基本構想と都市
計画法における整合問題について
の規制緩和

5080 50800001 11 株式会社ABCCオフィス 1
総合振興整備計画基本構想と都市計画
法における整合問題についての規制緩
和

都市計画法における開発許認可におい
て同法運用指針に定める総合振興整備
計画基本構想との整合について具体的
運用指針に対し総合振興整備計画基本
構想は総論的な意味合いから具体的案
件について位置付けがなされていないこ
とから個別案件に対し立地検討の特例
（地域振興策もしくはIT関連産業立地な
ど）をもうけてほしい

総合振興整備計画基本構想に位置付け
されていない産業立地について乱開発
を防止する措置を講じた上で地域振興
に寄与すると判断される案件について特
例規定を盛り込む

平成12年、14年の都市計画法の一部改
正をうけ、平成16年6月に地域振興目的
を含めた規制緩和措置的法改正があ
り、各自治体では有益な条例を制定し、
また特区制度の活用により地域再生策
が有効に施行されている行政も存在す
る。一方何もする意思なく具体的方策も
ない地方自治体も目立つ。その様な自
治体に対し企業及び起業者とそこに従
事する従業員は企業存続と解雇の不安
におびえている。統廃合及び著しい地域
振興策をもって立地を希望する起業者に
対し断りの口実を取り除き雇用と企業の
存続及び飛躍の場を確保してほしい。
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z1200073 国土交通省
リサイクル施設建設の建築基準法５１
条の適用外について

建築基準法51条
令第130条の2の2
令第130条の2の3

ごみ処理施設、産業廃棄物処理施
設等は、都市計画で位置を決定す
るか、都市計画審議会の議を経て
特定行政庁が許可を行った場合に

建築が可能。

ｃ

リサイクル施設であっても、ごみ処
理施設や産業廃棄物の処理施設
に該当するものについては、周辺
の環境への影響があるものであり、
その立地について都市計画で位置
が決定しているものであるか、又は
都市計画上支障がないかどうかを
判断する必要があることから、建築
基準法第５１条の対象から外すこと
は適当ではない。

要望者としては、建築基準法51条
の対象から外すことができない場合
には、手続きの簡素化を望んでい
る。都市計画審議会の開催につい
て、開催回数を増やすことの方策を
検討されたい。もし、さらなる開催が
不可能であるならば、その理由を示
されたい。

z1200074 国土交通省
中核市の都市計画変更における軽易な

変更の範囲の拡大
都市計画法第２１
条第２項

　市町村が都市計画決定をしようと
する際には、都道府県知事に協議
し、同意を得ること等の手続が必要
であるが、政令で定める軽易な変
更については、一定の手続を省略
することができる。

ｃ －

　市町村が都市計画決定をしようと
する際には、原則として、都道府県
知事への協議・同意を要することと
しているが、これは、都道府県が定
める都市計画と市町村の定める都
市計画相互間の矛盾を防止し、都
市計画が一体のものとして有効に
機能するように、一の市町村の区
域を超える広域の見地からの調整
を図る観点又は都道府県が定め、
若しくは定めようとする都市計画と
の適合を図る観点から行われるも

のである。
　　一方、都道府県が一定の都市
計画を決定をしようとする際に国土
交通大臣の協議・同意を要すること
としているが、これは、広域的・国家
的な観点から国と調整するため、都
道府県の区域を越える広域的な計
画や国の政策や利害に関係のある
計画に限って、協議・同意が必要と

されている。
　　以上のように、都道府県知事へ
の協議・同意と国土交通大臣の協
議・同意とでは、その趣旨が異なっ
ているため、協議・同意を不要とす
る軽易な変更の対象も異なるもの
である。したがって、市町村決定に
おいて軽易な変更とされている対象
範囲を、都道府県決定において軽
易な変更とされている対象範囲と同
様に拡大することは適当でない。
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z1200073 国土交通省
リサイクル施設建設の建築基準法
５１条の適用外について

5083 50830001 11
㈱松下エコテクノロジーセン
ター

1
リサイクル施設建設の建築基準法５１条
の適用外について

リサイクル施設は、建築基準法51条の
対象から外すべきである。もし対象外に
出来ないのであれば、手続きの簡素化・
効率化を図るべき

リサイクル法の趣旨に合致せず、法整備
上の不備。
リサイクル施設であっても、建築基準法
では「その他の処理施設」に当たり、自
治体の都市計画に基づいた地域以外へ
の建設は禁止されており、工場建設立
地の面で障害となっている。
又、都市計画地域外への建設は、都市
計画審議会の審議・承認が必要である
が、年間数回しか開催されない為、時期
を待たねばならないことや、都市計画審
議会に関する資料作成等の準備が必要
となる等、リサイクル施設建設に関る許
可手続きが煩雑になることや期間が長く
なり、経営のロスが発生している。

z1200074 国土交通省
中核市の都市計画変更における軽
易な変更の範囲の拡大

5086 50860002 11 松山市 2
中核市の都市計画変更における軽易な
変更の範囲の拡大

市町村決定の都市計画の変更における
軽易な変更ついては、政令第15条第3号
の規定における、位置、区域、面積及び
省令第13条の２第１号における構造の
変更についてのみである。
県決定で軽易な変更とされている対象
範囲と同様に、中核市において、軽易な
変更の範囲を拡大する。

計画手続きが簡素化されることにより事
業着手までの期間が短縮され、速やか
な事業進捗を図ることができる。

都市計画変更を行う場合、市町村決定と
県決定では、軽易な変更の対象となる範
囲に大きな開きがある。県決定では、道
路、公園、下水道などの都市施設の変
更の場合、面積あるいは延長規模の小
さなものは大臣同意が省略されており、
中核市の決定においても、知事の同意
を省略できる対象範囲を拡大し、直接事
業に携わることが多い市町村の決定に
おいて変更できるような措置を講じ、都
市計画事業の円滑な推進を図る必要が
ある。

添付資料2-1
都市計画法・施行令・施行規則条文
添付資料2-2
市町村決定においても軽易な変更として
欲しい内容
添付資料2-3
県決定において軽易な変更とされている
内容
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z1200077
国土交通省、
環境省

ディーゼル車の使用過程車対策の抜本
的な見直し

本制度の所管官庁
は環境省であるた
め、以下環境省の
回答をご参照願い
ます。

z1200024 国土交通省 エレベータシャフト内への通信用配

建築基準法施行令
第１２９条の２の５
第１項第３号、建
築基準法施行令第
１２９条の７第４号

建築物に設ける給水、排水その他
の配管設備の設置及び構造は、次
に定めるところによらなければなら

ない。
エレベーターの昇降路内に設けな
いこと。ただし、エレベーターに必要
な配管設備の設置及び構造は、こ
の限りではない。

昇降路内には、レールブラケットそ
の他のエレベーターの構造上昇降
路内に設けることがやむを得ないも
のを除き、突出物を設けないこと。
突出物を設ける場合においては、
地震時に鋼索、電線その他のもの
の機能に支障が生じないような措
置を講ずること。

c

通信用配線から発生するノイズに
よるエレベーター制御器への悪影
響等の安全上の支障が懸念される
ことから、エレベーターシャフト内へ
の通信用配線の設置を認めること
は困難である。
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z1200077
国土交通省、
環境省

ディーゼル車の使用過程車対策の
抜本的な見直し

5095 50950016 11 東京都 16
ディーゼル車の使用過程車対策の抜本
的な見直し

①自動車ＮＯｘ・ＰＭ法では車検制度に
よって、違反車両は対策地域に登録す
ることができなくなるが、当該地域の環
境改善のため、地域外からの流入車を
規制の対象とするなど、抜本的な使用過
程車対策を実施すること。

②車検の時の使用過程車規制につい
て、実効性ある対策を実施するため、大
気汚染防止法に基づく基準値を設定す
ること。

・都における深刻な大気汚染の根本的
な原因は、国の自動車排出ガス規制の
遅れにある。
・大気汚染を改善し、都民、国民の生命
と健康を守るためには、国の責任で使用
過程車対策の抜本的な見直しを行う必
要がある。

z1200024 国土交通省 エレベータシャフト内への通信用配 5032 50320004 11 （社）電子情報技術産業協会 4 エレベータシャフト内への通信用配

エレベータのシャフト内には、エレベータ
に必要な配管以外を設けることができな
い。このため、ビルリニューアル時にLAN
等の通信用配管を設けるにあたり、コス
ト的には最も有利なエレベータシャフトを
利用することができないという建築基準
法（施行令）の制限を外し、現在のオフィ
スビルでは必須となった通信用配管設
置にエレベータシャフトの利用を可能と
する。

【予想効果】
都市圏を中心に大規模開発が一巡し、
一世代前のビルに空室が目立ち始めて
いる。これらのビルは、IT時代向けの設
備が不十分であることもIT時代の企業か
ら敬遠される理由のひとつである。ビル
リニューアルにより、IT設備を充実させる
にはLAN等の通信配管設備を安価に行
う必要がある。
通信配管をエレベータシャフトに設置で
きれば、これを実現でき、都市部の再建
が容易にできるようになる。

古いビルのリニューアル時などに、低コ
ストで垂直方向の通信配管を設置できる
ことは、ビルの価値を高め（ビルをIT化す
る）るのに効果の大きな事項であるた
め。
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z1200036
金融庁、国土交通
省

不動産特定共同事業契約締結に係る
説明義務の撤廃

不動産特定共同事
業法第２４条

不動産特定共同事業者は、不動産
特定共同事業が成立するまでの間
に、不動産特定共同事業契約の内
容及びその履行に関する事項で
あって主務省令で定めるものにつ
いて、書面を交付して説明しなけれ

ばならない。

ｃ

不動産特定共同事業商品の契約
の申込者が、契約の内容等につい
て十分知らないままに契約締結を
行うと、後々のトラブルの原因とな
る可能性があることから、適切に情
報が開示されていることが不可欠で
あり、契約成立前にその内容等に
ついて書面を交付して説明すること
が、消費者保護やトラブル未然防
止の観点から必要と考えられる。
また、不動産特定共同事業商品は
不動産としての性格が強い商品で
あることから、契約内容に関する説
明は、金融商品販売法上要求され
る説明事項に加えて、不動産特定
共同事業法上要求される個々の対
象不動産に関する事項（賃貸状況
等）について適切に実施されること
が不可欠である。

z1200036
金融庁、国土交通
省

不動産特定共同事業契約締結に係る
説明義務の撤廃

不動産特定共同事
業法第２４条

不動産特定共同事業者は、不動産
特定共同事業が成立するまでの間
に、不動産特定共同事業契約の内
容及びその履行に関する事項で
あって主務省令で定めるものにつ
いて、書面を交付して説明しなけれ

ばならない。

ｃ

不動産特定共同事業商品の契約
の申込者が、契約の内容等につい
て十分知らないままに契約締結を
行うと、後々のトラブルの原因とな
る可能性があることから、適切に情
報が開示されていることが不可欠で
あり、契約成立前にその内容等に
ついて書面を交付して説明すること
が、消費者保護やトラブル未然防
止の観点から必要と考えられる。
また、不動産特定共同事業商品は
不動産としての性格が強い商品で
あることから、契約内容に関する説
明は、金融商品販売法上要求され
る説明事項に加えて、不動産特定
共同事業法上要求される個々の対
象不動産に関する事項（賃貸状況
等）について適切に実施されること
が不可欠である。
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z1200036
金融庁、国土交
通省

不動産特定共同事業契約締結に
係る説明義務の撤廃

5039 50390052 11 社団法人 リース事業協会 52
不動産特定共同事業契約締結に係る説
明義務の撤廃

｢金融商品の販売等に関する法律｣に列
挙される金融商品においては、読んで聞
かせる説明義務を課しておらず、不動産
特定共同事業法の説明義務の過度な規
制を緩和すべきである。

不動産特定共同事業商品の販売の効
率化とマーケットの拡大に寄与する。

「金融商品の販売等に関する法律」においては説明
義務を販売業者に課しているが、対面による説明ま
で要求しているものではない。「説明」の概念の定
義が法律上存在しないが、現在の運用は宅地建物
取引業法第３５条の重要事項説明と同等と解釈さ
れているのが一般的となっており、実務上のコスト
は多大なものである。投資信託や商品ファンド等他
の金融商品を販売する場合には書面の交付義務こ
そあれ、読んで聞かせるような説明義務までは課し
ていない。昨年、同要望に対して金融庁及び国土
交通省から「不動産特定共同事業法の契約成立前
における契約内容説明義務に関して、その具体的
態様については、消費者保護やトラブル未然防止
等の観点から、個別の質問応答対応を確保しつ
つ、ビデオ、ＤＶＤ等の電子機器の活用を可能とす
るよう、所要の通知を発する。」との回答が示され
た。ビデオ、ＤＶＤ等の電子機器の活用が可能にな
ることは望ましいが、そもそも多数の不動産をパッ
ケージしている不動産特定共同事業は投資信託や
商品ファンドと同様に金融商品であり、同等の書面
の交付義務を課すことで投資家保護は図られる。

z1200036
金融庁、国土交
通省

不動産特定共同事業契約締結に
係る説明義務の撤廃

5040 50400021 11 オリックス 21
 不動産特定共同事業契約締結に係る
説明義務の撤廃

｢金融商品の販売等に関する法律｣に列
挙される金融商品においては、読んで聞
かせる説明義務を課しておらず、不動産
特定共同事業法の説明義務の過度な規
制を緩和すべきである。

 不動産特定共同事業商品の販売の効
率化とマーケットの拡大に寄与する。

「金融商品の販売等に関する法律」にお
いては説明義務を販売業者に課してい
るが、対面による説明まで要求している
ものではない。「説明」の概念の定義が
法律上存在しないが、現在の運用は宅
地建物取引業法第３５条の重要事項説
明と同等と解釈されているのが一般的と
なっており、実務上のコストは多大なもの
である。投資信託や商品ファンド等他の
金融商品を販売する場合には書面の交
付義務こそあれ、読んで聞かせるような
説明義務までは課していない。昨年、同
要望に対して金融庁及び国土交通省か
ら「不動産特定共同事業法の契約成立
前における契約内容説明義務に関して、
その具体的態様については、消費者保
護やトラブル未然防止等の観点から、個
別の質問応答対応を確保しつつ、ビデ
オ、ＤＶＤ等の電子機器の活用を可能と
するよう、所要の通知を発する。」との回
答が示された。ビデオ、ＤＶＤ等の電子
機器の活用が可能になることは望ましい
が、そもそも多数の不動産をパッケージ
している不動産特定共同事業は投資信
託や商品ファンドと同様に金融商品であ
り、同等の書面の交付義務を課すことで
投資家保護は図られる。
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z1200017 国土交通省
電気通信工事を伴わない、あるいはそ
の工事が微少な「IT設備関連案件」の

適用除外について

建設業法第２条第
１項、同法別表第
１

「建設業法第２条
第１項の別表の上
欄に掲げる建設工
事の内容」（昭和４
７年建設省告示第
３５０号）
「建設業許可事務
ガイドラインについ
て」（平成１３年国
総建第９７号）

建設業法上の建設工事とは土木建
築に関する工事で別表第１に掲げ
るものと定義されている。また、告
示で建設工事の内容を定めてお
り、通知で建設工事の例示を示して

いる。

e

「IT設備関連案件」であっても告示
及び通知で定めている建設工事の
内容及び例示に該当すれば建設業
法の適用を受けることとなる。
建設工事の内容や例示について
は、告示や通知で定めているが、現
状に即して適宜見直しが行われて

いる。

①回答では現状に即して適宜見直
しが行われているとあるが、昭和６
０年の建設省経建発第１６４号、１７
０号の通達以降具体的な見直しが
なされているのであれば、それを示
されたい。
②建設業とは明らかに進歩のス
ピードが異なるＩＴ関連の工事を建
設業法の中で括ることに対して、IT
設備設置等の適用除外の例示が
可能かどうかも含め、今後どう対応
していくかの見解を示されたい。

z1200078
厚生労働省、国土
交通省

建設業退職金共済制度の健全化につ
いて

中小企業退職金共
済法第４１条第１
項

中小企業者は建設業共済制度に
加入することができることとされてい

る。
ｃ Ⅳ

  建設業退職金共済制度は、従業
員の福祉の増進と中小企業の振興
を目的としている制度であり、そも
そも当該共済制度を活用するかど
うかは中小企業者の自由であるた
め、御要望である一律に電気通信
工事分野の適用を除外することに
ついては、お応えすることはできな

い。
    また、ＩＣカードによる納入につい
ては、現在、独立行政法人勤労者
退職金共済機構において建設業界
と連携しつつ「新たな掛金納入方式
の導入に関する意見交換会」の場
で検討しているところであり、当省と
してはその状況を踏まえながら新た
な掛金納入方式のあり方について
検討してまいりたい。

【対国土交通省、厚生労働省】

①建設業退職金共済制度の活用を一律に経
営事項審査における評価項目にすることは、
同制度を活用するかどうか中小企業者の自
由であるという前提に反する。この点の改善
について、具体的な対応策を検討され、示さ
れたい。
②建設業退職金共済制度の活用を官公庁の
入札参加資格の要件とすることは、同制度を
活用するかどうか中小企業者の自由であると
いう前提に反する。この点の改善について、
具体的な対応策を検討され、示されたい。
③公共工事の入札や元請業者決定段階など
では施工体制が未確定の場合もあり、発注
者が建設業者に対しこの段階で掛金収納の
証（領収書）の提示を必須要件とするのは適
切ではない。この点の改善について、具体的
な対応策を検討され、示されたい。
④「新たな掛金納入方式のあり方」について
は、ＩＣカードによる納入の早期実施に加え、
要望内容にある、掛金納入の勤労実績によ
るカウント、余剰証紙の払戻し又は他工事で
の使用可能化、証紙を購入しなくともよい場
合の明確化及び手続の簡素化の改善が必
要と考えられる。この点を踏まえ、「新たな掛
金納入方式のあり方」の検討の方向性及び
実施時期について、その時期となる理由を含
め具体的に示されたい。
⑤上記④に関連して、平成15年度に試行し
た掛金の新納入方式の評価について明らか
にされたい。
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z1200017 国土交通省
電気通信工事を伴わない、あるい
はその工事が微少な「IT設備関連
案件」の適用除外について

5032 50320013 11 （社）電子情報技術産業協会 13
電気通信工事を伴わない、あるいはそ
の工事が微少な「IT設備関連案件」の適
用除外について

今日、「電気通信工事」として発注されるものの多く
が、IT設備および配線、据付を主体とするいわゆる
「IT設備関連案件」となっている。また、当該設備
は、その基本部をコンピュータ機能によって構成し
ており、いわゆる「建設工事」を伴わない、あるいは
工事部分が極めて微少な事例が多く見受けられ
る。
「LAN（Local Area Network）設置」や「コンピュータ
機能を有した機器設置調整」等、配線や据付・調整
などが主体で、いわゆる「建設工事」と定義できる
作業を伴わないかまたは軽微な場合においては、
「電気通信工事」の適用外とする旨の関連通達およ
び解説本等への記載を要望する。なお、当該分野
は技術進歩が極めて速いため、適宜適切に事例等
の記述の改版をお願いしたい。
上記の例を含め、いわゆる「IT設備関連案件」は、
ソフトウェアからシステム運用・保守サービス等まで
一貫したシステム提供となる場合が多い。更に、そ
の設置作業は、建築物への加工を伴わない機器調
整等を含むデータ設定試験等が主体であり、いわ
ゆる「建設工事」とはそぐわない内容である。

【規制の現状】
建設業法第二条（定義）1項では、「建設工事」と
は、「土木建築に関する工事で別表の上欄に掲げ
るものをいう」とある。当該別表には、「電気通信工
事」の名称はあるものの、その定義、例示等につい
ては、関連通達や解説本等を参照する方法をとっ
ている。このため、発注者は、当該通達等を参照し
て適切と思われる工事業種を設定しており、いわゆ
る「建設工事」にそぐわない案件が、「電気通信工
事」の扱いを受けているケースが多く見受けられ
る。

なし

関連通達等に見られる工事内容や例示は、旧電電
公社時代の名残やコンピュータが大型の箱物で
あった時に設定されたものと思われる。現在、IT時
代を迎え、コンピュータそのものがオープン化、ダウ
ンサイジング化、微細化され、その形状も、LSIや小
型機器に組み込まれる等、多様化している。
昭和60年に出された下記通達において、「電気通
信工事の内容として、情報制御設備工事にはコン
ピュータ等の情報処理設備の設置工事も含まれる」
とある影響で、上記の「IT設備関連案件」が、「電気
通信工事」として適用される事例が数多く見受けら
れる。これは、ITに関する技術革新のスピードが、
建築土木を基幹とした多くの他建設工事に比し特
段に速く、そのトレンドを数年先すら予見する事が
困難な状況からやむを得ないと思われる。しかしな
がら、ITの技術革新が急速に進展する中、建設業
法第二条や関連通達、解説本の内容や例示にあて
はまらない事例が存在するにも拘わらず、これらに
対する具体的な対処方法が明示されていない為、
「電気通信工事」適用の濫用を誘発している事は、
本許可業種を適正に運用する上で課題と考える。
更には、現状にて運用された場合には、経営事項
審査における工事完成高申請において、適正を欠く
恐れがあると思われる。
また、IT技術の急速な進展に鑑み、定期的にIT設
備・技術を吟味し、適宜、内容や例示に加える場合
もしくは除外する場合を明確にしていく事も、本許可
業種を適正に運用する上で不可欠であると考える。

z1200078
厚生労働省、国
土交通省

建設業退職金共済制度の健全化
について

5032 50320002 11 （社）電子情報技術産業協会 2
建設業退職金共済制度の健全化につい
て

電気通信工事分野に置いては、本制度
の適用を除外していただきたい。
それがかなわぬなら、現在検討されてい
る掛金のICカードによる新納入方式で
は、掛金納入は就労実績カウントし、余
剰証紙は払戻可能とするか、もしくは、
余剰証紙でも他の工事の掛金納入に使
用可能とする、購入しなくとも良い場合な
どの制度として頂きたい。（平成15年度
試行しているとのことであるが評価につ
いて是非公開していただきたい。

【規制の現状】
公共工事では、労働者保護、労働者福
祉を目的とした制度として、建設業者に
対し着工前に掛金納入（証紙購入）が求
められる。この掛金の額は、必要枚数分
であるが、実質は発注者指定計算（率）
式により算出された額の証紙を購入する
事となっている。
また、本制度の加入と履行は、官公庁の
入札参加資格の要件とされることがあ
り、経営事項審査における評価項目にも
なっている。

なし

電気通信工事では当制度の保護対象と
なる季節労働者等はほとんど存在せ
ず、従って証紙払出しニーズは少なく、
実態として購入した証紙の大半が余剰と
なっている。更に、仕様書上で現行の発
注者指定の計算（率）式により購入を規
定され、払戻不可、転売不可および購入
業者での処理等、IT通信業界には適さ
ない制度と思われる。
建退共本部が販売し建設業者が購入し
た証紙は、100％労働者に交付され“退
職金”として還元されるべきものである
が、建退共本部の収支はバランスしてい
ないと考えられる。
建設業の労働福祉制度としての意義は
認めるが、一律に経営事項審査の評価
要素にしたり、入札参加資格の要件にす
ることは適当ではない。
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